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第１章 研究の範囲と位置付け
概 要
本章では、「育児不安」及び「子育て支援」に関わる研究の範囲と位置付けを明確化した。
また先行研究の概観に基づき、研究目的と内容構成を示し、用語を整理した。
第１節では、研究の背景を述べ、問題の所在と子育て支援に関わる先行研究の今日的な課題
を示した。具体的には、育児不安と子育て支援に関わる学術的研究、及び実践的研究の展開を
時系列に沿って整理・考察し、研究群の特徴等から区分を明示することを試みた。その結果、
育児不安研究に関わる２期(認知期、展開期)、及び子育て支援研究に関わる４期(萌芽期、模
索期、展開期、評価期)を同定した。また、「保護者における保育者への役割期待に関する実証」
「子育て支援に関わる保育者の専門性の可視化」「子育て支援に関わる保育者支援プログラム
の開発」の３つの課題を提起した。
第２節では、用語・概念を整理し、本研究での使用方法を定義付けた。また、本研究全体に
関わる倫理的配慮について記した。
第３節では、本研究の目的と内容構成について説明し、本研究の全体像を子育て支援に関わ
る保育者効力感と関連要因との関係で説明した。また、本研究では、本章第１節で示した子育
て支援の課題解決を目指して、保護者と現職保育者への接近を試みた。保護者が示す保育者へ
の役割期待を理解した上で、その役割期待との整合性が高い子育て支援に関わる保育者支援プ
ログラムを開発し検証すると言う本研究の全体構成を説明した。
1) 内閣府：「少子化社会対策大綱」,.http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/law/t_hon01.html,.2014 年..(2016 年 3 月 23
日閲覧)
2) 全国私立保育園連盟：「乳幼児をかかえる保護者の子育ての現状」,.http://www.zenshihoren.or.jp/pdf/torikumi_kenkyu_
gaiyou.pdf,.2006年..(2016年 3月 23日閲覧)
3) 厚生労働省：「第６回 21 世紀出生児縦断調査の概況」,.http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/syusseiji/06/toukei.html,
2010年..(2016年 3月 23日閲覧)
4) 厚生労働省：『平成 27年版厚生労働白書』,.105-107頁,.日経印刷,.2015年.
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第１節 研究の背景と問題の所在
Ⅰ．問題と目的
本節は、子どもと保護者を取り巻く環境変化を踏まえつつ、我が国における子育て支援
の取組の経緯と、「育児不安」及び「子育て支援」に関わる先行研究を整理する。その上
で、子育て支援に関わる保育者(幼稚園教諭、保育所保育士、及び認定こども園保育教諭)
の専門性について考察する。また、これまでの実践上、研究上の到達点とこれからの課題
について論考することを目的とする。
内閣府(2014)の報告は、我が国が子どもを生み、育て難い社会になっていると指摘して
いる 1)。この背景には、都市化や核家族化等による家庭の養育力の低下に伴う育児不安の
増大が、大きな要因の１つと考えられる。全国私立保育園連盟(2006)の報告によると、子
ども(乳幼児)を抱える母親の 68.8 ％、父親の 39.1 ％が、子どものことがわずらわしくて
イライラすることがある(「よくある」及び「ときどきある」)と回答している 2)。また、
厚生労働省(2010)の報告によると、保護者の 82.6 ％が、子どもを育てていて負担に思う
ことや悩みがあると回答している 3)。さらに、厚生労働省(2015)の報告によると、母親の
77.3％、父親の 67.4％が、子育てに負担・不安に思うことがある(「とてもある」及び「ど
ちらかといえばある」)と回答している 4)。これらの数値から分かることは、現代の日本
社会において、保護者の育児不安が、確かに存在すると言うことである。育児不安の存在
は、保護者が、子どもをあと１人、２人産みたいと思う追加出生の意欲を低下させると考
えられる。また、周囲で育児不安を抱えた保護者のことを見聞きした若い世代は、将来の
結婚や子育てに夢や希望を持ち難くなるであろう。つまり、育児不安が次世代の少子化、
第１章第１節
5) 厚生労働省：｢児童相談所の現状―第５回子ども家庭福祉人材の専門性確保WG資料４―｣,.http://www.mhlw.go.jp/file/
05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/04_3.pdf, 2017年..(2017年 12月 23日閲覧)
6) 厚生労働省・前掲書(5), 9頁.
7) 大橋喜美子：「子ども・子育て支援」, (上野恭裕・大橋喜美子/編：『保育原理』), 99頁, 教育出版, 2016年.
8) 厚生労働省：『保育所保育指針解説書』, 12頁, フレーベル館, 2008年.
9) ベネッセ教育総合研究所：『第５回幼児の生活アンケート』, 57-58頁, ベネッセホールディングス, 2016年.
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非婚化、晩婚化の１つの要因にも繋がり得ると言うことである。仮に、子どもが生まれた
としても、身近に頼る人や相談する相手も得難いことから、子育ての不安や負担を蓄積さ
せていく保護者は少なくない。その１つの現れが、市町村の家庭児童相談室への児童虐待
相談件数であり、2015(平成 27)年度に 93,458 件という過去最多件数を記録している(厚生
労働省,..2017)5)。この件数は、子育て不安の相談が市町村に業務移管された 2005(平成 17)
年より、2.3 倍以上と増加となっている。また、もう１つの育児不安の現れが、虐待を受
けた子どもの年齢構成の推移(児童相談所)であり、小学校就学前の子どもの割合が 42.7
％と言う高い割合を占めている(厚生労働省,..2017)6)。身近なところに仲間や相談できる
相手がみつからない保護者も少なくないだろう。保護者には、育児不安を軽減するための
子育て支援が、市町の保健センター、家庭児童相談室、児童家庭支援センター、地域の主
任児童民生委員、及び児童相談所以外の身近なところでも提供されることが必要となって
いる。
保護者にとって、最も身近な専門職である保育者には、このような保護者の傍らで、子
育て支援において重要な役割を担うことが期待されている。周知の通り、2008(平成 20)
年の『幼稚園教育要領』改訂、及び『保育所保育指針』改定では、幼稚園・保育所が地域
における子育て支援の拠点であることが明示された。保育者には、地域の子育てに関する
相談や援助、情報提供、交流の場の提供等が求められている(大橋喜美子,..2016)7)。この政
策的動向を受けて、保育者が、地域の子育て支援を含む保護者支援の一端を業務として担
うことが強調された。幼稚園・保育所・認定こども園(以下、「園」と略す)は、その特色
を活かした子育て支援の取組を担ってきた。保育者による子育て支援には、直接的な保護
者への相談援助活動や、間接的な子育てサークルの場の提供によって行う支援活動等があ
る。また、支援対象も、園を利用している子どもの保護者のみならず、園を利用していな
い子育て家庭も含めた地域の保護者となっている(厚生労働省,..2008)8)。しかしながら、
近年になっても保護者の 62.0 ％は、「(園が)子育て相談ができる場所になってほしい」と
回答している(ベネッセ教育総合研究所,..2016)9)。また、これまでの取組にもかかわらず、保
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10) 厚生労働省：「保育士等に関する関係資料｣,.http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukatei-
kyoku-Soumuka/s.3.pdf, 2015年..(2016年 3月 23日閲覧)
11) 全国保育士養成協議会：「指定保育士養成施設卒業生の卒後の動向及び業務の実態に関する調査報告書Ⅱ―調査
結果からの展開―」, 全国保育士養成協議会誌『保育士養成資料集』第 52号, 284-286頁, 2010年.
12) 東京都：｢東京都保育士実態調査(報告書）｣, http://www.metro.tokyo.jp/INET/CHOUSA/2014/04/60o4s200.htm, 2014年..
(2016年 3月 23日閲覧)
13) 大日向雅美：「子ども・子育て支援をめぐる新たな動き」,『日本小児看護学会誌』第 23巻第 3号, 120-124頁, 2014
年.
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育者による子育て支援が保護者のニーズを十分に満たしているとは言えない現状がある。
保育者として様々な保護者に対し専門性を活かして応じ得る、十分な力量を蓄積すること
が急務である。
他方、教員免許や国家資格を取得し保育者になったにもかかわらず、早期に保育現場を
離職する者も多い。職種別の平均勤続年数をみても、全職種の平均 12.1 年と比べ、幼稚
園教諭は 7.8 年、保育士は 7.6 年と短い(厚生労働省,..2015)10)。保育者の離職理由の特徴と
して、「職場の人間関係」「心身の不調」「自分の仕事に自信がなくなった」等が挙げられ
ている(全国保育士養成協議会,..2010)11)。中でも注目すべきは、保育者の 17.9 ％が「保護
者対応等の心労」を訴えており、保護者対応の困難さを感じていることが示されている(東
京都,..2014)12)。この困難さは、保育者の保護者理解の不足や、高い水準の保護者対応を求
められることと関係することが推察される。例えば、大日向雅美(2014)は、母親が完璧に
子育てができて当然のこととみなされ、子育てに悩み苦しむことも許されないような母性
観が広がってきた社会の問題点を全国調査から明らかにしている 13)。こうした社会の中で、
子育てに悩み苦しむ保護者への支援が、保育者に要求されていると言える。
本節では、育児不安を抱く保護者への子育て支援について検討し、保育者としての専門
性等について論考するため、「育児不安」及び「子育て支援」という２つのキーワードに
関わる先行研究を概観する。これらの用語は、従来から扱われてきており、歴史的な経緯
を辿り得るとともに、研究動向を網羅する基本的な用語と言える。具体的な手続きとして、
国内における先行研究は、国立国会図書館の NDL-OPAC を使用し、『保育学研究』『乳幼
児教育学研究』等、保育・幼児教育分野の学術雑誌に掲載された論文から検索した。また、
国外の先行研究に関しては、EBSCOhostを使用して検索した。検索時期は、2016（平成 28）
年４月１日～５月 18日であった。その結果、計 71件の主要な先行研究を検索することが
できた(「育児不安」関係論文 16件、「育児不安及び子育て支援」関係論文 11件、「子
育て支援」関係論文 44件)。
14) 内閣府：「これまでの少子化対策の取組」,.http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/data/torikumi.html,.2016年.(2017 年
4月 23日閲覧)
15) 橋本真紀：『地域を基盤とした子育て支援の専門的機能』, 9-17頁, ミネルヴァ書房, 2015年.
16) 鎌田久子・管沼ひろ子・坂倉啓夫・宮里和子・古川裕子：『日本人の子産み・子育て―いま・むかし―』,.26-28
頁, 勁草書房, 1990年.
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第１章第１節
図１には、内閣府(2016)の資料 14)を基に、「日本の子育て支援の取組と各期の区分」を
示した。先行研究では、子育て支援の展開について様々な見解がある。その中でも、橋本
真紀(2015)は、子育て支援の展開を３つに大別した(図１左部)15)。その内容は、① 1990(平
成２)年～ 1999(平成 11)年の少子化対策の一環として推進された「黎明期」、② 2000(平
成 12)年～ 2011(平成 23)年の児童福祉法の改正後の「政策的合意期」、③ 2012(平成 24)
年以降の子ども・子育て関連３法成立後の「社会的合意期」である。この区分は、我が国
の子育て支援を巡る政策の動向という点で妥当と推考されることから、先ず、この区分を
用いて研究の動向を整理する。ただし本研究は、橋本(2015)の研究成果に基づきながらも、
主に「育児不安」及び「子育て支援」に関わる学術的研究及び実践的研究の動向による区
分・整理を試みる。次に、図１右部で示した区分・整理の根拠となった先行研究について、
以下で詳細に論考した上で、子育て支援研究に関する現代的課題をいくつかに分けて提起
する。
Ⅱ．「育児不安」及び「子育て支援」研究の展開
１．育児不安研究の展開
(１) 1982(昭和57)年～2001(平成13)年「育児不安研究の認知期」
橋本が指摘した子育て支援の展開において、1990(平成２)年のいわゆる「1.57 ショック
(前年の合計特殊出生率が過去最低となった衝撃）」を契機に、少子化対策としての子育
て支援が開始されたと示されている。他方、これには、少子化になった理由や少子化の背
景にある保護者の育児不安の発生については、ほとんど触れられていない。そこで、保護
者の育児不安研究が認知された理由と経緯を要約すると、次のようになる。
1960年代頃までの我が国において、子どもは、家庭や地域の中で大切に育まれていた(鎌
田久子ら,..1990)16)。長く営まれてきた、このような子育ての在り方は、伝統的な地域社会
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図１. 日本の子育て支援の取組と各期の区分
注) 内閣府資料：「これまでの少子化対策の取組」(2016)に加筆した. 左部［ ］内は橋本(2015)による.
右部【 】内等は筆者が加筆して作成した.
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2015（平成27）年 3月
2016（平成28）年 4月
2015（平成27）年
　【
子
育
て
支
援
研
究
の
模
索
期】
2015.20　閣議決定
 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略
 「新待機児童ゼロ作戦」について
 待機児童解消「先取り」プロジェクト
2014.11.28　施行
【
子
育
て
支
援
研
究
の
評
価
期】
 少子化社会対策大綱
子ども・子育て支援法改正
 子ども・子育て応援プラン
2001.7.6　閣議決定
2003.9.1　施行
 放課後子供総合プラン
 待機児童解消加速化プラン
2012（平成24）年 8月
2013（平成25）年 4月
2013（平成25）年
3月
 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章
 仕事と生活の調和推進のための行動指針
2010（平成22）年 11月
6大臣（大・文・厚・労・建・自）合意
（2000（平成12）年度～2004（平成16）年度）
少子化対策プラスワン
1982（昭和57）年
緊急保育対策等5か年事業
【
子
育
て
支
援
研
究
の
萌
芽
期】
【
子
育
て
支
援
研
究
の
展
開
期】
【
育
児
不
安
研
究
の
認
知
期】
【
育
児
不
安
研
究
の
展
開
期】
新エンゼルプラン
エンゼルプラン ＋
次世代育成支援対策推進法
 地方公共団体、企業
 等における行動計画
 の策定・実施
17) 厚生省：『平成 10年版厚生白書』, 84-86頁, ぎょうせい, 1998年.
18) 牧野カツコ：「乳児を持つ母親の生活と〈育児不安〉」,.小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 3号,.34-56頁,.1982
年.
19) 牧野カツコ：「働く母親と育児不安」, 小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 4号, 67-77頁, 1983年.
20) 田中昭男：「幼児を保育する母親の育児不安に関する研究」,.日本乳幼児教育学会誌『乳幼児教育学研究』第 6 号,
57-64頁, 1997年.
21) 榎田二三子・諏訪きぬ：「子育て支援のあり方の再検討―育児ストレスと育児期ストレスの視点から―」,,日本保
育学会誌『保育学研究』第 40巻第 1号, 37-45頁, 2002年.
22) 安藤智子・荒巻美佐子・岩藤裕美・丹羽さがの・砂上史子・堀越紀香：「幼稚園児の母親の育児感情と抑うつ―
子育て支援利用との関係―」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 46巻第 2号, 235-244頁, 2008年.
23) 渡邉茉奈美：「育児不安の再構築―子ども虐待予防への示唆―」,『東京大学大学院教育学研究科紀要』第 51 号,
191-202頁, 2011年.
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の崩壊とともに急速に変化してきた。また、1960 年代には、母親にとって子育ての負担
感を高める「３歳児神話」が広まった(厚生省,..1998)17)。都市化や核家族化が進む中で、
保護者が独力で子育てに専念することが一般化した。そうした中で、牧野カツコ(198218),
198319))による育児不安の報告が行われた。この報告は、保護者の育児不安が認知された
契機と言える。さらに、『乳幼児教育学研究』において、育児不安に関する研究が初めて
掲載された(田中昭男,..1997)20)。この時期に、本研究で取り上げた「育児不安」関係論文 16
件中７件が掲載された。これは「育児不安」関係論文 16件の中に占める割合としては 43.8
％に相当し、育児不安研究が一定レベルで認知されてきた期間と言える。そこで本研究で
は、1982(昭和 57)年～ 2001(平成 13)年を「育児不安研究の認知期」と命名する(図１右
部）。
(２) 2002(平成14)年～現在「育児不安研究の展開期」
この時期は、育児不安研究の進展の速度は緩むが、育児不安を抱える保護者を支援する
方向性を持つ研究が現れた(e.g.,.榎田二三子・諏訪きぬ,..2002)21)。また、保護者の育児感
情に対処し、保育者の専門性の１つとして「連携」が示された(安藤智子ら,..2008)22)。さ
らに、児童虐待の増加をもたらした原因としての育児不安を検討した研究がみられた(e.g.,.
渡邉茉奈美,..2011)23)。「育児不安及び子育て支援」関係論文 11 件は、全てこの時期に発表
されている。そこで本研究では、2002(平成 14)年～現在を「育児不安研究の展開期」と
命名する(図１右部）。
ここまで、1982(昭和 57)年を我が国の育児不安研究の始動と位置付け、その後の研究
動向を整理した。特に 2002(平成 14)年以降、育児不安研究の推進に大きな役割を果たす
研究が現れている。しかしながら、少なくとも現時点で年代や区分を細かく明示するには
24) 厚生省・前掲書(17), 84-86頁.
25) 崔英信：『「子育て支援理論」における保育所の「子育て支援ネットワーク」に関する研究』,,(大阪市立大学博士
論文・未公刊), 1-190頁, 2000年.
26) 神田直子・山本理絵：「乳幼児を持つ親の地域子育て支援センター事業に対する意識に関する研究―子育て支援
事業参加者と非参加者の比較から―」,.日本保育学会誌『保育学研究』第 39巻第 2号, 216-222頁,.2001年.
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至っていないと判断し、ここでは大きく２期に分けて示した。これらの根拠となった主要
な研究群については、後に詳述する。次頁以降では、先行研究における子育て支援の区分
整理を試みる。
２. 子育て支援研究の展開
(１) 2000(平成12)年～2001(平成13)年「子育て支援研究の萌芽期」
1990(平成２)年に合計特殊出生率が過去最低の 1.57 となり、少子化対策を求める世論
の高まりを受け、政府は本格的な対策に乗り出した。政府には、公的支援の対象を全家庭
とした子育ての社会化が要請された。国策として、1995(平成７)年に子どもを産み育てる
保育の充実を盛り込んだ「エンゼルプラン」が制定され、「緊急保育対策等５か年事業」
が発表された。保護者が育児不安を抱えながら子どもに接することは、子どもの心身の健
全発達に好ましくないと言う報告(厚生省,..1998)24)を受け、緊急課題である保育の拡充と
基盤整備が必要となった。
橋本は、1990(平成２)年～ 1999(平成 11)年を、政策的な子育て支援の「黎明期」と捉
えている(図１左部）。この時期、子育てが家庭だけで行われるのではなく、社会全体で
支援することが政策的に定位されたと言える。しかし、先行研究において、子育て支援研
究が芽を出し始めるのは、2000(平成 12)年の「新エンゼルプラン」制定、及び 2001(平成 13)
年の児童福祉法一部改正で保育士の業務として「保護者に対する保育に関する指導」が明
記された時期である。具体的には、崔英信(2000)による保育所の子育て支援ネットワーク
に関する研究 25)と、神田直子・山本理絵(2001)による他機関との連携に課題がある地域子
育て支援センター(以下、「支援センター」と略す)の報告がある 26)。橋本の捉える政策的
な「黎明期」とは、時期的に相違があるが、子育て支援の先行研究により、本研究では、2000
(平成 12)年～ 2001(平成 13)年を「子育て支援研究の萌芽期」と命名する(図１右部)。
(２) 2002(平成14)年～2007(平成19)年「子育て支援研究の模索期」
幼児期の家庭教育への支援の必要性から、2002(平成 14)年発刊の『保育学研究』では、
「幼児期の家庭教育」をテーマとした特集が組まれた。ここでは、４編の子育て支援に関
27) 榎田ら・前掲論文(21), 37-45頁.
28) 高橋千草・河野真紀・岩立京子：「子育て支援活動が虐待傾向をもつ母親と子どもに及ぼす影響」,.日本保育学会
誌『保育学研究』第 40巻第 1号, 21-28頁, 2002年.
29) 中谷奈津子：「虐待の世代間連鎖と子育て支援事業の認知に関する研究―保育所・地域子育てセンターを中心と
して―」,.日本保育学会誌『保育学研究』第 40巻第 1号,.29-36頁,,2002年.
30) 安藤ら・前掲論文(23), 235-244頁.
31) 橋本美幸：『出生後の母親の育児不安軽減を目的とした家庭訪問実施のためのアウトカム評価と家庭訪問プログ
ラム試案』,,(筑波大学博士論文・未公刊), 1-139頁, 2008年.
32) 東雅代・西村真実子・米田昌代・井上ひとみ・梅山直子・宮中文子・堅田智香子・和田五月・松井弘美：「乳幼
児をもつ母親の育児困難の状況―母親および子育て支援に関わるエキスパートへのフォーカス・グループ・イン
タビューから―」,『石川県立看護大学石川看護雑誌』第 6号, 1-10頁, 2009年.
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する研究が示された。例えば、育児ストレスから子育てサークルの在り方を再検討した榎
田・諏訪(2002)は、保護者にとって必要とする支援が必要な時に得られることの大切さを
示した 27)。また、子育て支援と虐待行為との関係を論考した高橋千草・河野真紀・岩立京
子(2002)28)や、子育て支援の情報量が、育児不安と虐待に対応し得る可能性を示した中谷
奈津子(2002)による実証的研究がある 29)。これらの内容から、この時期、保護者の育児不
安が存在する中で、既に様々な子育て支援を利用しながら生活していた多くの保護者の存
在を確認できる。育児不安が社会的関心事となり、保育者による子育て支援に期待が集ま
り、試行錯誤しながら真の子育て支援が模索されたと言える。そこで、2002(平成 14)年
～ 2007(平成 19)年を「子育て支援研究の模索期」と命名する(図１右部）。
(３) 2008(平成20)年～2012(平成24)年「子育て支援研究の展開期」
2008(平成 20)年から施行された改正「教育基本法」第 24 条では、幼稚園に「家庭・地
域への教育支援」を課した。また、同年改定の『保育所保育指針』第６章では、保育士に
「保護者に対する支援」を課した。それまでの子育て支援が実施される場所の多くは、保
育所や児童館内の支援センターであった。しかし、2008(平成 20)年を分岐点として、保
育者が行う子育て支援の研究が現れ始めた。例えば、安藤ら(2008)は、子育て支援の利用
者と育児感情の関係を示した 30)。保育者の声かけと安心できる環境の提供は、子どもに関
心が持てない保護者からの相談に繋がることを示唆した。また、橋本美幸(2008)は、保健
師が行う子育て支援に関して、出産後の母親を対象とした家庭訪問プログラムの試案を報
告した 31)。さらに、東雅代ら(2009)は、育児困難を抱える保護者支援に関して、支援者は、
保護者が困難だと感じる理由や背景・状況をよく理解した上で、子育て支援を行う必要性
を示した 32)。活発な研究によって、子育て支援の研究が展開した。そこで、2008(平成 20)
年～ 2012(平成 24)年を「子育て支援研究の展開期」と命名する(図１右部)。
33) 諏訪きぬ：「子育て支援(総説)」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 52巻第 3号, 314-318頁, 2014年.
34) 島津礼子：「幼稚園の「保育参加」における学びの生成について」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 52巻第 3
号, 344-354頁, 2014年.
35) 高畑芳美：「子育ての「主体」である母親を支援する幼稚園の役割―園内の「子育て相談」に対する保護者イン
タビューの考察から―」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 52巻第 3号, 355-364頁, 2014年.
36) 内閣府：「少子化社会対策白書」 ,.http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/measures/w-2015/27pdfhonpen/27
honpen.html, 2015年..(2016年 3月 23日閲覧)
37) 内閣府：「子ども・子育て支援新制度なるほど BOOK 」,.http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/event/publicity,.2016
年..(2017年 4月 23日閲覧)
38) 住田正樹・山瀬範子・片桐真弓：「保護者の保育ニーズに関する研究―選択される幼児教育・保育―」,『放送大
学研究年報』第 30号, 25-30頁, 2012年.
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(４) 2013(平成25)年～現在「子育て支援研究の評価期」
社会が求める保護者支援の課題を明確にする必要性から、2014(平成 26)年発行の『保
育学研究』では、「子育て支援」が特集テーマとして取り上げられた。ここでは、７編の
子育て支援に関する研究が示された。諏訪きぬ(2014)は、子育て支援の総論として、これ
らの採択論文にみる子育て支援の在り方と効果、及び子育て支援を担う保育者の高いスト
レスの現状について論じた 33)。７編の子育て支援に関する研究の中で、幼稚園における保
育者に関わる研究が２編掲載された(島津礼子,..201434)；高畑芳美, 201435))。島津(2014)は、
幼稚園における保護者の保育参加に焦点を当てた保育参加によって、保育者と保護者が共
に子どもを育てる認識が醸成されることを明らかにした。また高畑(2014)は、幼稚園が気
楽な相談場所であるようにすることや、保育者と保護者との橋渡し等を担う相談員(特別
支援教育コーディネーター)を置く必要性を示唆した。これらの研究によって、保育者に
よる子育て支援が、子育て支援研究の中に確かに位置付いていったと言える。
子育て環境の整備に向けた施策を総合的に盛り込んだ「子ども・子育て支援新制度(以
下、「新制度」と略す)」が、2015(平成 27)年に施行された。新制度の目指すところは、「幼
児教育・保育・子育て支援の量的拡充及び質の向上」(内閣府,..2015)36)である。このことか
ら、保育者は、子どもや保護者、地域のニーズに応じた多様な子育て支援の担い手に位置
付けることができる。また園には、子育て相談や園庭開放、子どもの一時預かりや親子登
園を増やす等の子育て支援の一層の推進が求められている(内閣府,..2016)37)。しかしその
一方で、園を選択する際に、保護者は、社会性や人間関係に関する保育内容を重視する傾
向がある。そのため、子育て支援を拡充することは、保育の本質について保護者に説明で
きるか否かという、保育者の力量も問われることも指摘されている(住田正樹・山瀬範子・
片桐真弓,..2012)38)。
39) 牧野・前掲論文(19), 67-77頁.
40) 福丸由佳：『乳幼児を持つ父親における仕事と家庭の多重役割―父親,.母親の心理的健康度との関連―』,,(お茶の
水女子大学博士論文・未公刊),.1-204頁,.2001年.
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橋本は、2012(平成 24)年以降を「社会的合意期」としている(図１左部）。しかしこの
時期は、子育て支援研究の拡大が進み、その成果を振り返り検証し、目的が達成されたか
どうかを評価する時と言える。このことから、次への活動段階に必要な時期として、2013
(平成 25)年以降を暫定的に「子育て支援研究の評価期」と命名しておこう(図１右部)。
Ⅲ．「育児不安」に関する先行研究
ここまで、「育児不安」及び「子育て支援」に関わる研究を時間軸に沿って区分・整理
することを試みた。先行研究において指摘された育児不安に関わる研究は、保護者の育児
状況要因に関する研究、保護者の内的要因に関する研究、及び主に子ども側の諸要因に関
する研究の３つに大別される。次項以降では、先行研究における重要な知見を引用しなが
ら、育児不安とそれぞれの要因との関係について概観する。
１．育児不安と保護者の育児状況要因
育児不安は、保護者の育児状況要因から影響を受けることがある。例えば、牧野(1983)
は、育児不安を抱える保護者の育児状況要因を明らかにした 39)。保護者 364 名(有職の母
親 230 名、無職の母親 134 名)を対象に、育児不安の分析を行った。その結果、無職の母
親は、有職の母親よりも育児不安がやや高い傾向にあることを示した。有職の母親の場合、
子どもとの心理的な距離が近すぎたり、孤立感から育児不安に陥ることが少ない良い面を
明らかにした。また、有職の母親が育児不安に陥るか否かの１つの要因は、夫婦関係であ
り、父親が子育てに協力している場合には、母親が満足していることを明らかにした。
福丸由佳(2001)は、育児不安の育児状況要因としての夫婦関係を検討した 40)。乳幼児を
持つ 416組の親子を対象として、仕事と家庭の多重役割の内容と量を検討した。母親は、
仕事に否定的なパートナーを持つ場合、肯定的なパートナーを持つよりも抑うつ度が有意
に高いことを示した。また、父親の育児参加は、母親の抑うつや育児不安を軽減させるこ
とを明らかにした。調査対象者のうち約 60 ％の父親が、家庭と仕事との間で葛藤を感じ
ていることを明らかにした。父親の育児参加を規定する要因には、父親自身の意識も重要
41) 中谷奈津子：「子どもの遊び場と母親の育児不安―母親の育児ネットワークと定位家族体験に着目して―」,,日本
保育学会誌『保育学研究』第 44巻第 1号, 50-62頁, 2006年.
42) 輿石薫：『育児不安の研究：育児不安の発生機序と対処方略』,,(お茶の水女子大学博士論文・未公刊), 1-188頁,
2003年.
43) 安藤ら・前掲論文(22), 235-244頁.
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であり、職場環境のみならず、経済状況が関連することを示唆した。
牧野(1983)や福丸(2001)は、父親の育児参加による母親の育児不安の軽減を示唆してい
るが、育児参加をする父親が急激に増加することが期待できない現状では、母親の育児不
安の軽減には、保育者等による子育て支援が引き続き大きな役割を担うと推察される。
中谷奈津子(2006)は、育児不安の育児状況要因として子どもの遊び場に着目し、園に子
どもを預ける保護者 421 世帯を対象として、子どもの遊び場と保護者の育児不安を検討し
た 41)。その結果、子どもの遊び場が多い保護者は、子どもの遊び場が少ない保護者よりも
育児不安が低く、育児ネットワークも多かった。また、保護者自身、生まれ育った家族に
よって人生の方向付けがなされたと言う「定位家族体験」も豊かであることを明らかにし
た。これらのことから、子育て支援を必要としている育児不安の高い保護者には、居場所
作りを通して、保育者による寄り添いながらの支援が必要であることが示唆された。
２．育児不安と保護者の内的要因
育児不安は、保護者の育児状況要因以外にも、保護者の内的要因から影響を受けること
がある。例えば、輿石薫(2003)は、育児不安を生起させるモデルを生成し、育児不安が生
じる３つの要因(「子どもの要因(気質)」「母親の要因(予期不安・期待感)」「現在の文脈
(家族の歴史)要因」)を示した 42)。また、自分の気持ちや行動に注目するという自己注目
傾向の高い母親(低い母性感情)の場合、子どもへの統制不能感が強く育児不安に影響を及
ぼしていることを示した。育児不安軽減への方略として、肯定的な自己へ注意を向けるよ
うな社会的支援の必要性を明らかにした。
安藤らは、幼稚園児の母親 2,976 名を分析対象として、属性と抑うつや育児不安との関
係を検討した 43)。その結果、専業主婦に高い割合で抑うつが存在することが示された。
また、育ちへの不安感は、子どもが男児であること、兄弟姉妹数が少ないこと、相談
支援が多く自尊感情が低いこと、育児不安が高いことが寄与していた。保育者による子
育て支援は、少なからず抑うつのある母親を支えることになる。そのため、保育者は、子
どもへの適切な保育を行うことで保護者の養育を補完することができると言う認識を持つ
44) Vinogradov, S..&.Yalom, I.D. (1989): Concise.guide.to.group.psychotherapy..p.45,.American Psychiatric Press,,Washington,
D.C. (川室優/訳：『グループサイコセラピー』, 60頁, 金剛出版, 1991年.)
45) 東雅代：『育児不安・育児困難・虐待に悩む母親のグループによる被サポート感と関連要因の検討―愛着スタイ
ルの違いからみた被サポート感の高いグループ構成―』,,(石川県立看護大学博士論文・未公刊),.1-41頁,.2010年.
46) Hall, H.R. (2011): The relationships among adaptive behaviors of children with autism, family support,.parenting.stress,.and
coping. Comprehensive Pediatric Nursing, 34, pp.4-25. Taylor &.Francis,.Oxford.
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こと、及び心理の専門家と連携することの必要性を示唆した。
東雅代(2010)は、「グループの凝集性を高める要因は、自我の強さの同質性と問題領域
の同質性である」と言うグループサイコセラピーの概念(S./Vinogradov.&.I.D..Yalom,..1989)44)
を参考に、「グループにおける被サポート感尺度」の試作を行った 45)。本尺度を用い、子
育て支援プログラムを終了した保護者 53 名を分析対象として、保護者の内的要因を分析
した。その結果、育児不安が強く親密性回避が高い保護者は、「グループメンバーへの安
心と信頼」「人間関係への自信」「自己の内面の伝達可能性」が低いことを明らかにした。
また、子育て支援プログラムに参加する保護者は、高い育児不安を抱える保護者だけのグ
ループではなく、愛着スタイルの良好な保護者が混在した方が、グループ内の支援力が高
いことが示された。
保育者は、保護者の育児不安に関わる主要な内的要因を知るとともに、育児不安を生起
させるモデルを理解し、子育て支援に取組むことが大切であろう。また、安藤らや東(2010)
は、保育者に心理や看護等の専門家との連携の必要性を示唆していると言える。
３．育児不安と主に子ども側の諸要因
育児不安は、保護者の育児状況要因や内的要因以外にも、主に子どもの側の諸要因から
影響を受けることがある。例えば、H.R..Hall(2011)は、発達障害と診断された子ども 75
名の保護者を対象に横断的な質問紙調査を行った 46)。その結果、子どもの養育過程におい
て、家族が子どもの社会適応力の低さにストレスを感じていることが分かった。この課題
を解決するため、支援者による新たな子育て支援の必要性が明らかになった。Hall(2011)
の報告では、専門性のある支援者が、個々の家庭が利用できる最新の社会資源に関する情
報を持ち、子どもの強みに着目した適切な情報を提供する必要性を示した。また同時に、
不必要で不適切な情報の提供を避けるべきであることも示した。
尾野明未(2014)は、障害児の母親 190 名と健常児の母親 410 名を対象として、子育て支
47) 尾野明未：『親の子育てレジリエンスに関する研究―子育てレジリエンス尺度の作成及び子育て支援プログラム
の適用を通して―』,,(桜美林大学博士論文・未公刊), 1-212頁, 2014年.
48) 田中正博：「障害児を育てる母親のストレスと家族機能」,,日本特殊教育学会誌『特殊教育学研究』第 34 巻第 3
号, 23-32頁, 1996年.
49) 京都市：「保健センターにおける障害がある子どもの早期発見と早期支援資料３」,.http://www.city.kyoto.jg.jptempla-
tes/shingikai_kekka/cmsfiles/contents/0000171/171365/03-healthcenter.pdf,.2015年..(2017年 4月 23日閲覧)
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援と育児不安の関係を検討した 47)。その結果、障害児の母親は、夫や家族以外に、地域か
らの理解と支援を得られていると知覚した場合、育児ストレスが低いことが示された。ま
た、園等の公的な機関は、単に情報提供としての機関ではなく、障害児を育てる母親の心
の安定に寄与していることが明らかになった。園等の保育者は、専門性の高い支援に基づ
き、障害児の保護者がおかれている環境と育児不安の特徴を理解し、保護者の話を十分に
傾聴ができる環境と体制を整え、保護者の心の気晴らしに働きかけること等が、保護者の
育児不安軽減を促すことに機能する。
障害児の保護者は、健常児の保護者よりも育児不安を感じることが多い(田中正博,，
1996)48)。これらの結果から、障害児の保護者には、育児不安軽減に繋がる子育て支援の
充実と他機関との連携が必要であると言える。そのため、保護者にとって最も身近な専門
職である保育者が、子どもの障害に応じた保育の専門的知識と技術を持ち、可能な限り保
護者の育児不安を軽減できるような子育て支援が必要であろう。他方、近年の取組として、
保健センターにおける障害がある子どもの早期発見と早期支援(京都市,..2015)49)、乳幼児
家庭全戸訪問(こんにちは赤ちゃん事業)、乳幼児健康診断、親子発達教室のプログラム等
が多様に展開されている。関連機関との連携による子育て支援は、育児不安を抱える保護
者にとって有効であろう。その際、保育者には、コーディネートの役割が期待されている
と言える。
Ⅳ．「子育て支援」に関する先行研究
ここまで、育児不安に関わる主要な論文を整理しながら、先行研究を概観してきた。次
に、保護者の育児不安の軽減を目指した子育て支援の研究について俯瞰する。先行研究に
おいて指摘された子育て支援に関わる研究は、理論的研究、実証的研究、及び保護者への
子育て支援プログラムに関する研究の３つに区分することができる。以下では、先行研究
における重要な知見を引用しながら、我が国の主要な子育て支援の先行研究を整理・考察
50) 崔・前掲論文(25), 1-190頁.
51) 的場啓一：『少子化と子育て支援施策の経済分析』,,(関西学院大学博士論文・未公刊), 1-171頁, 2013年.
52) 松木洋人：『子育て支援を支える理論の社会学的記述―「ケアの社会化」期における家族と福祉の交錯の探索的
研究―』,,(慶応義塾大学博士論文・未公刊), 1-171頁, 2013年.
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する。
１．子育て支援に関する理論的研究
子育て支援に関する研究は、概念の理論的研究から始まっている。理論的研究として崔
(2000)は、1990 年代に入って用いられた「子育て支援」の概念を検討した 50)。具体的に
は、「児童家庭支援」「子ども家庭支援」「子育て家庭支援」「家族支援」「こども家庭福祉
サービス」を広義の子育て支援とし、「すべての子どもと家庭」を子育て支援の対象にし
ていると論じた。また、保育者が今後、「親の自己実現」及び「子どもの権利」を保障す
ることを含む広範囲に及ぶ仕事量によって、精神的な疲れを抱えることを予測した。さら
に、福祉の視点から、子育て支援ネットワークにおける保育所の実態調査を通じてその現
状を明らかにし、保育所の役割について考察した。これを発端として、実践の学問と考え
られていた子育て支援が、社会福祉学のみならず、保育学・教育学・発達心理学・社会学・
経済学等の理論から論じられるようになっていった。
的場啓一(2013)は、経済学の視点から、同じ少子化が課題となっているドイツでは、手
厚い現金給付を中心とした子育て支援から、仕事と子育ての両立をし易くするための家族
政策へと転換されてきていることを明らかにした 51)。また、子育て支援政策の背景にある
我が国の課題として、急速な少子化、結婚・出産・子育ての希望が叶えられない、子育て
支援の量と質の不足、待機児童問題の深刻化、子育て支援の制度と財源の縦割り、地域の
実情の反映が困難等を挙げた。少子化対策の在り方として、保護者の育児不安を軽減して
子育てができる保育環境の整備、及び地域の歴史的背景と特性を踏まえた施策について考
察した。
松木洋人(2013)は、社会学の理論と方法論を基盤にして、綿密な現地調査を行うことを
通じて、依存的な他者へのケアや、支援者と受け手の在り方について理論的に論じた 52)。
例えば、1999(平成 11)年の「文京区幼女殺人事件」が引き金となり、母親による育児の
限界と、母親の自発的育児ネットワークに頼ることの限界から、我が国における社会的な
子育て支援政策が不十分である点を指摘した。また、近代化に伴い、家族がかつて担って
いた子育て機能のうち、子どもの基礎的社会化と保護者の情緒の安定に配慮した支援を、
53) 松永愛子：「地域子育て支援センターの役割について―状況の多重性の中での「居場所」創出の場として―」,.日
本保育学会誌『保育学研究』第 43巻第 2号, 166-178頁, 2005年.
54) 八重樫牧子：『地域における児童館の子育ち・子育て支援の評価に関する研究―児童館対策の動向と児童館の子
育ち・子育て支援に関する調査を踏まえて―』,.(関西学院大学博士論文・未公刊), 1-290頁, 2010年.
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外部の保育等の専門家に託すようになったと論じた。
これらの先行研究によって、子育て支援に関する研究は、理論的研究としても認知され
始めた。これまでの子育て支援は、保育・幼児教育の中で行われていた実践であった。し
かし、他領域の研究を通して、子育て支援の実践の中から理論が生まれ、検証されていっ
た。つまり、子育て支援は、理論的研究として進歩していったと言うことである。今後一
層、子育て支援は進み、子育て支援に関わる保育者の専門性が明らかになるであろう。体
系化された保育者の専門性を導き出すため、以下では、支援センター事業等からみられる
保育者の専門性を考察する。
２．子育て支援に関する実証的研究
子育て支援に関する実証的研究は、保護者の育児不安の解消を目的とした支援センター
事業等に後押しされ、拡充していった。実証的研究として、松永愛子(2005)は、支援セン
ターの役割を、保護者が主体的に子育てすることを援助することと位置付けた 53)。また、
支援センターの支援者(アドバイザー)の言動を事例として検討した。その結果、支援セン
ターの支援者には、親子を評価しないで受け入れ、保護者の情報交換と交流を促すことが
できる居場所作りの技術が必要であることを示した。さらに、居場所作りの視点から、支
援センターの役割は、人間関係を調整し、地域を施設内に作るという結論に達した。
八重樫牧子(2010)は、児童館の施策の動向を検討し、児童館の子育ち・子育て支援の評
価を、量的分析によって検討した 54)。その結果、児童館における活動は、子どもの社会性
の発達や、保護者の育児不安の軽減に有効であることが明らかになった。また、今後の課
題として、地域の実情に合致した児童館の子育ち・子育て支援の実践プログラムの開発を
提示した。ここでは、児童館職員をジェネラル・ソーシャルワーカー(広範な領域を構造
的に理解して多様な役割を担う人)として捉えている。
以上、松永(2005)や八重樫(2010)の研究を踏まえると、保育者には、積極的に支援セン
ターや児童館と連携を持つことが求められていると言える。
中谷奈津子(2014)は、拠点事業(支援センター事業及びつどいの広場)を利用することに
よる母親の変化と支援者の属性を明らかにするため、母親 244 名を分析対象として調査し
55) 中谷奈津子：「地域子育て支援拠点事業利用による母親の変化―支援者の母親規範意識と母親のエンパワメント
に着目して―」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 52巻第 3号, 319-331頁, 2014年.
56) 橋本・前掲書(15), 119-139頁.
57) 倉石哲也：『学童期子育て支援講座の開発と効果に関する研究』,.(神戸大学博士論文・未公刊),.1-184 頁,.2011 年.
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た55)。その結果、無職の母親は、拠点事業を利用することによって、仲間と出会い、交流
を深め、社会性を高めていることが明らかになった。拠点事業は、育児不安の軽減に寄与
していることが示された。また支援者が、孤立しがちな子育ての現状や苦悩を理解しなけ
れば、母親に力を与えること(empowerment)に繋がらない可能性が示唆された。一方、支
援者の年齢や経験年数、保育士資格の有無等は、母親の変化に影響しないことを明らかに
した。地域子育て支援に求められる専門性は、年齢や経験年数、保育士資格の有無だけで
は限界があることを示した。この限界を検証することによって、園の保育者の専門性がみ
えてくる可能性があろう。
橋本は、拠点事業の展開過程を法整備に照らし合わせながら、拠点事業に求められる機
能と役割を明らかにした 56)。具体的には、地域を基盤とした社会福祉援助技術(Community
based.social.work)理論を援用し、子育て支援の支援者(保育士・社会福祉士等)５名を対象
として、支援者の働きを質的に調査した。その結果、拠点事業の６つの専門的機能「ニー
ズや状況の明確化」「本人の力の醸成」「本人のサポート体制の形成」「当事者による活動
の創出と地域参画の支持」「地域住民による支援活動の創出」「ネットワークの形成と活
用」を提示した。このことから、拠点事業において、社会福祉援助技術の必要性を確認し
た。
これらの先行研究は、保育学や社会福祉学の理論と方法を基軸にし、保育現場での緻密
な調査と考察が行われている。地域子育て支援の担い手である支援者には、保護者理解に
基づいた子育て支援が必要であることを確認した。次に、前述の八重樫(2010)で課題とし
て提示された、子育て支援プログラムについて考察する。
３. 保護者への子育て支援プログラムに関する研究
保護者への子育て支援プログラムに関する研究は、すでに研究開発と実用化の段階から
評価の時期に移行している。例えば、倉石哲也(2011)は、母と子の触れ合い講座、Nobody's
perfect.program、Mother.&.Child.group、My.Tree ペアレンツ・プログラム等の保護者への子
育て支援プログラムを概観した 57)。これらの子育て講座は、０～３歳を対象にしている場
合が多く、４歳～学童期を対象とするような講座が不足していることを明らかにし、この
58) 阿部美穂子：「発達に気がかりがある子どもの社会的スキル獲得を目指した子育て支援実践―親子ムーブメント
活動を活用したプログラムの検討―」,.日本保育学会誌『保育学研究』第 52巻第 3号,.365-378頁,.2014年.
59) Patela, S., Corterb, C., Pelletier, J. &.Bertrandc, J. (2016):.'Dose-response' relations between participation in integrated.early
,,,,childhood,services.and.children's.early.development.,Early,Childhood,Research,Quarterly,,35,,pp.49-62,.Elsevier,.Amsterdam.
60) Bronfenbrenner,.U. (1979):,The ecology of human development: Experiments by nature and design, pp.209-291, Harvard
University Press,.Cambridge MA.
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時期の子育て支援プログラムの必要性を示した。子育ての問題を予防的・教育的に対応で
きる機会を提供することを目的に、４歳～学童期を対象とした新たな学齢期の子育て支援
プログラム PECCK(Parents'.empathic.communication.with.children.in.Kobe)を開発した。その
上で、持続的効果を検証するため、子育て支援プログラムに参加した保護者 13 名を縦断
的に分析した。その結果、保護者 11名に PECCKの持続的効果がみられた。
阿部美穂子(2014)は、子どもの社会的スキル獲得を目的に、親子参加型 SSM(Social.skills
movement.activities)子育て支援プログラムを考案した 58)。具体的には、発達が気になる子
どもとその保護者 11 組を対象として、親子運動遊びやポートフォリオによる子育て支援
プログラムを実施した。その結果、９名の保護者が、子どもの対人行動が望ましい方向に
変化したと回答した。また、親子関係は、「子どもに取組ませる」という対面関係から、
「一緒に取組む」という協働関係に変容していた。さらに、子育て支援プログラム前後で、
保護者の子育てに対する自信度は、研修前より研修後の方が統計的に有意に上昇した。
以上のように、我が国において保護者への子育て支援プログラムの開発やその効果検証
に関する研究は、倉石の PECCK や阿部の SSM 等、少ないながらも実証的研究として存
在する。しかしながら、量的な実証的研究はほとんど見当たらない。
そこで、保護者への教育プログラムに関する論文数が多い国外の研究を概観してみよう。
S..Patela,.et.al.(2016)は、カナダ・トロントの TFD(Toronto.first.duty)プログラムの目的達成
度と保護者 272名の参加度に焦点を当てた 59)。TFDプログラムは、四方に散っていた幼児
教育期の地域資源の窓口を、拠点学校に配置した。その上で、U...Bronfenbrenner(1979)の
生態システム理論 60)に基づき、子どもを取り巻く環境をミクロシステム(身近な行動場面
における活動、役割、対人関係のパターン)からメゾシステム(家庭と幼稚園、家庭と保育
所等との相互関係)、さらにエクソシステム(両親の職場、兄姉の学校、両親の友人関係等
の間接的環境)という統合拡大概念の中で処理した。その結果、TFD プログラムへの参加
は、子どもの心身の健康と幸福感に利益をもたらし、子どもに無関心な保護者は、子ども
の健全な発達と幸福感にとって危険因子になるとした。
61) 牧野・前掲論文(19), 67-77頁.
62) 牧野・前掲論文(19), 67-77頁.
63) 福丸・前掲論文(40), 1-204頁.
64) 中谷・前掲論文(41), 50-62頁.
65) 住田正樹・溝田めぐみ：「母親の育児不安と育児サークル」,『九州大学大学院教育学研究紀要』第 3号, 23-43頁,
2000年.
66) 中谷・前掲論文(41), 50-62頁.
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TFD プログラムからの知見は、総合的支援を提供する包括支援センターの整備を目指
す我が国に大きな示唆を与えている。なぜならこの知見は、子どもと保護者が１つの統合
された窓口を通して、早くから専門性の高い保育者による包括的・継続的な子育て支援を
受けることによって、全ての子どもの発達に有効に働くことを証明しているからである。
本来、子どもの発達を促すはずの保護者が、子どもの発達の危険因子になってはならない。
そのため、保護者への保育に関する指導を行う保育者の果たす役割は大きい。保育者には、
子育て支援に関しての専門性と力量形成が課せられている。
ここまでの考察を踏まえ、「育児不安」及び「子育て支援」に関わる研究の到達点と課
題について考えてみよう。
Ⅴ．子育て支援研究に関する現代的課題の提起
１. 保護者が示す保育者への役割期待に関する実証
家族を取り巻く社会環境の変化により、育児不安を訴える保護者が増えている。現代の
保護者の育児不安の課題は、子育て支援に関わる保育者の新しい専門性を解明することに
繋がる。育児不安を抱える保護者は、子育て支援に関わる保育者に何を期待しているので
あろうか。例えば、保護者の育児不安は、育児状態、園への満足度、子育て支援に関わる
保育者への役割期待等と関係するのであろうか。
既述のように、育児不安に関する研究成果から、育児不安を軽減するためには、母親が
有職であること(e.g.,.牧野, 2001)61)、夫の育児協力があること(e.g.,.牧野 62)；福丸, 2001.63))、
親子の居場所があること(e.g.,.中谷,..2006)64)が明示されている。保育者から心安らぐ居場
所の提供を受けることができるならば、ゆとりのない保護者が、保護者自身の時間を持つ
ことができる。保護者に居場所という集まる場所があれば、居場所での自由な時間を楽し
く過ごすことができ、１つの子育て支援になると推察される。このような居場所(又は育児
サークル)の成果は、住田正樹・溝田めぐみ(2000)の研究 65)、及び中谷の研究 66)で確認され
67) 文部科学省：『幼稚園教育要領〈平成 29年告示〉』, 1-22頁, フレーベル館, 2017年.
68) 厚生労働省：『保育所保育指針〈平成 29年告示〉』, 1-39頁, フレーベル館, 2017年.
69) 内閣府・文部科学省・厚生労働省：『幼保連携型認定こども園教育・保育要領〈平成 29年告示〉』, 1-40頁, フ
レーベル館, 2017年.
70) 文部科学省・前掲書(67), 1-22頁.
71) 厚生労働省：「家庭再統合プログラムの考え方と実際」,『子どもの虐待の手引き』, http://www.mhlw.go.jp/seisakunit-
suite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/dv/dl/120502_11.pdf, 2013年..(2016年 3月 23日閲覧)
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ている。園庭開放や親子登園等、日常的な居場所作りが、育児不安の軽減に繋がり得る。
しかしながら、育児不安が虐待問題との関連で指摘されるようになり、保護者の中には、
重篤な育児不安を抱え、子どもに対する悩みを打ち明けに来園する場合もある。そういっ
た相談を受ける場合、保育者には、居場所の提供のみならず、他機関との連携、子どもの
発達支援を基礎にした保護者への個別支援、保護者からの相談に応じることのできる家庭
への援助・相談、子育てについて地域社会に発信し、子育て文化を継承する役割が期待さ
れるであろう。そのため保育者は、保護者が有する保育者への役割期待を十分に理解した
上で、子育て支援していくことが重要であると推察される。したがって、今後望まれる子
育て支援研究の１つは、保護者が抱く保育者への役割期待を明らかにするような実証的研
究と言える。
２. 子育て支援に関わる保育者の専門性の可視化
子育て支援に関わる保育者は、専門的知識と技術を持って、保護者の支援に当たること
が課せられている。周知の通り、 2017(平成 29)年３月 31 日に、改訂『幼稚園教育要領』、
改定『保育所保育指針』、及び改訂『幼保連携型認定こども園教育・保育要領』が告示さ
れ、2018(平成 30)年４月１日より適用され、園が果たす教育・保育機関としての役割や、
保護者や家庭、及び地域と連携した子育て支援の役割等が改めて示された 67).68).69)。また、
文部科学省(2017)には、保育者による子育て支援の際、「心理や保健の専門家、地域の子
育て経験者等と連携・協働しながら取組むよう配慮するものとする」 70)と記されている。
この点については、厚生労働省(2013)による「家族再統合プログラムの考え方と実際」に、
我が国が構築してきた育児不安等に関わる地域連携システムをみることができる 71)。これ
は、地域連携における保育者の専門性を考える重要な資料と考えられる。
保育者による子育て支援を検討するに際しては、保護者や家庭の特徴を配慮しなければ
ならない。アメリカ国立子ども人間発達研究所は、全米各地の子ども約 1,300 人を対象に、
72) 日本子ども学会/編：『保育の質と子どもの発達：アメリカ国立子ども人間発達研究所の長期追跡研究から』,.1-38
頁, 赤ちゃんとママ社, 2009年.
73) 安梅勅江・呉栽喜：「夜間保育の子どもへの影響に関する研究」,.日本保健福祉学会誌『日本保健福祉学会誌』第
7巻第 1号, 7-18頁, 2000年.
74) 田中未来：「保育者」, (岡田正章・平井信義/編『保育学大辞典』第 3巻), 243-260頁, 第一法規出版, 1983年.
75) 全国保育士養成協議会：「保育士の専門性にかかわる現状と課題」,.全国保育士養成協議会誌『保育士養成資料
集』第 44号, 109-112頁, 2006年.
76) 本研究での可視化とは,.保育者の目には直接みえ難い子育て支援に共通する保育者の専門性を整理し,.知識・技術の
項目毎に細分化して, 情報の共通理解をみえるようにすることである.
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保育と子どもの発達に関しての追跡調査を行った 72)。その結果、保護者の教育レベルの高
さや家庭の経済状況の良さ、保護者(母親)の抑うつ度の低さや楽天的で肯定的な受け止め
方は、より良い子どもの発達を予測する要因であることを示している。具体的には、規則
正しい生活習慣が組み立てられ、本や教育的玩具が整い、図書館や文化的な催し物に参加
できる家庭の子どもは、社会性においても知的な面においても良い発達を示していること
が明らかになった。また、安梅勅江・呉栽喜(2000)は、子どもの発達状態には、保育の形
態や時間帯ではなく、家庭における育児環境や保護者の育児への自信や支援の有無等の要
因が強く関連していることを明らかにした 73)。子どもの育ちに適合した家庭的な環境をさ
らに整備する必要がある。このため、園の保育者には、子育てに関する保護者の相談相手
となり、保護者の育児への自信の回復を促すことが期待されている。これらの報告から、
保護者や家庭の特徴は、子どもの発達にとって強い影響力を持っていることが理解できた。
保護者の育児不安が高い場合、子育て支援に関する保育者に求められる専門性は、保護者
からの相談に応答できることであると考察できる。
田中未来(1983)は、従来から保護者が保育者に望むものが、保育者の専門性であると論
じている 74)。中でも、子育て支援において、保育者は、保護者の要求や願望を十分に汲み取
って、保育の中に生かすこととしている。ただし、単に保護者の多様な要求や願望に応答
することが保育者の専門性となると、他の専門職において求められる専門性と多くが重な
り、他職種との境界が不明瞭となる(全国保育士養成協議会,..2006)75)。保育者は、研修や自
己研鑽等を通して、子育て支援の質を常に向上させる必要性がある。その際、何を保育者
の専門性とするのか、今必要とされている保護者への支援力とは何かを明らかにすることが
大切である。保育者が見通しを持ち、共通理解をするためには、可視化 76)に取組むことが
重要であると考えられる。
したがって、保育者の専門性の可視化という視点を付加して、新制度に対応した、先行
研究で示された、これからの子育て支援に関する専門性の要素「相談・援助(e.g.,.安梅・
77) 安梅ら・前掲論文(73), 7-18頁.
78) 安藤ら・前掲論文(22), 235-244頁.
79) 日本子ども学会・前掲書(72), 1-38頁.
80) 東ら・前掲論文(32), 1-10頁.
81) 安藤ら・前掲論文(22), 235-244頁.
82) 東・前掲論文(45), 1-41頁.
83) 諏訪・前掲論文(33), 314-318頁.
84) 太田光洋：「専門家としての保育者集団の発達を支えるもの―地域子育て支援活動の取り組みにみる保育者の相
互支援―」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 46巻第 2号, 179-188頁, 2008年.
85) Bandura, A. (1977): Self-efﬁcacy: Toward a unifying theory of behavioral change. Psychological Review, 84(2), pp.191-
215, American Psychological Association, Washington, D.C.
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呉,..2000.77).；安藤ら,..200878).；日本子ども学会, 200979))」「保護者理解(e.g.,.東ら,..2009)80)」
「関係機関との連携(e.g.,.安藤ら 81),；東,..201082))」の内容を明らかにするような研究が求
められていると言える。
３. 子育て支援に関わる保育者支援プログラムの開発
子育て支援を担う保育者が、ストレスを感じている現状がある(諏訪,..2014)83)。また、
太田光洋(2008)は、保育者がともに子育て支援を運営する同僚に対して、必要以上に配慮
しなければならないと指摘している 84)。さらに保育者は、就職前の保育職への期待と保育
者として現実との懸隔を感じ、精神的に衝撃を受けることもあると推察される。これらの
知見が示す新たな課題として、子育て支援に関わる保育者支援がある。
保育者支援プログラムの開発においても参考になると考えられる看護の領域では、プリ
セプタ―体制(Preceptorship：１対１の先輩看護師による新人看護師の教育・指導制度)や、
リフレクション(Reflection：振り返り深く考え直すこと)を取り入れた看護師支援プログラ
ムが開発されている。特にリフレクションでは、語りによる事例の紹介から、仕事の価値
や意味を見出すことができる。リフレクションによって、実感ある仕事の成功経験が可視
化でき、看護師が他の看護師を十分に見習う機会になっている。看護領域での取組を参考
にすることは、保育者が効果的に効力感を高め、これからの子育て支援実践力を向上させ
る可能性が高い。なぜなら成功経験を持つこと、他者の行動を観察すること等は、効力感
の変動に関わるからである(A..Bandura,..1977)85)。
一方、保護者から信頼されなければ、適宜適切な子育て支援を提供することは難しい。
そこで、これからの子育て支援実践力を促進するための保育者支援プログラムの内容には、
保護者からの信頼感を得るための留意を挙げる必要がある。例えば、F.P..Biestek(1957)は、
86) Biestek, F.P. (1957): The casework relationship. p.85, Loyola University Press, Chicago.
87) Wills, T.A. (1992): The helping process in the context of personal relationships..Spacapan,.S. &.Oskamp,.S..(Eds.),.Help-
ing and being helped. pp.17-48, Sage Publications, California.
88) 牧野・前掲論文(18),.34-56頁.
89) 文部科学省：『幼稚園教育要領〈平成 20年告示〉』, 13-16頁, フレーベル館, 2008年.
90) 厚生労働省：『保育所保育指針〈平成 20年告示〉』, 31-33頁, フレーベル館, 2008年.
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信頼関係を築くための７原則(個別化、意図的な感情表出、統制された情緒的関与、受容、
非審判的態度、自己決定、秘密保持)を挙げている 86)。また、T.A..Wills(1992)は、苦境に
立つ者は、親密な者との間で、自己開示を盛んに行う傾向があると指摘している 87)。この
ことから、保護者との信頼関係の構築を基盤として、育児不安に関わる自己開示を受け止
める保育者の力量形成が重要と考えられる。このような知見等を参考にしながら、現代の
我が国に適合した子育て支援を明らかにする必要があろう。
保育者が子育て支援の専門性や保育者効力感を持ち、取組んでいけるような、支援プロ
グラムの開発、研修制度の標準化、及びその浸透に関わる実践的・実証的研究が望まれて
いると言える。
以上、本節では、研究の背景について述べ、「育児不安」及び「子育て支援」に関する
先行研究の整理に基づいた上で、問題の所在と子育て支援に関する今日的な課題を明確化
した。また、先行研究を踏まえた上で、保育者の専門性について整理し考察を加えた。特
に、保育者による子育て支援に関する研究の検討を試みた。結果として、時間的経過にし
たがって、育児不安研究に関わる２期(認知期、展開期)、及び子育て支援研究に関わる４
期(萌芽期、模索期、展開期、評価期)を同定し、主要な論文を布置しながら、学術的研究
及び実践的研究の動向を明らかにした。具体的には、育児不安研究の展開は、牧野(1982)
による育児不安の研究 88)が大きな契機となり、認知期(1982 年～ 2001 年)を経て、育児不
安を抱える保護者を支援する研究が多数現れた展開期(2002年～現在)に至ったと言える。
また、子育て支援研究は、2001(平成 13)年の児童福祉法一部改正を１つの契機とし、萌
芽期(2000 年～ 2001 年)、模索期(2002 年～ 2007 年)、展開期(2008 年～ 2012 年)を経て、
評価期(2013年～現在)に至ったと言える。特に、展開期が開始する 2008(平成 20)年には、
『幼稚園教育要領』(文部科学省,..2008)の改訂、及び『保育所保育指針』(厚生労働省, 2008)
の改定があり、保育者の「保護者に対する支援」が明記された 89).90)。その影響も受け、
保育者が行う子育て支援の研究は推進されてきた。さらに、2015(平成 27)年に施行され
た新制度により、保育者が保護者や地域のニーズに応答した支援の担い手として位置付け
91) 内閣府・前掲 HP(36).
92) 大森弘子・髙橋敏之・西山修：「育児不安を抱く保護者を支える保育者の専門性と課題―育児不安と子育て支援
に関わる先行研究の概観から―」,.兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科『教育実践学論集』第 19 号,.97-109
頁, 2018年.
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られた 91)。現在、子育て支援研究の拡大が進み、保育者の支援は、次への活動段階に必
要な評価の時期に来ていると言える。
橋本は、子ども家庭福祉政策における子育て支援の展開を「黎明期」「政策的合意期」
「社会的合意期」に大別し、我が国の子育て支援が社会に浸透していく過程とその時代的
な区分を示した。これに対して本研究では、「育児不安」及び「子育て支援」に関わる学
術的研究と実践的研究の展開を時系列に沿って整理・考察し、研究群の特徴等から区分を
明示することを試みた。育児不安研究は、比較的早くから研究対象として認知され、心理
学など既存の学術研究の方法論と結び付きながら、展開期を迎えたと捉えることができる。
他方、子育て支援研究は、社会的な問題意識の高まりを踏まえて、学術研究の俎上に載
せるべく先ず模索がなされた。その後、研究の展開期を経て、現在は、振り返りと省察、
評価の時期にあると言える。また、本研究では、「保護者が示す保育者への役割期待に関
する実証」「子育て支援に関わる保育者の専門性の可視化」「子育て支援に関わる保育者
支援プログラムの開発」と言った、これからの課題を提起することができたと言える。
「育児不安」及び「子育て支援」の研究領域では、常に「育メン」や「働き方改革」等
の社会的動向を捉え、次々と推進される施策にも目を配りながら、喫緊の問題解決に資す
る研究成果が求められる(大森弘子・髙橋敏之・西山修,..2018)92)。子育てを巡る新しい課
題や地域固有の問題も生じている。主要な研究課題も少しずつ変化する。その点で、ここ
まで、時系列に沿って先行研究を整理し、研究の流動を踏まえた上で、保育者の専門性を
定義付けたことは、本節の成果の１つと考えられる。
1) 牧野カツコ：「乳児を持つ母親の生活と〈育児不安〉」, 小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 3 号, 34-56 頁, 1982
年.
2) 住田正樹：「母親の育児不安と夫婦関係」, 日本子ども社会学会誌『子ども社会研究』第 5 号, 3-20 頁, 1999 年.
3) 住田正樹・溝田めぐみ：「母親の育児不安と育児サークル」,『九州大学大学院教育学研究紀要』第 3 号, 23-43 頁,
2000 年.
4) Yoshida, H., Yamanaka, T., Khono, G., Ota, Y., Nakamura, T., Yamaguchi, K. &.Ushijima, H.(1999): Differences in anxi-
ety variables of mothers rearing firstborn infants: A pilot study of the maternal anxiety screening scale..pp.193-202, Elesevier
Science, Amsterdam.
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第２節 用語の統一と倫理的配慮
第２節では、本研究の論述に際し用語の統一を行う。具体的には、「育児不安」「子育
て支援」「保育者の専門性」「役割期待」「保育者効力感」「家族」について整理し定義付
ける。また、本研究の倫理的配慮について述べる。
Ⅰ．用語の統一
１．「育児不安」の定義
牧野カツコ(1982)は、育児不安を「子どもの現状や将来、あるいは育児のやり方や結果
に対する漠然とした恐れを含む情緒の状態」「無気力や疲労感、あるいは育児意欲の低下
などの生理現象を伴ってある期間持続している情緒の状態あるいは態度」 1)と定義付けた。
育児不安研究は、最初に家族社会学の観点から取り扱われ、その後、多くの研究者が、様
々な領域において、育児不安を研究するようになっていった。例えば、住田正樹(1999)は、
育児不安を「育児という課題遂行の失敗に対する漠然とした恐れの感情」 2)と定義付けた。
その後の研究で、住田正樹・溝田めぐみ(2000)は、育児不安を「育児についての一般的な
不快感」「子どもの成長・発達についての不安」「母親自身の育児の能力に対する不安」「育
児負担感・育児束縛から生じる不安」の４つのタイプに区分し、育児サークル参加が母親
の育児不安の軽減に寄与することを明らかにした 3)。
H..Yoshida,.et.al.(1999)は、育児不安を「育児に伴う自信のなさや不安、子どもと関わる
ことの疲労感、子育てからの逃避願望、育児による社会からの孤立感等」 4)と捉えた。ま
た、手島聖子・原口雅浩(2003)は、育児不安を R.S..Lazarus.&.S..Folkman(1984)の心理的ス
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5) Lazarus, R.S. &.Folkman, S. (1984): Stress: Appraisal and oping. pp.141-143, Springer Publishing Company, New York.
6) 手島聖子・原口雅浩：「乳幼児健康診査を通した育児支援：育児ストレス尺度の開発」,『福岡県立大学看護学部
紀要』第 1 号, 15-27 頁, 2003 年.
7) 大豆生田啓友：「育児不安」,.(森上史朗・柏女霊峰/編：『保育用語辞典第 8 版』),.356 頁,.ミネルヴァ書房,.2015 年.
8) 厚生労働省：『平成 15 年版厚生労働白書』, 31 頁, ぎょうせい, 2003 年.
9) 橋本真紀：『地域を基盤とした子育て支援の専門的機能』, 20-25 頁, ミネルヴァ書房, 2015 年.
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トレス過程モデル 5)にしたがい、「養育者を煩わせる育児中の子どもの行動や態度を育児
ストレッサー、その育児ストレッサーによって引き起こされる養育者の心の状態(ストレ
ス反応)」 6)と定義付けた。さらに、大豆生田啓友(2015)は、育児不安を「養育者が子ども
の現状と将来に漠然とした恐れを抱いたり、自分の子育て行為に自信が持てず不安感情を
抱くこと」 7)と定義付けた。
以上のように、研究者によって、育児不安の定義が微妙に混交し、育児不安の研究に課
題を残している。本研究では、育児不安研究の源流と言える牧野(1982)の育児不安の定義
を基本的に支持し、子育てへの見通しや自信を含む効力感の側面を加え、育児不安を「子
どもの現状や将来、育児のやり方や結果に対する自信のなさ、子どもと関わることの疲労
感、子育てからの逃避願望による育児意欲の低下、社会からの孤立感等を伴う心的状態」
と定義付ける。
２．「子育て支援」の定義
厚生労働省(2003)の報告によると、育児不安の現れ方は、保護者の育児への自信のな
さ、心配、困惑、不適格感、子どもへの否定的な認知・感情から、攻撃性、衝動性を伴う
行動まで様々なものがあると指摘されている 8)。子育て支援は、保護者の育児不安の軽減
や虐待の予防を可能にする支援であり、保育者は、重要な役割を果たしていると考えられ
る。しかし、子育て支援の対象が、先行研究によって統一されていない。例えば、橋本真
紀(2015)は、「子育て支援」の対象が「親子」「保護者のみ」「すべての人」の３つに分類
されると示した 9)。研究者が示す「子育て支援」の対象が多様であれば、研究者が示す定
義も必然的に多様となってくる。
その一方で、2012(平成 24)年に制定された「子ども・子育て支援法」第７条において、
子ども・子育て支援は、「全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保
されるよう、国若しくは地方公共団体又は地域における子育ての支援を行う者が実施する
第１章第２節
10) 内閣府：「子ども・子育て支援新制度に関する法令・通知等」子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号),
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/law/kodomo3houan/pdf/shien-h.pdf, 2012 年..(2016 年 3 月 23 日閲覧)
11) 内閣府・文部科学省・厚生労働省：『幼保連携型認定こども園教育・保育要領〈平成 26 年公示〉』,.13 頁,.フレー
ベル館, 2014 年.
12) 田中未来：「保育者」, (岡田正章・平井信義/編：『保育学大辞典』第 3 巻), 243-260 頁, 第一法規出版, 1983 年.
13) 厚生労働省：『保育所保育指針解説書』, 19-20 頁, フレーベル館, 2008 年.
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子ども及び子どもの保護者に対する支援｣ 10)と定義された。また、2014(平成 26)年に告示
された『幼保連携型認定こども園教育・保育要領』総則では、子育て支援に当たり、園と
して特に配慮すべき事項として、「保護者に育児不安等が見られる場合には、保護者の希
望に応じて個別の支援を行うよう努めること｣ 11)と示された。本研究で取り上げる保育者
が行う子育て支援は、内閣府(2012)による定義を踏まえ、「子どもの健やかな成長のため
に、保育の専門性を持った保育者が、保護者に対して行う支援」とする。
３．「保育者の専門性」の定義
本研究では、第４章第１節において、保育者の専門性を詳細に論じる。田中未来(1983)
は、専門性を持つ保育者の仕事を「公共性が高い」「人間に関わる」「高度な専門的知識
及び技術を必要とする」「独自の理論的知識体系を持つ」「免許又は資格を要する」「主体
性を持つ」「倫理綱領を持つ」「社会的評価が高い」の８項目にまとめた 12)。また、『保育
所保育指針解説書』(厚生労働省,..2008)において、保育士の専門性とは、子どもへの「成
長・発達の援助技術」「生活援助の知識・技術」「環境構成の技術」「遊びを展開する知識・
技術」「関係構築の知識・技術」、及び保護者等への「相談・援助の知識・技術」の６項
目にまとめられている 13)。しかしながら、何を子育て支援に関わる保育者の専門性とする
のか、それらの中身は何かを可視化するような実践的研究は、ほとんど見当たらない。そ
のため、子育て支援に関わる保育者の専門的知識・技術を向上させるための概念定義が求
められていると言える。
本章第１節の先行研究において、子育て支援に関わる保育者の専門性を可視化する手が
かりとなる重要な語として、「相談・援助」「保護者理解」「関係機関との連携」が挙げら
れた。そこで、本研究では、子育て支援に関わる保育者の専門性を「子育てに関わる保護
者理解を踏まえ、保護者の相談に応答することのできる援助力と、必要に応じて関係機関
と連携する力」と暫定的に定義し、その具体的な中身を第４章第１節において検討する。
14) 後藤将之：「役割期待」,.(中島義明・安藤清志・子安増生・坂野雄二・繁桝算男・立花政夫・箱田裕司/編：『心理
学事典』), 851 頁, 有斐閣, 1999 年.
15) 田中・前掲書(12), 251 頁.
16) Bandura, A. (1977): Self-efficacy: Toward a unifying theory of behavior change. Psychological Review, 84(2), pp.191-215,
American Psychological Association, Washington, D.C.
17) Ashton, P.T. (1985): Motivation and the teacher's sense of efficacy. Ames, C. &.Ames, R..(Eds.), Research on motivation
in education, 2, pp.141-174. Academic Press, Orlands.
18) 松田惺：「自己効力感」,.(中島義明・安藤清志・子安増生・坂野雄二・繁桝算男・立花政夫・箱田裕司/編：『心理
学事典』), 330 頁, 有斐閣, 1999 年.
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４．「役割期待」の定義
役割期待は、後藤将之(1999)により、「ある地位や状態にいる個人に対して、周囲の他
者からしかるべき役割の実行が要求される時、この期待のこと」14)と定義された。本研究
では、後藤(1999)の定義を支持し、保護者が示す保育者への役割期待に換言して、役割期
待を「保育者に対して、保護者からしかるべき役割の実行が要求される時、この期待のこ
と」と定義付ける。
本研究で取り上げる主要な保育者の役割は、保護者の育児不安を軽減することである。
そのために、保護者がどのような子育て支援を求めているのかをはっきり確かめることは
重要である。例えば、田中(1983)は、保育者への役割期待に関して、保護者の要求や願望
に十分耳を傾ける必要があると従来から指摘している15)。子育て家庭を取り巻く環境が変
化する中で、現代の保護者の願いを保育者への役割期待として、保育の場に如何に汲み上
げるかを議論することも必要である。そこで、第２章第１節では、保護者が示す保育者へ
の役割期待の内容を明示することを試みる。
５．「保育者効力感」の定義
自己効力感の起源において、A..Bandura(1977)は、「成功経験を持つこと、他者の行動を
観察することなどが、この変動に関わる」と考察している16)。また、この自己効力感の理
論に影響を受けた教師効力感研究では、「教育場面において子どもに対する援助能力を高
める重要な要因(P.T..Ashton,..1985)」17)と定義されている。さらに、Bandura(1977)に基づい
た自己効力感は、松田惺(1999)により、「自分が行為の主体であると確信していること、
自分の行為について自分がきちんと統制しているという信念、自分が外部からの要請にき
ちんと対応しているという確信」18)と定義されている。
一方、保育・幼児教育の領域に目を向けると、教師効力感研究に影響を受けた保育者効
19) 三木知子・桜井茂男：「保育専攻短大生の保育者効力感に及ぼす教育実習の影響」,.日本教育心理学会誌『教育心
理学研究』第 46巻第 2号, 203-211 頁, 1998 年.
20) 白木孝二：「BFTC・ミルウォーキー・アプローチ」,.(宮田敬一/著：『ブリーフ・セラピー入門』),.110-115 頁,.金
剛出版,.1994 年.
21) 森岡清美：「家族」,.(森岡清美/著：『家族社会学』),.3-4 頁,.東京大学出版会,.1972 年.
22) 岩間暁子：「「家族」を読み解くために─本書の視角と構成」,.(岩間暁子・大和礼子・田間泰子/著：『問いからは
じめる家族社会学―多様化する家族の包摂に向けて―』),.19 頁,.有斐閣,.2015 年.
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力感は、三木知子・桜井茂男(1998)により、「保育場面において子どもの発達に望ましい
変化をもたらすことができるであろう保育的行為をとることができる信念」19)と定義され
た。2017(平成 29)年３月 31 日に告示された改訂『幼稚園教育要領』、改定『保育所保育
指針』、及び改訂『幼保連携型認定こども園教育・保育要領』において、園が果たす保育・
教育機関としての役割や、保護者への子育て支援の役割が改めて示されている。本研究で
は、三木・桜井(1998)の保育者効力感尺度を援用し、その定義もこれによる。また、保護
者への子育て支援に関する効力感は、後述のように、Scaling.Question20)を援用した。第３
章の保育者への質問紙調査において、質問を工夫する等して測定を試みる。
６．「家族」の定義
家族は、森岡清美(1972)により、「夫婦関係を基礎として、親子・きょうだいなど近親
者を主要な構成員とする、第１次的な福祉追求の集団｣ 21)と定義された。また、岩間暁子・
大和礼子・田間泰子(2015)は、これまでの日本の社会制度や政策での家族が「日本人同士
の異性愛に基づく性別役割分業型家族」が前提となってきたことを指摘している 22)。核家
族化や多様化が進む中、新しい家族の定義については論争があり、未だ明示できていない。
本研究では、森岡(1972)の定義を支持しつつも、保育学の観点から家族を「夫婦関係、親
子関係等、その連鎖で結ばれた特定範囲の構成員が社会で幸福を追求するための集団」と
定義付ける。
Ⅱ．倫理的配慮
本研究第２章において、調査に参加した保護者には、①研究の目的、②研究の方法、③
個人の情報、データ等の取扱い方法(データは全て統計的に処理し個人を特定することは
ないこと)、④研究成果の発表方法、及び成果が発表される場合にも個人情報が保全され
ること、⑤研究への参加は自由意志によるもので、協力できない場合は白紙のまま返却で
23) 日本発達心理学会 /監修 ,,古澤頼雄・斉藤こずゑ・都筑学 /編著：『心理学・倫理ガイドブック―リサーチと臨
床―』, 1-154 頁, 有斐閣, 2000 年.
24) 一般社団法人日本保育学会倫理綱領ガイドブック編集委員会/編：『保育学研究倫理ガイドブック』,.フレーベル館.
1-96 頁, 2008 年.
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きること、⑥研究責任者(筆者)の氏名・所属・連絡先等を十分に説明した。また事前に、
保護者が子どもを預ける園の代表者に、質問紙の内容確認と調査実施の許可を得てから質
問紙調査を行った。
本研究第３章において、調査に参加した保育者には、①研究の目的、②研究の方法、③
研究への参加予定期間、④個人の情報、データ等の取扱い方法(データは全て統計的に処
理し個人を特定することはないこと)、⑤研究成果の発表方法、及び成果が発表される場
合にも個人情報が保全されること、⑥予想される身体的・精神的負担もしくは苦痛の有無、
⑦研究への参加は自由意志によるもので、研究への参加を随時拒否・撤回できること、⑧
研究責任者の氏名・所属・連絡先等を十分に説明した。また、写真の掲載については、当
該保育者とその勤務先の園長に確認を求め、掲載の許可を得てから質問紙調査と園内研修
を行った。
調査実施に関わる配慮等は、日本発達心理学会(2000)23)や日本保育学会(2008)24)の倫理基
準に準じた。また、本研究の第２章は、佛教大学「人を対象とする研究計画等審査」倫理審査
委員会の承認(H24-44)、本研究の第３章は、佛教大学「人を対象とする研究計画等審査」
倫理審査委員会の承認(H29-21)を事前に受けて実施した。
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第３節 研究目的と内容構成
Ⅰ．本研究の目的
本研究の意義は、保育者が保育の現場で置かれている状況と、保護者が示す保育者への
役割期待を理解した上で、「子育て支援に関わる保育者支援プログラム(以下、「支援プロ
グラム」と略す)」の開発を試みることである。また、保育者が支援プログラムに参加す
ることを通して、保護者が示す保育者への役割期待を理解し、支援の見通しや自信(保育
者効力感)を向上させる契機となり得ることを明らかにすることである。保護者と保育者
の双方の立場や意向を理解することによって、保育者への役割期待の内容に合致した支援
プログラムの開発が期待できる。
現職保育者は、多忙な日常の保育や広範かつ多様な力量が保育者に求められる中で、集
団生活の中で子どもの障害や気になるところを発見することが多く、当該子どもの保護者
対応にも苦慮している場合が多い。このような現実の中で、保護者に必要な支援を展開し
ていくためには、保育者に高い効力感が求められる。図１は、保護者と保育者の関係に沿
って本研究の全体像を示した。本研究では、第１章から第４章に７つの関連研究が組み込
まれる。図２は、子育て支援に関わる保育者の「保護者理解(保護者が示す保育者への役
割期待の理解)」「リフレクション」「子育て支援に関わる成功経験」「保育者効力感(見通
しや自信)」、及び保護者の「育児不安の軽減」とどのような関係にあるのか示したもの
である。つまり図２は、本研究における基本的な仮説的モデルである。
図２において保育者は、支援プログラムを通して、①保護者が示す保育者への役割期待
を理解する。また、リフレクションによって、子育て支援に関わる過去の成功経験を想起
し、他の保育者にその成功経験を語ることによって喜びの感情を思い出し、保護者の育児
不安の軽減に繋がったことを認知する。さらに、自他の保育者の成功経験を観察しながら、
②明日への子育て支援の行動目標を設定し、行動目標を持って子育て支援を実践する。③
保護者の育児の喜びとともに、育児不安の軽減と言う小さな成果の認知を積み重ね、子育
第１章第３節
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.図１．本研究の全体図
図２．子育て支援に関わる保育者効力感と関連要因の仮説的モデル
注) 支援プログラムによる保育者への働きかけ, 推測される保育者効力感の向上までの過程.
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て支援に関わる保育者効力感(見通し・自信)が向上すると推測される。
Ⅱ．本研究の内容構造
１．本研究の対象と分析方法
表１は、第２章・第３章各節における、対象、時期、及び分析方法を整理したものであ
る。以下、本節では、表１にしたがって第２章・第３章各節の分析方法と内容構造につい
て説明する。
第２章では、保護者を対象として、保護者が示す保育者への役割期待を中心に解明する。
その際、保護者の就労の有無や園への満足度、育児状況等との関連について検討する。第
１節の対象は、日本国の近畿圏で暮らす保護者 772 名である。時期は、2013 年５月から
７月であり、キーワードは、保護者が示す保育者への役割期待である。また、第２節の対
象は、日本国の近畿圏で暮らす保護者 772 名である。時期は、2013 年５月から７月であ
り、キーワードは、保護者の類型化である。さらに、第３節の対象は、保護者の育児不安
が高いと考えられるアメリカ合衆国カリフォルニア州(以下、「米国」と略す)に在住し、
子どもに発達障害がある、日本人保護者 58 名である。育児不安と就労との関係、園への
表１．本研究の第２章・第３章各節の対象と方法等
対象 人数 時期 方法・分析
【第２章】
第１節 保護者 ,772 名 2013 年５月 質問紙法（因子分析、分散分析）
～７月
第２節 保護者 . ,772,,名 2013 年５月 質問紙法(Ward法による階層的クラスタ分析)
～７月
第３節 米国在住日本人保護者 /58 名 2013 年２月 質問紙法(分散分析)
日本国在住日本人保護者 338 名 ～４月
【第３章】
第１節 現職保育者 ５,,名 2017 年８月 開発と実践的介入
(保育所勤務) ～ 10 月 質問紙法・半構造化面接法（質的分析）
第２節 現職保育者(実験群) 30 名 2017 年８月 実践的介入
現職保育者(統制群) 47 名 ～ 12 月 質問紙法（分散分析、質的分析）
第３節 現職保育者(実験群) 30 名 2017 年８月 実践的介入
現職保育者(統制群) 47,,名 ～ 12 月 質問紙法（分散分析、 Ward 法による階層的クラ
スタ分析、質的分析）
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満足度等を分析し、育児不安の様相を明示する。一部、日本国の地方都市で暮らす保護者
338 名との比較検討も行う。時期は、2013 年２月から４月であり、キーワードは、育児不
安である。表１右欄には、各節の方法と主な分析法を示している。第１節は因子分析と分
散分析、第２節は Ward 法による階層的クラスタ分析、第３節は分散分析による量的調査
データの分析を基にしている。
第３章第１節の調査は、支援プログラム実施前・研修後・実施後の各時に、質問紙調査
による予備調査を実施した。対象は、全員女性で、近畿圏の私立保育所勤務の現職保育者
５名である。また、支援プログラム実施後から２週間以内に半構造化面接を実施している。
第３章第２節・第３節の調査は、支援プログラム実施前・研修後の各時に、質問紙調査
を実施した。対象は、近畿圏の現職保育者 30 名(私立幼稚園勤務現職保育者 15 名・私立
保育所勤務現職保育者 15 名)である。研修日直後からの１か月間、保育者は自宅や勤務先
に冊子を持ち帰り、子育て支援に関する行動目標を設定し、毎日その１日をリフレクショ
ンし、達成度を確認するというものである。また、研修日から１か月後に実施後調査、研
修日から２か月後に追跡調査を実施する。調査は、園長又は主任保育者を通して保育者に
質問紙を配付する。
第３章第２節・第３節の統制群候補に関するデータは、合計 47 名(私立幼稚園勤務現職
保育者 15 名・私立保育所勤務現職保育者 32 名)から成る。時期は、2017 年８月から 12
月である。全ての保育者に、１か月毎に３度の質問紙調査を実施した。統制群の保育者に
は、実験群とほぼ同時期に同条件で質問紙調査を実施した。ここでの方法は、分散分析と
質的分析を用い、統制群と比較し検証を試みる。また、現職保育者の特性による効果の違
いも検討する。統制群の保育者は、支援プログラムに参加しておらず、研修直後の質問紙
調査を受けていない。
２．各章の研究内容
本研究の第１章では、「育児不安」及び「子育て支援」に関する研究の範囲と位置付け
を明確化した。また、先行研究を概観した上で、研究の目的と内容構成を示し、用語を整
理した。第１節では、研究の背景を述べ、問題の所在と子育て支援に関わる先行研究の今
日的な課題を示した。第２節では、用語・概念を整理し、本研究での使用方法を定義付け
た。第３節では、本研究の目的と内容構成について説明し、本研究の全体像と子育て支援
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に関わる保育者効力感と関連要因との関係を示した。
先行研究の今日的な課題の解決に接近するため、第２章では、保護者の育児不安と保育
者への役割期待に注目する。併せて子育て支援に関わる保育者への役割期待の内容とは何
か、明らかにする。第１節では、保護者の育児不安と保育者への役割期待の内容との関係
を明らかにする。保育者への役割期待の内容を明示した上で、育児不安の程度によって保
育者への役割期待の内容が異なることについて論じる。第２節では、園に子どもを預ける
保護者の特徴を、保育者への役割期待の内容に焦点を当て、保護者の類型化を試みる。保
護者の典型的な類型を同定することで、保護者が示す保育者への役割期待を捉え、保護者
理解について論考することが妥当と判断できる。第３節では、米国に在住するとともに、
子どもに発達障害がある、いわば二重の子育て困難を抱えた日本人保護者に焦点を当て、
育児不安に関わる実証的な検討を加える。なぜなら近年の日本国は、米国のように、子ど
もを取り巻く課題が多種多様で複雑化しているからである。例えば、育児不安を抱えた保
護者、発達障害を含む特別な支援を必要とする子ども、異なる文化を持つ親子等が増えて
いる。親子の身近な専門職である保育者が、高い専門性を持ち、応答していくことが一層
強く求められるようになっている。そのため、本研究では敢えて米国在住日本人保護者と
いう異なる文化で特別な支援を必要とする特徴を有する保護者の検討を通して、事例検討
ではなく、一定の量的分析を試みる。なお、第２章は、第３章における保育者支援プログ
ラムの開発に対して、保育者への役割期待の内容を提示すると言う役割も有する。
第３章では、子育て支援を促進するための保育者支援プログラムを開発する。また、支
援プログラムを試行し、保護者が示す保育者への役割期待の理解が、子育て支援に関わる
保育者効力感や保育経験年数等と如何なる関係にあるのか、その効果を検証する。具体的
に第１節では、認知行動論的技法、リフレクション等を援用した支援プログラムを開発し
試行し、支援プログラムの効果について予備調査を介して検証する。第２節では、現職保
育者を対象に、支援プログラムの効果を統制群との比較において検証する。これにより、
支援プログラムが保育者効力感の向上に関与するかどうかを実証し、支援プログラムと保
育経験年数の関係について考察する。第３節では、子育て支援に関わる現職保育者の特徴
を解明する。保護者が示す保育者への役割期待の理解、保育者効力感、保育経験年数等を
用いて、階層的クラスタ分析により保育者の類型化を試み、支援プログラムの効果を推進
する要因を同定する。
第４章では、ここまでの研究を総括し、研究成果について述べる。また、これからの保
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育者に求められる子育て支援に関わる専門性と課題を提示する。その上で、支援プログラ
ムが保育者として様々な事例に対し専門性を活かして保護者に応じ得る、力量形成の契機
になるか否かを論考する。第１節では、保護者を対象とする主に量的調査データの分析結
果を踏まえ、子育て支援に関する保護者が示す保育者への役割期待、及び保護者の特徴を
考察する。また、子育て支援に関わる保育者の専門性を明確に提示する。第２節では、子
育て支援に関わる現職保育者に焦点を当て、支援プログラムの到達点と今後の課題を示す。
また、保育者の特徴に応じた支援プログラムの実施に向けて、留意点と効果を検討し促進
する要因を明らかにする。第３節では、育児不安を抱える保護者への子育て支援、及び支
援プログラムの適用について論考する。また、本研究の総括的な効果の考察を行い、今後
の課題と展望を論じ、本研究が果たす社会的貢献について論考する。
以上、本節では、本研究の目的と内容構造について説明した。本研究では、本章第１節
で論じた「保護者が示す保育者への役割期待に関する実証」「子育て支援に関わる保育者
の専門性の可視化」「子育て支援に関わる保育者支援プログラムの開発」と言った３つの
課題に接近する。
第１章第３節
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第２章 保護者の育児不安と保育者への役割期待
概 要
第２章は、実証的な研究により各節が構成される。本章では、保護者の育児不安と保護者が
示す保育者への役割期待に注目した。併せて保育者への役割期待の内容とは何か、子育て支援
との関連の中で明らかにした。
第１節では、保護者の育児不安と保育者への役割期待の内容との関係に着目した。質問紙法
(因子分析、分散分析)を用い、保育者への役割期待の内容は、「連携と個別支援」「家庭への援
助・相談」「社会への発信・継承」の３つであることを明らかにした。また、育児不安が高い
保護者は、保育者への役割期待が高く、保育者に様々な役割を期待しており、育児不安の程度
によって保育者への役割期待の内容が異なることについて論じた。
第２節では、園に子どもを預ける保護者の特徴を、保育者への役割期待の内容に焦点を当て
解明した。質問紙法(Ward 法による階層的クラスタ分析)を用い、園に子どもを預ける保護者
の類型化を試みた。その結果、５つのクラスタが見出された。保護者の典型的な類型を同定で
きたことで、保護者が示す保育者への役割期待を捉え、保護者を理解する１つの手立てを得た
と言える。
第３節では、米国に在住するとともに、子どもに発達障害がある日本人保護者に焦点を当て、
育児不安に関わる課題を示し、質問紙法(分散分析)を用い、高い育児不安を抱える詳細な検討
を行った。その結果、米国在住日本人保護者の方が日本国在住日本人保護者よりも、育児
不安が高かった。また、就労していない保護者の育児不安が高かった。高い育児不安を
抱える保護者の詳細な検討から、今後考え得る子育て支援の在り方について論考した。
本章は、第３章における子育て支援に関わる保育者支援プログラムに関する研究に対して、
保育者への役割期待の内容を提示するという役割も有する。
1) 内閣府：「地域力・仲間力の弱さと高齢者等の孤立化」,『平成24年版高齢社会白書』,.3-14 頁,.日経印刷,.2014 年.
2) 渡邉茉奈美：「育児不安の再構築―子ども虐待予防への示唆―」,『東京大学大学院教育学研究紀要』第 51号,.
191-202 頁, 2011年.
3) 厚生労働省：「健やか親子 21 最終評価報告書」,.http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukatei
kyoku-Soumuka/0000030082.pdf, 2013年.(2016年 8月 3日閲覧)
4) 佐藤厚子・北宮千秋・李相潤・面澤和子：「保健師・助産師による新生児訪問指導事業の評価―育児不安軽減の
観点から―」, 日本公衆衛生学会誌『日本公衆衛生雑誌』第 52巻第 4号, 328-337頁, 2005年.
5) 中谷奈津子：「子どもの遊び場と母親の育児不安―母親の育児ネットワークと定位家族体験に着目して―」,,日本
保育学会誌『保育学研究』第 44巻第 1号, 50-62頁, 2006年.
6) 大森弘子・保崎千香子・松尾千俊・山本佳代：「児童館での子育て支援プログラムが親の意識と行動に及ぼす影
響」,『佛教大学福祉教育開発センター紀要』第 7号, 105-126頁, 2010年.
7) 大森弘子・保﨑千香子・村井春菜・山本佳代：「児童館での親支援プログラムを用いた社会福祉援助技術アプ
ローチによる分析」,『佛教大学福祉教育開発センター紀要』第 8号, 35-52頁, 2011年.
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Ⅰ．保育者への役割期待を理解する必要性
かつて我が国では、子どもを持つ保護者は祖父母や地域住民に支えられながら、家庭や
地域社会の中で子育てを学び取っていた。しかし、核家族化が進み、伝統的な地域社会が
崩壊していることが指摘されている今日(内閣府,..2014)1)、独力で育児に取組まなければ
ならない保護者は、育児について悩みを抱え込み易い。保護者を取り巻く社会環境の変化
は、子育ての継承を難しくするとともに、確実に保護者の育児不安を高めていると考えら
れる。
近年、育児不安が虐待問題との関連で指摘されるようになり(渡邉茉奈美,..2011)2)、育
児不安の軽減と虐待の一次予防が関連付けられるようになった(厚生労働省,..2013)3)。育
児不安の軽減を目指し、各地で地域の実状を踏まえた取組が試みられている。例えば、育
児不安軽減の観点から新生児訪問指導事業を評価した報告(佐藤厚子ら,..2005)4)、子どもの
遊び場と保護者の育児不安軽減の関係を検討した報告(中谷奈津子,..2006)5)、育児不安を
抱える保護者への Nobody's perfect program実施・効果の報告(大森弘子ら,..2010)6)、児童館
における社会福祉援助技術を援用した子育て支援の報告(大森弘子ら,..2011)7)、地域の園等
での PECCK(Parents' empathic communication with children in Kobe)と言う学齢期の子育て支
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8) 倉石哲也：『学童期子育て支援講座の開発と効果に関する研究』,.(神戸大学博士論文・未公刊),.1-184 頁,.2011 年.
9) 大橋喜美子：「子ども・子育て支援」,.(上野恭裕・大橋喜美子/編：『保育原理』), 99頁, 教育出版, 2016年.
10) 内閣府：「子ども・子育て支援新制度なるほど BOOK 」, http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/event/publicity,
2016年..(2016年 8月 3日閲覧)
11) 厚生労働省：『平成 27年版厚生労働白書』, 105-107頁, 日経印刷, 2015年.
12) Crnic, K. &,Low, C.(2002): Everyday stresses and parenting. In M.H. Bornstein. (Ed.), Handbook of parenting, 5(10), pp.
243-268, Lawrence Erlbaum Associates, New Jersey.
13) 手島聖子・原口雅浩：「乳幼児健康診査を通した育児支援：育児ストレス尺度の開発」,『福岡県立大学看護学部
紀要』第 1号, 15-27頁, 2003年.
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援講座の開発・実施・効果の報告(倉石哲也,..2011)8)等を具体例として挙げることができ
る。
既述の通り、2008(平成 20)年の『幼稚園教育要領』改訂、及び『保育所保育指針』改
定では、園が地域における子育て支援の拠点であることが明確に示された(大橋喜美子,
2016)9)。これにより、保育者が地域子育て支援を含む保護者支援の一端を業務として担う
ことが強調されたと言える。この政策的な動向を受けて、各地域の園はその特色を活かし
た子育て支援の取組を始動させている。また、子育て環境の整備に向けた施策を総合的に
盛り込んだ新制度が 2015(平成 27)年に施行された。中でも、内閣府(2016)は、園に子育
て相談や園庭開放、子どもの一時預かりや親子登園を増やす等の子育て支援の一層の推進
が求められていることを示している 10)。保護者の育児不安が高まる中、保育者が、そのよ
うな育児不安を抱えた保護者に対して、どのような役割を果たすべきかを明らかにするこ
とは、喫緊の課題と言える。
厚生労働省(2015)の報告では、保護者の７割以上が「子育てに負担・不安に思うことが
ある」と回答している 11)。保護者の育児不安に関して、K. Crnic &.C. Low(2002)は、日常
的に蓄積されたストレスが、保護者の心理的な幸福、態度、信念、育児に直接的に影響を
与えると主張している 12)。また、育児ストレスが多い保護者ほど育児不安が高いが、一方
で子育て支援を受ける機会の多い保護者ほど育児不安が低いことを実証した研究(手島聖
子・原口雅浩,..2003)もある 13)。これらのことからも明らかに、育児不安と子育て支援は
連動していると言える。
育児不安は、育児への自信のなさ、子どもへの否定的な感情、無気力・疲労感や攻撃性・
衝動性を伴う行動まで、保護者によって現れ方が異なる。そのような感情や行動が現れた
時、保護者は居場所を求めたり、保護者の気持ちを理解してくれる相談相手から助言や励
励ましを受けたりすることを望む。この子育てについての相談相手は、「配偶者・パート
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14) 三菱 UFJ リサーチ.&.コンサルティング：「子育て支援策等に関する調査報告書」,.http://www.murc.jp/publicity/press
_release/press_141208,.2014年..(2016年 8月 3日閲覧)
15) ベネッセ教育総合研究所：『第５回幼児の生活アンケート』, 54-56頁, ベネッセホールディングス, 2016年.
16) Patela, S., Corterb, C., Pelletier, J. &,Bertrandc, J.(2016): 'Dose-response' relations between participation in integrated early
childhood services and children's early development. Early Childhood Research Quarterly, 35, pp.49-62, Elsevier,.Amsterdam.
17) 桜山豊夫：「児童虐待相談のケース分析等に関する調査研究結果報告書」,『平成 26 年度全国児童相談所長会報告
書』,.130-136頁,.2014年.
18) 厚生労働省・前掲書(11), 105-107頁.
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ナー」が 74.1％、「自分の母親」が 70.5％であった一方で、「保育者」も 31.3％を占めてい
ることを示す報告(三菱 UFJリサーチ .&.コンサルティング ,..2014)がある 14)。また、「信
頼するしつけや教育の情報源」として、園の保育者を選択する比率は、幼稚園では「母親
の友人・知人」に次ぐ２位、保育所では１位であることを示す報告(ベネッセ教育総総合研
究所 ,..2016)もある 15)。つまり、地域住民からの子育て支援が受け難い現在、子育ての
相談相手は、家庭内と園となっており、多くの保護者は、園等を信頼する子育ての情報
源と捉え、子育てに関する知識や教育の情報を得ようとしていることになろう。
保護者から子ども(幼児)への全人的、総合的な関わりは、その後の子どもの心身の発達
に影響を及ぼすと言われている。例えば、S..Patela,.et al.(2016)の報告では、幼児期におけ
る保護者の関わりは、子どもの言葉の理解、会話、一般的知識の獲得、さらには幸福感に
も有効に働く一方で、子どもに無関心な保護者は、子どもの発達にとって危険因子になる
ことが指摘されている 16)。これらのことから、本来、子どもの発達を促すはずの保護者が、
子どもの発達の危険因子にならないよう、「子どもへの保育」及び「保護者への保育に関す
る指導」を業とする保育者の果たす役割は大きいと言えるであろう。
保護者の育児不安が高まり、子育てに耐えきれない状況になった場合、虐待に繋がる恐
れもある。桜山豊夫(2014)は、虐待に至った保護者の状態に「育児疲れ」が多いと示し、
その多くの保護者は、子どもの泣き声に耐えきれずいらいらすると指摘している 17)。実践
を積み重ねている保育者であれば、このような子どもの泣きに対して、その意味を推察し
適切な関わりをすることができる。またそのような捉え方や関わり方を保護者に伝えるこ
とも保育者の専門性を活かした役割と考えられる。このように保育の専門性を有する保育
者は、保護者と密接に関係性を持つべきであり、より適切な保育者による子育て支援を実
践していくために、育児不安を抱える保護者が、保育者に対してどのような役割を期待し
ているかを整理することは有効であろう。
育児不安を抱える保護者が極めて多いとの報告(厚生労働省,..2015)18)がある状況下、育
19) 田中未来：「保育者」, (岡田正章・平井信義/編：『保育学大辞典』第 3巻), 243-260頁, 第一法規, 1983年.
20) 民秋言：「家族の保育ニーズに関する若干の考察―保育所への役割期待―」,『筑波大学社会学ジャーナル』第 6
号, 76-94頁, 1982年.
21) 牧野カツコ：「働く母親と育児不安」, 小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 4号, 67-77頁, 1983年.
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児不安を軽減させる支援者として、最も身近な専門職である保育者の役割が期待されてい
る。
第１章第２節で定義付けたように、役割期待は、「保育者に対して、保護者からしかるべ
き役割の実行が要求されるとき、この期待のこと」と言える。保育者への役割期待に関し
て、田中未来(1983)は、保護者の要求や願望に十分耳を傾ける必要があると従来から指摘
している 19)。子育て家庭を取り巻く環境が変化する中で、現代の保護者の願いを保育者へ
の役割期待として、保育の場に如何に汲み上げるかを議論することも必要である。また、
民秋言(1982)は、保護者からみた保育所への役割期待について、家庭でできないものは保
育所でやってほしいという役割期待が、「子ども(兄弟姉妹)の数」「子どもの年齢」と言っ
た子どもの属性によって規定されることを明らかにしている 20)。しかし、この報告では、
保護者の属性にまで言及されていない。保育者が、育児不安を抱える保護者を真に支援す
るためには、その対象とする保護者の属性をも考慮に入れることが大切であると考えられ
る。
保護者の育児状況として、本節では、就労や趣味の時間を取り上げる。牧野カツコ(1983)
は、保護者が子どもから離れて自分の時間を持つことが、むしろ子育ての上でより望まし
い態度を生むことや、園等での人との付き合いの広がりが、育児不安解消に繋がっていく
と指摘している 21)。この指摘にしたがうならば、保護者が就労や趣味の時間を持つことは、
育児不安軽減に繋がると予想される。また、保護者が、園で保育者や他の保護者と関わる
ことが、保護者の育児不安軽減に関係していると予想される。ただし、30数年前と現在
とでは、子育てを取り巻く状況が大きく変わっている。果たして、現在でも保護者が就労
や趣味の時間を持つことが、生活状況が変わった現在においても育児不安と関係するのか
について、検討を加える。
以上を踏まえ本節では、保護者の育児不安を、保護者の育児状況、子育て支援に関わる
保育者への役割期待等との関係で明らかにする。具体的には、園の保護者を対象に、保護
者の抱える育児不安を、育児状態、園への満足度、及び子育て支援に関わる保育者への役
割期待との諸関係において分析し、育児不安と園における子育て支援の諸相を検討する。
22) 手島ら・前掲論文(13), 15-27頁.
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本節では、保護者の育児不安と保育者への役割期待との関係の検討が、主要な分析となる。
育児不安が高い保護者は、周囲に頼るべき社会資源が少なく、困難な状況にあることが予
想される。そのため、園への満足度は低く、保育者への役割期待は総じて高いものと予想
される。ただし、保育者への役割期待の内容によって結果は、異なる可能性も考えられる。
これらの検討を踏まえ、保護者の育児不安の軽減に寄与するため、今後の子育て支援に関
わる具体的な研究課題を明示することを本節の目的とする。
Ⅱ．方法
１．対象と時期
近畿圏に在住し、園(幼稚園３園・保育所７園)に子どもを預けている保護者を対象とし
た。自記式質問紙、封筒等を準備し、担当保育者を通して保護者 1,378名に配付した。後
日、個別封筒に入れられた調査用紙を回収した。以上の手続きにより、保護者 796名の
データを得た(回収率は 57.8％)。このうち、後述の分析に必要な全ての質問項目に回答
のあった保護者 772名(幼稚園 467名, 保育所 305名；男性 20名, 女性 752名)を分析対象
とした。時期は、2013年５月から 2013年７月であった。
２．内容
回答は無記名とし、保護者の育児状況を問う項目として「性別」「年齢」「雇用形態」「趣
味の時間」等の記入を求めた。育児不安を測定する先行研究の中から、本研究の育児不安
の定義に合致し、簡潔にして育児不安を広く捉えることができると考えられる手島・原口
(2003)の育児不安項目 22)の８項目を用いた。回答は「全くそうは思わない」「あまりそう
は思わない」「どちらともいえない」「少しそう思う」「非常にそう思う」の５段階評定(１
～５点)で得点化した。また、「園への満足度」を問い、回答は「非常に不満足」「かなり不
満足」「少し不満足」「どちらでもない」「少し満足」「かなり満足」「非常に満足」の７段階
評定(１～７点)とした。
保育者に求められる子育て支援を具体的に把握するために、2013年３月に近畿圏の園
(保育所８園)で子育て支援を主に担当する熟練保育者(16年以上の保育経験者)10名を対
23) 川喜田二郎：『発想法―創造性開発のために―』, 68-118頁, 中公新書, 1967年.
24) 日本発達心理学会/監修,,古澤頼雄・斉藤こずゑ・都筑学/編著：『心理学・倫理ガイドブック―リサーチと臨
床―』,.1-154頁, 有斐閣, 2000年.
25) 手島ら・前掲論文(13), 15-27頁.
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象に予備調査を実施した。質問内容は「子育て支援に関わる保育者の役割とは何か」であ
り、平素の保護者との関わりに基づき、自由記述で回答を得た。これら記述データに基づ
き、筆者、主任幼稚園教諭(保育経験 30年)、及び主任保育士(保育経験 25年)の３名が、KJ
法(川喜田二郎,..1967)23)に準じて、子育て支援に関わる保育者の役割期待 13項目を構成し
た。本節では、この 13項目を用いた。回答は、「重要ではない」「あまり重要ではない」
「どちらともいえない」「やや重要である」「非常に重要である」の５段階評定(１～５点)
とした。分析には、SPSS Statistics 24.0Jを用いた。
対象の保護者には、データは全て統計的に処理し、個人を特定することはないことを伝
え、同意を得た上で実施した。実施に関わる配慮等は、日本発達心理学会(2000)の倫理基
準 24)に準じた。また本節は、佛教大学「人を対象とする研究計画等審査」倫理審査委員会
の承認(H24-44)を受けて実施している。
Ⅲ．結果と考察
１．保護者の育児状況と育児不安
分析対象である保護者 772名の年齢は、10代６名(0.8％)、20代 63名(8.2％)、30代 539
名(69.8％)、40代 164名(21.2％)であった。子どもの平均数は約 1.9人(標準偏差 .74)で
あり、ひとり親は 41名(5.3％)であった。雇用形態別には、無職が最多の 375名(48.6％)、
次に非正規雇用(パートタイム)が 237名(30.7％)、正規雇用(フルタイム)126名(16.3％)、
自営業 34名(4.4％)であった。生活状況を確認するために問うた趣味に使う時間は、１週
間のうち１時間未満が最も多く 396名(51.3％)、１～５時間が 300名(38.9％)、５時間以
上が 76名(9.8％)であった。
表１には、保護者の育児不安に関する項目について平均値と標準偏差を示した。これら
育児不安項目 25)の８項目に因子分析(最尤法・プロマックス回転)を施したところ、単因子
構造が確認された。内的整合性を検討するためにα係数を算出したところ、α=.91 と良
好な値が得られた。したがって以後の分析では、これら８項目の合計得点を育児不安得点
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表１．保護者の育児不安項目得点の平均値及び標準偏差
項目 質問項目 平均値 標準偏差
１ 子育てに失敗するのではないかと思うことがある 3.07 1.07
２ 親としての能力に自信がない 3.03 1.06
３ 何となく育児に自信がもてない 2.85 1.06
４ どうしつけたらよいか分からない 3.04 1.10
５ 育児についていろいろ心配なことがある 3.27 1.09
６ この先どう育てたらいいのか分からない 2.62 1.03
７ 子どもの発育・発達が気にかかる 2.64 1.25
８ よその子どもと比べて落ち込んだり自信をなくしたりする 2.40 1.14
として用いる。また、育児不安について保護者(幼稚園の保護者・保育所の保護者)による１
要因分散分析を行った。その結果、有意でなかった(F(1,770)=.08,..n.s.)。よって以後の分析では
幼稚園と保育所の保護者を合わせている。
保護者の雇用形態について、正規雇用・非正規雇用・自営業を「就労有群」、無職(専業主
婦等)を「就労無群」としたところ、就労有群は 397名、就労無群は 375名であった。また、
趣味の時間が１時間以上を「趣味の時間長群」、１時間未満を「趣味の時間短群」とした。趣
味の時間長群は 376名、趣味の時間短群は 396名であった。
図１は、保護者の就労(有・無)と趣味の時間(長・短)における育児不安の平均値と標準偏
差を示したものである。就労(有・無)×趣味の時間(長・短)による２要因分散分析を行った。
その結果、就労(有・無)の主効果が 0.1％水準で有意であり(F(1,768)=16.36,..p<.001)、趣味の時
間(長・短)の主効果が５％水準で有意であった(F(1,768)=5.04,..p<.05)。交互作用は有意でなか
った。就労(有・無)の主効果が 0.1 ％水準で有意であり(F(1,768)=16.36,..p<.001)、趣味の時
間(長・短)の主効果が５％水準で有意であった(F(1,768)=5.04,..p<.05)。交互作用は有意でな
かった。
結果として、無職の保護者は、育児不安が高かった。こうした無職の保護者の育児不安の
注) N=772
項目番号
26) 牧野・前掲論文(21), 67-77頁.
27) 経済企画庁：『平成９年度国民生活選好度調査』, 47-48頁, 大蔵省印刷局, 1998年.
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高さは、牧野(1983)の「専業主婦に育児不安が高い傾向が認められた」26)とする研究結果
とも一致するものである。また専業主婦の方が就労者よりも、育児の自信がなくなるとの
報告(経済企画庁,..1998)とも一致する 27)。無職の保護者は、社会的関係が稀薄になり易く、
育児によって働くことができないもどかしさを感じていたり、周囲から育児が認められ難
かったりすることが育児不安と関連していると推察される。様々な子育て支援が講じられ
てきた現在においても、就労と育児不安の関係は従来と同じであることが確認できたと言
える。
趣味の時間が短い保護者は、育児不安が高かった。この結果から、就労の有無にかかわ
らず、趣味の時間を持つことが育児不安を軽減することが明らかとなった。牧野カツコ
(1982)は、「母親が子どもから離れて、自分の時間を持つこと、趣味を持つこと等が、育
2.81
1.86
3.06
1.86
2.68
.86
2.92
.81
2.4
2.5
2.6
2.7
2.8
2.9
3
3.1
1 2
年齢低群
年齢高群
図１. 保護者の就労(有・無)と趣味の時間(長・短)における育児
不安の平均値及び標準偏差
注) 図中の数字は上段が平均値, 下段が標準偏差を示す.
育
児
不
安
就労有群 就労無群
趣味の時間・短
趣味の時間・長3 . 1 0
3 . 0 0
2 . 9 0
2 . 8 0
2 . 7 0
2 . 6 0
2 . 5 0
2 . 4 0
28) 牧野カツコ：「乳児を持つ母親の生活と〈育児不安〉」, 小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 3号, 34-56頁, 1982
年.
29) 渡辺弥生・石井睦子：「乳幼児をもつ母親の育児ストレスにソーシャル・サポートおよび自己効力感が及ぼす影
響について」,『法政大学文学部紀要』第 60号, 133-144頁, 2010年.
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児の上でのより望ましい態度を生む」28)と従来から指摘している。また渡辺弥生・石井睦
子(2010)も、育児以外に自分のために費やす時間が短い場合、ストレスと関係するとして
いる 29)。もっとも現実には、趣味の時間を持つことが育児不安の軽減に繋がると感じてい
ても、日々の育児や生活に追われたり、家計に余裕がなかったりする等、いくつかの要因
が実行を阻害しているものと推察される。
２．保護者の育児不安と園の保育への満足度
育児不安８項目の総得点の平均値が 22.93であることから、±１標準偏差(6.86)を育児
不安の高低基準として群分けした。育児不安得点が 29.79以上を「育児不安高群」、育児
不安得点が 16.07以下を「育児不安低群」、それらの間を「育児不安中群」とした。その
結果、育児不安高群は 139名、育児不安中群は 479名、育児不安低群は 154名であった。
保護者における園の保育への満足度は、７件法で 5.27(標準偏差 1.28)と全体的に高かっ
た。また、各群の満足度の平均値と標準偏差は、育児不安高群(平均値 5.08,..標準偏差
1.34)、育児不安中群(平均値 5.30,..標準偏差 1.22)、育児不安低群(平均値 5.34,..標準偏差
1.37)であった。園の保育への満足度について、育児不安(高・中・低)による１要因の分
散分析の結果、群の効果は有意ではなかった(F(2,769)=1.96,..n.s.)。保護者における園の保育
への満足度は、育児不安の高低にかかわらず、一定高いものであった。
待機児童、第２子以降の出産に伴う退園の問題等、園に求められている現代的な課題や
不満は多い。しかしながら、子育てに見通しや自信が持てなかったり、心配が絶えなかっ
たりする等、育児不安が高い保護者であっても、我が子を預けることにより、自園の保育
への満足度はある程度高く維持されると考えられる。ただし、保護者は「園の保育への満
足度」を問われた時、主に子どもに対する保育者の関わりや園の実践を想定した可能性が
あると考えられる。保護者に対する園の支援や指導があまり想定されていなかったため、
保護者の育児不安の高低が、園の保育への満足度に反映されなかったことが推察される。
そこで次では、育児不安の高低により、保育者に期待する役割に違いがあるか、詳細な検
討を加える。
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３．子育て支援に関わる保育者への役割期待
保護者の子育て支援に関わる保育者への役割期待の構造を検討した。先ず、予備調査に
よる「子育て支援に関わる保育者への役割期待」13項目について項目分析を行ったとこ
ろ、不適切な項目は見当たらなかった。そこで、これら 13項目に因子分析(最尤法・プロ
マックス回転)を施した。固有値の減衰傾向(6.80, 1.11, 1.00, 0.67, 0.62, …)、寄与率、及び
因子の解釈可能性を考慮すると、３因子構造が妥当と考えられた。因子負荷に問題のある
項目は見当たらなかった。累積寄与率は 60.19％と比較的高い値を示した。
表２には、因子パターンと、保護者における保育者への役割期待の平均値と標準偏差を
示した。第Ⅰ因子は６項目で構成されており、「関係機関との連携」「早期発見」「保護者
支援」等、関係する地域の社会資源と連携しながら、個別に適切な保護者支援を実行して
いくと言った項目が高い負荷量を示していた。そこで、「連携と個別支援」因子と命名し
た。
第Ⅱ因子は４項目で構成されており、保護者への「助言」「指導」「相談援助」等、家
庭に向けた援助や相談に関する項目が高い負荷量を示していた。そこで、「家庭への援助・
相談」因子と命名した。
第Ⅲ因子は３項目で構成されており、「社会へ発信」「文化の継承」等、社会へ向けた
情報発信と子育て文化の基盤作りに関わる項目が高い負荷量を示していた。そこで、「社
会への発信・継承」因子と命名した。内的整合性を検討するためにα係数を算出したとこ
ろ、「連携と個別支援」でα=.86、「家庭への援助・相談」でα=.86、「社会への発信・継
承」でα=.85と良好な値が得られた。
結果として、子育て支援における保育者への役割期待は、当初の 13 項目全てが採用さ
れた。今後、保育者への役割期待を考える時、「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」
「社会への発信・継承」の３因子(３つの役割期待の内容)で捉えることが有効と考えられ
る。このうち、「社会への発信・継承」といった内容は、保育者の役割として、地域社会
で生活する子育て家庭への支援が求められていることを反映した結果と言える。
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表２．保護者における保育者への役割期待の因子分析結果（Promax回転後の因子パター ン）と平均値及び標準偏差
項目番号 質問項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 平均値 標準偏差
第Ⅰ因子 連携と個別支援
６ 積極的に関係機関との連携を持つことができる .79 -.12 .01 3.89 .79
５ 利用できる社会制度やサービスを知っている .72 -.01 .12 3.70 .83
７ 不適切な子育てを早期に発見し, 保護者支援ができる .70 .14 -.08 3.91 .81
13 困難な課題を抱える家庭の子育てを支援できる .62 .16 -.08 3.81 .89
１ 保護者と協働しながら, 子どもの発達を援助すること .58 -.05 .01 4.18 .78
ができる
12 関係機関との連絡を図り, コーディネートする役割を .47 .38 -.02 3.48 .83
果たすことができる
第Ⅱ因子 家庭への相談・援助
９ 生きる意欲を支える家庭形成に向けての助言ができる -.11 .96 .02 3.49 .86
８ 園児を含む家族全員が健康な家庭生活を過ごす支援が -.05 .86 .00 3.52 .89
できる
11 保護者の栄養指導や相談援助ができる .15 .59 .04 3.49 .85
10 保護者の子育てに関して共感する力がある .12 .59 .11 3.64 .85
第Ⅲ因子 社会への発信・継承
３ 子育てについて社会へ発信できる -.04 -.01 .98 3.58 .84
４ 子育て文化を継承する支援ができる .09 .05 .75 3.57 .80
２ 地域の親子に安心して遊んでもらえる遊び場を提供 .05 .13 .53 3.70 .89
することができる
４．保護者の育児不安と保育者への役割期待
先ず、保護者の育児不安と役割期待の内容によって、保育者への役割期待の程度に差が
あるかどうかを検討するために、独立変数を育児不安(高・中・低)×役割期待の内容(連携
と個別支援、家庭への援助・相談、社会への発信・継承)、従属変数を役割期待の程度とす
る混合計画の２要因分散分析を行った。図２には、保護者の育児不安(高・中・低)と役割
注) N=772
30) Mauchlyの球面性検定の結果が有意であった場合は, Greenhouse-Geisserの εによる修正から F値を算出し, 有意確
率を判断した.
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期待の内容(連携と個別支援、家庭への援助・相談、社会への発信・継承)による保育者へ
の役割期待の平均値と標準偏差を示した。その結果、育児不安の主効果が１％水準で有意
であり(F(2,769)=5.57,..p<.01)、保育者への役割期待の内容の主効果が 0.1 ％水準で有意で
あった(F(1.95,1496.89)=81.21,..p<.001)30)。交互作用は有意でなかった(F(3.89,1496.89)=.46,..n.s.)。
次に、Bonferroni 法を用いた多重比較を行った結果(以下、多重比較は全てこの方法に
よる)、役割期待の内容の水準を込みにすると、育児不安高群の方が育児不安中群よりも、
有意に役割期待の程度が高かった(p<.05)。保育者への役割期待の程度は、育児不安高群、
低群、中群の順であった。また、育児不安の水準を込みにすると、「連携と個別支援」の
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図２．育児不安(高・中・低)と役割期待の内容(連携と個別支援, 家庭への援助・相談,
社会への発信・継承)における保育者への役割期待の平均値
注) 図中の数字は上段が平均値, 下段が標準偏差を示す.
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方が「社会への発信・継承」よりも、有意に役割期待の程度が高く、「社会への発信・継
承」の方が「家庭への相談・援助」よりも、有意に高かった(p<.05)。
以上の結果から、第１に、育児不安が高い保護者は、保育者への役割期待が高いことが
示された。日々の育児に憂いや心配を抱く保護者ほど、身近な支援者である保育者への役
割期待が高いという結果は、納得のいくものと言える。他方、今回の結果からは、育児不
安中群の役割期待が、最も低いことが示された。保護者の育児不安と保育者への役割期待
との関係を改めて確認することを目的に、極端な育児不安高群と極端な育児不安低群との
比較を追加分析した。具体的には、育児不安８項目の総得点(平均値 22.93)の± 1.5 標準
偏差(10.28)を用いて群分けし、極端な育児不安高群(47 名)、極端な育児不安低群(36 名)
とした。表３は、極端な育児不安高低群における３つの役割期待の内容に関する平均値と
標準偏差を示したものである。独立変数を育児不安と役割期待の内容、従属変数を役割期
待の程度とする混合計画の２要因分散分析を行った。その結果、交互作用が有意であった
(F(2,162)=3.69,..p<.05)。
ここでの目的に沿って、役割期待の内容別に育児不安の単純主効果を検定した。その結
果、「連携と個別支援」は、育児不安高群の方が低群よりも、役割期待に関する評定値が高
い有意傾向があった(F(1,81)=3.80,..p<.10)。「家庭への相談・援助」は、育児不安高群と低群
との差が有意でなかった(F(1,81)=1.85,..n.s.)。「社会への発信・継承」は、１％水準で有意で
あり(F(1,81)=10.12,..p<.01)、育児不安高群の方が低群よりも役割期待に関する評定値が高い。
育児不安高低群別に役割期待の内容の単純主効果を検定した。その結果、高群・低群とも有
意であった(順に、F(2,162)=13.52,..p<.001；F(2,162)=6.56,..p<.01)。多重比較の結果、高群では、
「連携と個別支援」の平均値が「家庭への相談・援助」よりも、有意に大きく(p<.001)、
「社会への発信・継承」の方が「家庭への相談・援助」よりも、有意に大きかった(p<.001)。
「連携と個別支援」と「社会への発信・継承」に有意な差はなかった。低群では、「連携と
個別支援」の平均値の方が「家庭への相談・援助」及び「社会への発信・継承」よりも、
有意に大きく(順に、p<.001；p<.01)、後二者に有意な差はなかった。
したがって第１に、極端な育児不安高低群による分析からも、育児不安が高い保護者は、
総じて保育者への役割期待が高いことが確認されたが、役割期待の内容によって、保護者
者の育児不安と保育者への役割期待との関係が異なることが示されたと言える。
第２に保護者は、保育者に対して、役割期待の３つの内容に示されるような広範かつ多
様な力量を求めている。特に「連携と個別支援」と言った、関係する地域の社会資源と連
第２章第１節
31) Cohen, S. &,Mckay, G..(1984): Social support, stress and the buffering hypothesis: A theoretical analysis. Handbook of
Psychology and Health, 4, pp.253-267, Lawrence Erlbaum, New Jersey.
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表３. 極端な育児不安高群・低群における役割期待の内容の平均値及び標準偏差
極端な育児不安高群(n=47) 極端な育児不安低群(n=36)役割期待の内容
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
4.10 .62 3.81 .75Ⅰ 連携と個別支援
Ⅱ 家庭への援助・相談 / 3.74 .71 . 3.52 .75
Ⅲ 社会への発信・継承 4.07 .68 .3.55 .82
携しながら、個別に適切な保護者支援を実行していく力量を保育者に期待していることが
示された。保護者は、家庭の力だけでは難しい子育ての課題について、解決に向けて関係
機関とともに保護者を支援してくれるコーディネーターのような役割を保育者に期待して
いると言える。また、「社会への発信・継承」と言った、社会へ向けた情報発信や子育て文
化の基盤作りに関わる内容が、「家庭への相談・援助」よりも役割期待が高いことも示され
た。
総じて、保育者への役割期待は、地域の中で連携しながら、的確な保護者支援を行い、
社会への発信から子育て文化の定着を図るといった、広範な社会的役割に関わるものであ
ると言える。ニーズとの適合性が高い援助ほど有用性が高いという S..Cohen &.G.,Mckay
(1984)の知見が示唆しているように、質的にも量的にも、保護者の役割期待と提供される
子育て支援との適合性が重要となる 31)。
Ⅳ．保育者への役割期待からみた保護者の育児実態
本節では、保護者を理解するため、育児不安を抱える保護者がどのような育児状態にあ
り、保育者にどのような役割期待を持っているのかを検討した。具体的には、保護者の抱
える育児不安を、育児状態(就労と趣味の時間等)、園の保育への満足度、子育て支援に関わ
る保育者への役割期待との諸関係において検討した。その結果、主に次のような点が明ら
かになった。
第１に、就労していない保護者の育児不安は高く、就労している保護者の育児不安は低
第２章第１節
32) 牧野・前掲論文(21), 67-77頁.
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いことが確認された。これは牧野の知見と一致するものである 32)。これまでの子育て支援
に関わる施策にかかわらず、就労していない保護者は育児不安が現在も高いことになる。
現在就労していない保護者も少なからず働きたいと願っている。その場合、就労を妨げる
障壁として育児を捉え、否定的な感情を持ったり、それによってストレスや育児不安に繋
がっている可能性がある。また、趣味の時間が短い保護者の育児不安が高く、趣味の時間
が長い保護者の育児不安が低かった。保護者の精神的な余裕に繋がるような、趣味の時間
をいかに持てるようにするか、促進要因と阻害要因を明らかにする必要がある。
第２に、保護者の育児不安の高低にかかわらず、園の保育への満足度は概ね高かった。
育児不安が高い保護者ほど、園への不満が高くなり、園の保育への満足度は低くなるとも
予想されたが、結果は異なるものであった。保護者は、育児不安が生じる場である家庭で
の子育てと、園における全般的な保育を切り離して捉えている可能性がある。
第３に、保護者における保育者への役割期待は「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」
「社会への発信・継承」の３つの内容で捉え得ることが明らかとなった。また、育児不安
が高い保護者は保育者への役割期待が高く、その内容では、「連携と個別支援」「社会への
発信・継承」において役割期待が高かった。育児不安を抱える保護者は、保育者に様々な
役割期待を持っており、育児不安の程度によって保育者への役割期待の内容は異なると言
える。
しかしながら、本節で得られた子育て支援に関する保育者への役割期待については、ど
のような役割期待を持った保護者の育児不安が高いのか、園への満足度はどうかと言った、
保護者の特徴を詳細に捉えるには至っていない。このため得られた知見を、保護者への具
体的な支援へ結び付け難いという課題が残っていると言える。この課題解決のため、次節
において、子育て中の保護者の特徴を、保育者への役割期待による保護者の類型から明示
する。
第２章第１節
1) 牧野カツコ：「乳幼児をもつ母親の生活と〈育児不安〉」, 小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 3号, 34-56頁,
1982年.
2) 我が国の子育て支援施策の経緯については,,以下の文献を参照されたい..内閣府：「平成 29年版少子化社会対策白書
全体版」, http://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/measures/w-2017/29pdfhonpen/29honpen.html, 2017年..(2018
年 4月 8日閲覧)
3) 馬居政幸：「「子育て事情・子育て支援」の動向について」,,日本子ども社会学会誌『子ども社会研究』第 23 号,
177-192頁, 2017年.
4) 厚生労働省：『平成 27年版厚生労働白書』, 234頁, 日経印刷, 2015年.
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第２節 子育て支援に関する保育者への役割期待からみ
た保護者の特徴
Ⅰ．保護者の個人差への着目
本節の目的は、園に子どもを預ける子育て中の保護者の特徴を、保育者への役割期待に
よる保護者の類型から明示することである。具体的には、保育者への役割期待による保護
者の類型化を試みた上で、保護者の育児不安、園への満足度、育児状況等との関連につい
て検討する。保育者への役割期待による保護者の類型を理解することによって、保育者は、
子育て支援の適切な方略を判断する際の見通しを持つことができる。加えて、保育者養成
や研修において求められる課題を確認できると考えられる。
育児不安は、牧野カツコ(1982)によって我が国で最初に定義された 1)。「育児不安の解
消」を含む子育て支援施策が、エンゼルプラン(1994)によって本格的に示されて以来、漸
次、育児不安を抱える保護者への支援は、量的に拡充されてきた 2)。一方、普通出生率(人
口千人対)の更なる減少は、子どもも保護者も身近に育ち合う仲間や相談相手を失う(馬居
政幸,..2017)3)等、子育てにとってより深刻な状況を生んでいる。厚生労働省(2015)の指摘
では、現在も保護者(ここでは母親)の 77.3％が「子育てに負担・不安に思うことがある」
としている 4)。この数値から判ることは、現在も我が国には、保護者の育児不安が、明ら
かに存在するということである。つまり、ここ 20 年以上、様々な子育て支援施策が実施
されているにもかかわらず、保護者の育児不安はほとんど軽減されていないことになる。
ここで考えられる重要な点は、子育て支援を推進する上で、育児不安を抱える保護者が、
最も身近な専門職である保育者にどのような役割を期待しているのかを実際に確認するこ
第２章第２節
5) 大森弘子：「育児不安を抱える保護者が示す保育者への役割期待」,.日本応用教育心理学会誌『応用教育心理学
研究』第 33巻第 2号, 15-26頁, 2017年.
6) 経済企画庁：『平成 9年度国民生活選好度調査』, 47-48頁, 大蔵省印刷局, 1998年.
7) 八重樫牧子・小河孝則・田口豊郁・下田茜：「乳幼児を持つ母親の子育て不安に影響を与える要因」,『厚生の指
標』第 55巻第 13号, 1-9頁, 2008年.
8) 日本小児保健協会：『幼児健康度に関する継続的比較研究』,.11頁,.よしみ工産, 2011年.
9) ベネッセ教育総合研究所：『第５回幼児の生活アンケート』, 54-56頁, ベネッセホールディングス, 2016年.
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とである。保育者への役割期待に焦点を当て保護者の特徴を解明することによって、保育
者は、保護者が有する役割期待の実際を理解することになる。この理解によって、保育者
への役割期待と子育て支援の適合性が高くなれば、育児不安の軽減に繋がり得る。
本章第１節では、保護者の育児不安と子育て支援に関わる保育者への役割期待を解明す
ることを主な目的として、保護者の育児不安を、育児状況(就労、趣味の時間等)、園への
満足度、保育者への役割期待等との諸関係において検討した。その結果、無職の保護者と
趣味の時間が短い保護者の育児不安が高く、保護者の園への満足度は、育児不安の高低に
かかわらず高かった。また、保育者への役割期待の内容は、「連携と個別支援」「家庭へ
の援助・相談」「社会への発信・継承」の３つであり、特に、「連携と個別支援」「社会へ
の発信・継承」において保護者の期待が高かった。そのため保育者は、保護者が示す保育
者への役割期待を理解した上で、子育てを創意工夫して支援していくことが肝要としてい
る 5)。しかしながら、本章第１節では、どのような役割期待を持った保護者の育児不安が
高いのか、園への満足度は高いのか等、保護者の特徴を詳細に捉えるには至っていない。
このため得られた知見を、保護者への具体的な支援へ結び付け難いと言う課題が残ってい
る。
経済企画庁(1998)は、育児不安が無職の母親に多くみられることを示している 6)。職業
を持たず、社会との接点が少ないまま、孤独感や虚無感を持ちながら子育てすることが育
児不安の要因の１つとされている。また、八重樫牧子ら(2008)の報告によると、育児不安
が高い保護者ほど、虐待的傾向が高いとしている 7)。育児不安を抱える保護者には、社会
との接点となる居場所や相談相手が必要と言える。これに関連して、日本小児保健協会
(2011)は、保護者が子育ての相談相手として保育者を選択する割合が、14 ％(2000 年)か
ら 25％(2010年)に増加したと報告している 8)。また、ベネッセ教育総合研究所(2016)に
よると、信頼するしつけや教育の情報源として、園の保護者は、保育者から情報を得てい
る 9)。特に保育園の保護者は、しつけや教育に関して、園の保育者を頼りにしていると報
第２章第２節
10) 内閣府：「子ども・子育て支援新制度なるほど BOOK 」, http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/event/publicity,.2016
年..(2017年 4月 23日閲覧)
11) 文部科学省：『幼稚園教育要領〈平成 29年告示〉』, 22頁, フレーベル館, 2017年.
12) 厚生労働省：『保育所保育指針〈平成 29年告示〉』, 36-37頁, フレーベル館, 2017年.
13) 『幼稚園教育要領〈平成 29 年告示〉』では,「子育て支援のために保護者や地域の人々に機能や施設を開放して,
園内体制の整備や関係機関との連携及び協力に配慮しつつ(中略)地域における幼児期の教育のセンターとしての
役割を果たすよう努めるものとする(22頁)」等, 専門性や特性を生かし, 地域に開かれた子育て支援が一層求めら
れている.
14) 東京都：「東京都保育士実態調査報告書」, 69頁, http://www.metro.tokyo.jp/ INET/ CHOUSA/2014/04/60o4s200.htm,
2014年..(2016年 3月 23日閲覧)
15) 大日向雅美：「子どもを愛せない最近の母親たち」,.(大日向雅美・佐藤達哉/編：『子育て不安・子育て支援』),.現
代のエスプリ 342号, 55-62頁, 至文堂, 1996年.
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告している。つまり、祖父母や地域住民に支えられながら子育てをし難い現在、それに代
わる子育ての主要な相談相手は、保育者となっていると言える。また多くの保護者は、園
を信頼する子育ての情報源と捉え、子育てに関する知識や教育の情報を得ようとしている。
保護者の最も身近な専門職として保育者は、このような保護者に寄り添い、子育て支援
の重要な役割を担う。新制度では、園に、子育て相談や園庭開放、子どもの一時預かり、
及び親子登園を増やす等の子育て支援の一層の推進を求めている(内閣府,,,2016)10)。また、
2017(平成 29)年の『幼稚園教育要領』改訂(文部科学省,,,2017)、及び『保育所保育指針』
改定(厚生労働省,,,2017)等では、園が果たす教育機関としての役割や、保護者・家庭及び
地域と連携した子育て支援の役割等が改めて示されている 11).12).13)。
しかしながら、東京都(2014)の調査によると、保育士の 17.9 ％が、退職意向理由とし
て「保護者対応等の心労」を挙げており、保護者対応の困難さを感じていることが示され
ている 14)。保護者対応の困難さの感覚は、保育者の保護者に対する理解の不足と関係する
ことが推察される。保育者は、自分と違う価値観を有する保護者に戸惑うこともある。例
えば、大日向雅美(1996)は、保護者の中には、自分自身の人生を大切に考える余り、子ど
もを愛せない保護者(母親)も少なからず存在すると指摘している 15)。この場合、保育者の
役割として、保護者が有する価値観を理解した上で、保育者の専門性を発揮しつつ、個に
応じた関わりの中で、子どものためになる子育て支援を実施することが求められる。保育
者が、育児不安を抱える保護者を真に支援するためには、対象とする保護者の特徴を理解
することが不可欠となる。このような多様な価値観を持つ保護者は、様々な保育者への役
割期待を有すると推察される。
役割期待は、第１章第２節で定義付けしたように、本研究では「保育者に対して、保護
第２章第２節
16) 民秋言：「家族の保育ニーズに関する若干の考察―保育所への役割期待―」,『筑波大学社会学ジャーナル』第 6
号, 76-94 頁, 1982年.
17) 石川昭義・堀美鈴：「今日の社会における子育て支援の意味と保育士の役割」,『仁愛大学研究紀要』第 2 号,.85-
92頁, 2010年.
18) 牧野・前掲論文(1), 34-56頁.
19) 住田正樹・溝田めぐみ：「母親の育児不安と育児サークル」,『九州大学大学院教育学研究紀要』第 3 号,.23-43 頁,
2000年.
20) 福丸由佳：『乳幼児を持つ父親における仕事と家庭の多重役割―父親,.母親の心理的健康度との関連―』,.(お茶の
水女子大学博士論文・未公刊), 1-204頁, 2001年.
21) 安藤智子・荒巻美佐子・岩藤裕美・丹羽さがの・砂上史子・堀越紀香：「幼稚園児の母親の育児感情と抑うつ―
子育て支援利用との関係―」,.日本保育学会誌『保育学研究』第 46巻第 2号, 235-244頁, 2008年.
22) 大森弘子：「高い育児不安を抱える家庭における就労と子育て支援―米国在住の日本人家庭を主対象に―」,.日本
家庭教育学会誌『家庭教育研究』第 21 号, 25-36頁, 2016年.
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者からしかるべき役割の実行が要求される時、この期待のこと」としている。育児不安を
抱える保護者は、身近な保育者への役割期待を求めるであろう。民秋言(1982)は、保護者
からみた保育所への役割期待について、家庭でできないものは保育所でやってほしいとい
う役割期待が、「子ども(兄弟姉妹)の人数」「子どもの年齢」といった子どもの属性や状
況によって規定されるとしている 16)。また、石川昭義・堀美鈴(2010)は、子育て支援への
役割と期待が高まる一方で、保護者の育児不安や負担の受け止め方の違いが、子どもの年
齢や兄弟姉妹構成等によって規定されるとしている 17)。しかし、これらの報告では、育児
不安を抱える保護者自身の属性・育児状況や保育者への役割期待に関して検討されていな
い。そのため、育児不安と保護者の特徴との関係を明らかにすることが、次の分析課題の
１つと言える。
育児不安と保護者の特徴に関する先行研究では、「育児不安の程度に関わる主な要因は、
夫婦関係と母親の社会的な人間関係の在り方にある」(牧野,,,1982)18)、「育児サークル参加
が、育児不安の軽減に関係する」(住田正樹・溝田めぐみ,,,2000)19)、「母親の育児不安とい
う心理的な面に父親の育児参加が関係する」(福丸由佳,,,2001)20)、「子どもが男子であるこ
と、子どもに兄弟姉妹が少ないこと、母親の自尊感情が低いことが、母親の育児不安に関
係する」(安藤智子ら,,,2008)21)、「米国に在住するとともに、子どもに障害があるといった
子育て困難が重複した場合、無職の保護者に高い育児不安がみられる」(大森弘子,,,2016)22)
といった報告がある。これらの先行研究から、保護者の育児状況要因に関する研究、心理
的アプローチによる保護者の内的要因に関する研究、主に子ども側の諸要因に関する研究、
重複要因に関する研究等が、これまでになされてきたことが分かる。しかし、これらの先
行研究は、保護者の育児不安そのものとその関連要因に焦点が当てられており、保育者へ
第２章第２節
23) 本章第１節では, 子育て支援に関わる保育者への役割期待を解明することを目的とし, 因子分析等を用い, 役割期
待の内容を整理した..これに対して本節は,,保護者の特徴を類型論的に解明することを目的とし,,クラスタ分析等を
用い, 典型的な類型を提示するものである.
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の役割期待と言った保護者の認知に焦点を当て、その特徴を実証的に分析した研究はこれ
までほとんどない。そのため、保護者の育児不安を軽減するための保育者の専門性や力量
形成に繋がる十分な知見が得られていると正確に述べることはできない。
そこで本節では、本章第１節による保育者への役割期待の内容(「連携と個別支援」「家
庭への援助・相談」「社会への発信・継承」)の結果を援用し、育児不安を抱える保護者
の特徴を解明する。具体的に先ず、園に子どもを預ける保護者を対象にした質問紙調査か
ら、保育者への役割期待の内容による保護者の類型化を試みる。本節の仮説として、全般
的に役割期待の高い類型の保護者ほど、育児不安が高いと考えられる。役割期待が高い保
護者は、自らへの支援を強く望んでおり、それだけ育児不安が高いのではなかろうか。
次に、保護者の類型と園への満足度、保護者の属性・育児状況との諸関係を明らかにす
る。全般的に役割期待の高い類型の保護者ほど、十分な支援が得られていないとの感覚か
ら、園への満足度は低いと予想される。さらに、保護者の類型を踏まえ、園における子育
て支援について、保育者に求められる課題を考察する。保護者の特徴を考慮した上での子
育て支援の実践を見出すための実証的な知見を得ることを目的とする。なお本研究では、
前述の牧野による育児不安の定義を基本的に支持し、育児不安を第１章第２節で定義付け
している。
Ⅱ．方法
１．対象と時期
近畿圏に在住し、園(幼稚園３園・保育所７園)に子どもを預けている保護者を対象とし
た。自記式調査用紙、封筒等を準備し、担当保育者を通して保護者 1,378名に配付した。
後日、個別封筒に入れられた調査用紙を回収した。以上の手続きにより、保護者 796名の
データを得た(回収率は 57.8％)。このうち、後述の分析に必要な全ての質問項目に回答
のあった保護者 772名(幼稚園 467名,..保育所 305名；男性 20名,..女性 752名)を分析対象
とした。時期は、2013年５月から 2013年７月であった。対象は本章第１節と同じである 23)。
データは全て統計的に処理し、個人を特定することはないことを伝え、同意を得た上で調
第２章第２節
24) 日本発達心理学会/監修,.古澤頼雄・斉藤こずゑ・都筑学/編著：『心理学・倫理ガイドブック―リサーチと臨
床―』, 1-154頁, 有斐閣, 2000年.
25) 手島聖子・原口雅浩：「乳幼児健康診査を通した育児支援：育児ストレス尺度の開発」,『福岡県立大学看護学部
紀要』第 1号, 15-27頁, 2003年.
26) 大森・前掲論文(5), 15-26頁.
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査を実施した。対象の保護者への配慮等は、日本発達心理学会(2000)の倫理基準 24)に準じ
た。また本節は、佛教大学「人を対象とする研究計画等審査」倫理審査委員会の承認(H24
-44)を事前に受け実施している。
２．内容
回答は無記名とし、保護者の属性や状況を問う項目として「性別」「年齢」「子どもの
人数」「家族の人数」「雇用形態」「学歴」「趣味の時間」等の記入を求めた。育児不安を
測定する先行研究の中から、本節の育児不安の定義に合致し、簡潔にして育児不安を広く
捉えることができる手島聖子・原口雅浩(2003)の育児不安項目 25)の８項目を用いた。回答
は「全くそうは思わない」「あまりそうは思わない」「どちらともいえない」「少しそう思
う」「非常にそう思う」の５段階評定(１～５点)で得点化した。
また、保育者への役割期待の内容 13 項目(大森,..2017)26)を用いた。表１には、この 13
項目を示した(平均値及び標準偏差も併記)。回答は、「重要ではない」「あまり重要ではな
い」「どちらともいえない」「やや重要である」「非常に重要である」の５段階評定(１～
５点)とした。加えて、園への満足度を、「非常に不満足」「かなり不満足」「少し不満足」
「どちらでもない」「少し満足」「かなり満足」「非常に満足」の７段階評定(１～７点)で
問うた。分析には、SPSS Statistics 24.0Jを用いた。
Ⅲ．結果と考察
１．保護者の属性・育児状況及び保育者への役割期待
分析対象である保護者 772名の年齢は、10代６名(0.8％)、20代 63名(8.2％)、30代 539
名(69.8％)、40代 164名(21.2％)であった。子どもの人数の平均数は、約 1.9人(標準偏
差 .74)であった。家族の人数の平均数は、約 4.2人(標準偏差 1.13)であった。雇用形態は、
正規雇用(フルタイム)126名(16.3％)、非正規雇用(パートタイム)237名(30.7％)、自営業
34名(4.4％)、無職(専業主婦等)375名(48.6％)であった。教育状況を確認するために問
第２章第２節
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表１. 保護者が示す保育者への役割期待の平均値及び標準偏差（大森, 2017）
項目番号 質問項目 平均値 標準偏差
第Ⅰ因子 連携と個別支援
６. 積極的に関係機関との連携を持つことができる 3.89 .79
５. 利用できる社会制度やサービスを知っている 3.70 .83
７. 不適切な子育てを早期に発みし, 保護者支援ができる 3.91 .81
13 困難な課題を抱える家庭の子育てを支援できる 3.81 .89
１. 保護者と協働しながら, 子どもの発達を援助することができる 4.18 .78
12 関係機関との連絡を図り, コーディネートする役割を果たすことができる 3.48 .83
第Ⅱ因子 家庭への援助・相談
９. 生きる意欲を支える家庭形成に向けての助言ができる 3.49 .86
８. 園児を含む家族全員が健康な家庭生活を過ごす支援ができる 3.52 .89
11 保護者の栄養指導や相談援助ができる 3.49 .85
10 保護者の子育てに関して共感する力がある 3.64 .85
第Ⅲ因子 社会への発信・継承
３. 子育てについて社会へ発信できる 3.58 .84
４. 子育て文化を継承する支援ができる 3.57 .80
２. 地域の親子に安心して遊んでもらえる遊び場を提供することができる 3.70 .89
うた保護者の学歴は、中学卒 24 名(3.1 ％)、高校卒 217 名(28.1 ％)、専門学校・短期大学
卒 313 名(40.5 ％)、大学卒 207 名(26.8 ％)、大学院卒以上 11 名(1.4 ％)であった。生活状
況を確認するために問うた趣味に使う時間は、１週間のうち１時間未満が 396 名（51.3
％)、１～５時間が 300名(38.9％)、５時間以上が 76名(9.8％)であった。
保護者の属性・育児状況等による保育者への役割期待への影響を検討するため、保護者
の就労について、正規雇用・非正規雇用・自営業を「就労有群（397 名)」、無職(専業主
婦等)を「就労無群（375 名)」とした。この就労(有・無)を独立変数、保育者への役割期
待の全体得点を従属変数とした１要因分散分析を行った。その結果、就労(有・無)の主効
第２章第２節
注） N=772
27) 牧野カツコ：「〈育児不安〉の概念とその影響要因についての再検討」,.小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 10
号, 23-31頁, 1988年.
28) 経済企画庁：『平成９年度国民生活選好度調査』, 47-48頁, 大蔵省印刷局, 1998年.
29) 西川浩昭：「クラスター分析」,.(柳井晴夫・緒方裕光編/著：『SPSSによる統計データ解析―医学・看護学, 生物学,
心理学の例題による統計学入門―』), 230頁, 現代数学社, 2006年.
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果(F(1,770)=1.25,..n.s.)が有意でなかった。無職の母親の方が有職の母親よりも、育児不安を
高く感じているとの報告(牧野カツコ,,,1988)27)や、専業主婦の方が就労者よりも、育児の
自信がなくなるとの報告(経済企画庁,,,1998)28)から、保護者の就労と育児不安が関連して
いるとの先行研究がある一方で、今回取り上げた保護者の就労と保育者への役割期待につ
いては、直接的な関連はみられなかった。
保護者の年齢が 40 歳以上を「年齢高群(164 名)」、39 歳以下を「年齢低群(608 名)」と
した。子どもの人数が３人以上を「子ども多群(153 名)」、２人以下を「子ども少群(619
名)」、また、家族の人数が５人以上を「家族多群(235 名)」、４人以下を「家族少群(537
名)」とした。さらに、趣味の時間が１時間以上を「趣味の時間長群(376 名)」、１時間未
満を「趣味の時間短群(396 名)」とした。これらの保護者の属性・育児状況を独立変数、
保育者への役割期待の全体得点を従属変数とした１要因分散分析を行った。
その結果、家族の人数の主効果が５％水準で有意であり(F(1,770)=3.88,..p<.05)、それ以外
(年齢、子どもの人数、学歴、趣味)のいずれの主効果も有意でなかった(順に、 F（1,770)=.09,.n.s.
；F(1,770)=1.02,,,n.s.；F(1,770)=2.50,..n.s.；F(1,770)=.63,..n.s.)。保育者への役割期待の高さが、家族
の人数の多さによって規定されていた。家族の人数の多い保護者は、それだけ家庭内での
悩みや心配事も多いと推察される。また様々な生活の困難さを抱える可能性が高いため、
身近な存在である保育者に、高い役割期待を持つと考えられる。次では、保育者への役割
期待からみた保護者の特徴について検討する。
２．保育者への役割期待による保護者の類型
保育者への役割期待の内容によって、保護者の類型化を試みるために、先ず、保育者へ
の役割期待の内容(「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」)を
用いて、Ward法による階層的クラスタ分析(平方ユークリッド距離)を行った。西川浩昭
(2006)によれば、クラスタ分析は、その類似性を数量化し、個体または変数の親近さを明
らかにしようとする探索的な解析方法である 29)。また Ward法は、クラスタ同士が併合す
る際に生じる情報量の損失が最小となるよう進める方法である。分析の結果、５クラスタ
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が最も解釈可能と認められた。図１の樹形図で示した通り、明確な２つのクラスタに分離
されており、この２つのクラスタが上位レベル、クラスタ間距離 2.5付近で５つの基本レ
ベル(類型)を表すと考えられる。
次に、類型毎の特徴を確認するため、得られた５つの保護者の類型を独立変数、保護者
への役割期待の内容(「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」)
を従属変数とする１要因分散分析を行った。その結果、「連携と個別支援」「家庭への援
助・相談」「社会への発信・継承」のいずれの内容にも有意な群間差がみられた(順に、F(4,767)
=340.36,..p<.001；F(4,767)=505.84,..p<.001；F(4,767)=475.85,..p<.001 ）。表２には、保育者への役
割期待による保護者の類型毎の平均値及び標準偏差を示した(表２には後述するクラスタ
名、他の関連要因も併記)。
Bonferroni法を用いた多重比較を行った結果(以下、多重比較は全てこの方法による)、「連
携と個別支援」は、第５クラスタ>第１クラスタ≒第４クラスタ>第２クラスタ>第３クラ
スタの順で平均値が高かった(不等号は５％水準で有意。以下、同じ)。「家庭への援助・
第２章第２節
図１．保育者への役割期待による保護者の樹形図（N=772）
注) Ward法による. 図中の数字はクラスタ間距離の大きさを示す.
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第１クラスタ 第２クラスタ 第３クラスタ 第４クラスタ 第５クラスタ 全体
社会低群 やや低群 全低群 やや高群 全高群
n=101 n=264 n=60 n=204 n=143 N=772
役割期待の内容
Ⅰ連携と個別支援 3.86( .46) 3.40( .39) 3.10( .57) 3.97( .31) 4.70( .25) 3.83( .63)
Ⅱ家庭への援助・相談 3.65( .33) 2.97( .38) 2.56( .62) 3.81( .31) 4.53( .40) 3.54( .73)
Ⅲ社会への発信・継承 3.14( .25) 3.33( .41) 2.21( .42) 4.05( .33) 4.46( .53) 3.62( .74)
育児状況
子どもの人数 1.88( .70) 1.95( .71) 1.93( .82) 1.97( .72) 1.92( .82) 1.94( .74)
家族の人数 4.20(1.10) 4.24(1.10) 4.08(1.09) 4.28(1.09) 4.28(1.28) 4.24(1.13)
育児不安 23.01(6.57) 23.15(6.50) 21.82(5.66) 22.31(6.92) 23.80(7.92) 22.93(6.86)
園への満足度 5.24(1.29) 5.18(1.24) 5.00(1.39) 5.34(1.24) 5.48(1.32) 5.27(1.28)
相談」は、第５クラスタ>第４クラスタ>第１クラスタ>第２クラスタ>第３クラスタの順で
あった。「社会への発信・継承」は、第５クラスタ>第４クラスタ>第２クラスタ>第１クラ
スタ>第３クラスタの順であった。図２には、各クラスタにおける標準化された役割期待の
評定平均値を図示した。以下、各クラスタについて、保育者への役割期待の高低や保護者
の特徴等を述べる。
第１クラスタは、「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」がともに平均的であり、「社
会への発信・継承」がやや低い群である。役割期待の内容毎に高低差があることに特徴を
有する群と言える。子育てについて地域社会に発信したり、子育て文化を継承したりする
といった、保育者が担う社会的役割には期待が低い群(以下、「社会低群」と略す)と言え
る。101名(13.1％)の保護者がこれに該当する。
第２クラスタは、第１クラスタと最も類似性が高い群と考えられる。「連携と個別支援」
「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」全てが中程度から、やや低い群(以下、「や
や低群」と略す)と言える。264 名(34.2 ％)の保護者が該当することから、最も多くの保
護者を含む、一般的な類型と考えられる。
表２．保育者への役割期待による保護者の類型の平均値及び標準偏差
第２章第２節
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第３クラスタは、「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」のい
ずれも最も低い値を示した。子育て支援に関わる保育者への役割期待が全般的に低い群(以
下、「全低群」と略す)と言える。60名(7.8％)の保護者が該当することから、少数派の群
と考えられる。また、全低群は、有意でないながら(F(4,767)=.43,..n.s.)、家族の人数が平均
値 4.08(標準偏差 1.09)と比較的少ない。以上、３つのクラスタは、樹形図の観察より、類
似性が比較的高いと言える。子育て支援に関わる保育者への役割期待が全般的、部分的
に低いことを特徴とする３群と言える。
第４クラスタは、「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」全て
が中程度から、やや高い群(以下、「やや高群」と略す)と言える。家族の人数は、平均値 4.28
(標準偏差 1.09)と比較的多いが、有意でなかった(F(4,767)=.43,..n.s.)。204 名(26.4 ％)の
保護者が該当することから、多くの保護者を含む類型と考えられる。
第５クラスタは、第４クラスタと最も類似性が高い群と考えられる。「連携と個別支援」
「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」のいずれも最も高い値を示した。子育て支
役
割
期
待
の
評
定
平
均
値
（標
準
化
後
）
 連携と個別支援 
家庭への援助・相談 
社会への発信・継承 
第１クラスタ 第２クラスタ 第３クラスタ 第４クラスタ 第５クラスタ
n=101 n=264 n=60 n=204 n=143
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援に関わる保育者への役割期待が全般的に高い群(以下、「全高群」と略す)と言える。全高
群は、家族の人数が平均値 4.28(標準偏差 1.28)、有職の割合が 56.6％(保護者 143人中 81
人)となっており、５群の中でも多い。全高群の保護者は、家族の人数が比較的多かったり、
仕事を持っていたりするという生活の困難さを抱え易いと言える。他方、職を有するため
に、様々な地域の子育て支援を受け難い状況にあり、身近な保育者への役割期待が高いと
も推察される。全高群は、143名(18.5％)の保護者が該当する。以上、２つのクラスタは、
子育て支援に関わる保育者への役割期待が全般的、部分的に高いことを特徴とする２群と
言える。
結果として、保育者への役割期待による保護者の類型には、５クラスタが適当と確認で
きた。保護者の特徴に関わる相当数のデータをクラスタ分析により縮約し、典型的な類型
を同定できたことで、保護者が示す保育者への役割期待を捉える１つの手立てを得たと言
える。次に、これら５つの類型と関連諸要因との関係を検討する。
３．保護者の類型と育児不安、園への満足度
保育者への役割期待による保護者の類型によって、育児不安の程度に差があるかどうか
を検討した。表２には、保護者の類型毎に育児不安の平均値と標準偏差を示した。５つの
保護者の類型を独立変数、保護者の育児不安を従属変数とする１要因分散分析を行った。
その結果、保護者の類型の主効果が有意でなかった(F(4,767)=1.46,..n.s.)。
保護者の類型と育児不安との関係を改めて確認することを目的に、極端に育児不安が高
い保護者と、極端に育児不安が低い保護者を抽出した。具体的には、育児不安８項目の総
得点(平均値 22.93)の± 1.5 標準偏差(10.28)を用い、極端に育児不安が高い保護者 47 名、
極端に育児不安が低い保護者 36 名を同定した。これらの保護者が、５つの類型にどのよ
うに分布するか確認するため、２(極端に育児不安が高い保護者・低い保護者)×５(５つ
の保護者の類型)のクロス集計表を作成した。その結果、極端に育児不安が高い保護者と
低い保護者の人数は、社会低群では４人：６人、やや低群では 14 人：10 人、全低群では
０人：４人、やや高群では 13人：10人、及び全高群では 16人：６人となった。２×５の
直接確率計算法によると、人数比率は有意傾向であった(p=.070,..両側検定)。保育者への
役割期待が全般的に低い保護者(全低群)では、極端に育児不安が低い保護者が占め、役割
期待が全般に高い保護者(全高群)では、極端に育児不安が高い保護者が多くを占めている。
「全般的に役割期待の高い類型の保護者ほど、育児不安が強い」という仮説は一定支持さ
第２章第２節
30) Crnic, K. &,Low, C. (2002): Everyday stresses and parenting, In M. H. Bornstein. (Ed), Handbook of parenting, 5(10),
pp.243-268, Lawrence Erlbaum Associates, New Jersey.
31) Cohen, S. &.Wills, T.A. (1985): Stress, social support, and the buffering hypothesis, Psychological Bulletin,.98(2),.pp.310-
357, American Psychological Association, Washington, DC.
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れているともみえるが、傾向差のため判断には慎重さが求められる。
保護者の類型によって、園への満足度に違いがあるかどうかを検討した。表２の最下欄
には、保護者の類型毎に園への満足度の平均値及び標準偏差を示した。５つの保護者の類
型を独立変数、園への満足度を従属変数とする１要因分散分析を行った。その結果、有意
傾向があった(F(4,767)=2.12,,,p<.10)。したがって、「全般的に役割期待の高い類型の保護者
ほど、十分な支援が得られていないとの感覚から、園への満足度は低い」という仮説は支
持されないと考えられる。
Ⅳ．保育者への役割期待を用いた保護者の類型
保護者は、我が子の健やかな成長への期待と共に、少なからず育児不安を感じながら日
々子育てをしている。子育て中に保護者が育児不安により心を痛めたり、その積み重ねが
あることは、高い育児不安に繋がる可能性もある。K..Crnic &.C..Low(2002)は、日常的に
蓄積されたストレスが幸福感、態度、信念、育児に直接的に影響を与えると指摘している 30)。
今日、子どもの保育のみならず、育児不安を抱える保護者を支援することが、保育者の重
要な役割となっている。本研究では、保護者の特徴を保育者への役割期待に焦点を当て検
討した。具体的には、保育者への役割期待の内容(「連携と個別支援」「家庭への援助・相
談」「社会への発信・継承」)を用いて、階層的クラスタ分析を行った。また、得られた保
護者の類型と諸要因との関係を検討した。その結果、主に次のような点が明らかになった。
第１に、保育者への役割期待による保護者の類型として、５つのクラスタが見出された。
すなわち、保育者への役割期待の低さを特徴とする３群(社会低群、やや低群、全低群)、
及び役割期待の高さを特徴とする２群(やや高群、全高群)である。受け手が必要とする支
援が提供されて初めて効果を持つ(S..Cohen.&,T.A..Wills,..1985)という知見 31)が示唆している
ように、保育者への役割期待と提供される子育て支援との適合性は極めて重要である。本
研究では、保護者の特徴に関わる大量データをクラスタ分析により縮約し、典型的な類型
を同定できたことで、保護者が示す保育者への役割期待を捉え、保護者を理解する１つの
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32) Fisher, J.D., Nadler, A., &.Whitcher-Alagna, S. (1982): Recipient reaction to aid..Psychological Bulletin, 9(1), pp.27-54,
American Psychological Association, Washington, DC.
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手立てを示したと言える。
第２に、５つの類型と諸要因との関係を検討した結果、全般的に役割期待の高い類型の
保護者ほど、育児不安が強い傾向にあった。また、全般的に役割期待の高い類型の保護者
は、園への満足度が高い傾向が窺えた。以上の結果から、保育者への役割期待が高い類型
の保護者は、育児不安を抱えたままであっても、園への満足度は一定高い傾向が示唆され
た。ただし、これらは、有意傾向レベルの結果に基づく解釈であり、更なる検討が望まれ
る。
今回、５つの保護者の類型が見出されたことで、保育者への役割期待という保護者の認
知面での特徴から、支援の在り方を考えることが可能となるであろう。例えば、全般的な
保育者への役割期待の高さを特徴とする、全高群の保護者は、育児不安が高い傾向にある
と考えられた。この群は、保育者への役割期待が高い群ながら、自尊心に対する脅威
(J.D..Fisher,..A..Nadler &,S..Whitcher-Alagna,..1982)32)等から、実際の行動として、保育者に
支援を要請できない保護者もいると予測される。他方、園への満足度は一定高い傾向が示
唆されたことから、保育者の行う支援に対して十分であると感じ、不平がない状態と言え
る。満足度が高ければ、それだけ保育者と保護者との関係は築き易いことから、この良好
な関係を基盤に、優先度の高い課題から支援を進めていく必要があると考えられる。
保育者への役割期待の低さを特徴とする３群(社会低群、やや低群、全低群)が、保護者
全体の 55 ％を占めることは注目に値する。特に社会低群のように、子育てについて地域
社会に発信したり、子育て文化を継承したりすると言った、保育者が担う社会的役割には
期待が低い。子育て支援の基盤を地域社会に築いていく上で重要な社会的役割を保育者が
担うことを、保護者は十分理解していない可能性がある。長期的には、保護者の理解を促
し、保育者の役割を広く知らしめることも大切と考えられる。
以上、ここでは、今日の保護者が示す保育者への役割期待に接近した。前節で示した保
護者への役割期待の内容は、子育て支援に関わる保育者支援プログラムの開発において、
有用な役割を担う可能性がある。同時にこれは、今後も保育者に求められる子育て支援の
専門性を表す項目でもある。
ところで、保護者が高い育児不安を抱えながらも、子育て支援を受け難い環境で生活し
第２章第２節
- 67 -
なければならないこともある。例えば、米国に在住するとともに、子どもに発達障害があ
る、いわば二重の子育て困難を抱えた日本人保護者が存在する。米国在住日本人保護者の
方が日本国在住保護者よりも、育児不安が明らかに高いと予想される。次節では、高い育
児不安を抱えているであろう米国在住日本人保護者に着目し、米国在住日本人保護者と日
本国在住日本人保護者との比較において検証する。
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1) 大日向雅美：「子育て支援のこれまでとこれから―新たなステージを迎えて―」,『発達』第 140 号,.2-9 頁,.ミネル
ヴァ書房, 2014 年.
2) 文部科学省：「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究(平成 20 年度）」,『文部科学白書』,.29-35 頁,.日経
印刷, 2008 年.
3) 大日向・前掲書(1), 2-9 頁.
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第３節 高い育児不安を抱える保護者の就労と子育て支援
Ⅰ．高い育児不安を抱えた保護者への着目
本節では、高い育児不安を抱えた保護者に関わる今日的課題を示す。具体的には、米国
に在住するとともに、子どもに障害がある日本人保護者に焦点を当て、育児不安と就労と
の関係、及び園への満足度等を測定分析し、育児不安に関わる実証的な検討を明示する。
また一部調査項目において、日本国在住日本人保護者との比較検討も行う。これらの結果
を現地の子育て支援を紹介しつつ考察を加える。さらに、米国での子育てと子どもの障害
により、高い育児不安を抱える家庭の詳細な検討から、今後考え得る日本国の子育て支援
について論考する。
周知の通り、日本国では 2015(平成 27)年に新制度が施行された。幼保連携型認定こど
も園や小規模異年齢保育の家庭的保育等、地域のニーズに応じた多様な子育て支援により、
待機児童の解消等が目指されている。子どもと子育て家庭への支援を社会保障制度改革の
中に明確に位置付けた新制度は、戦後最大の制度改革とも言える。新制度は、全ての子ど
もに良質な発達環境を保障し、保護者が安心して喜びを持って子育てができる環境の整備
を目的としたものである。しかしながら、こうした施策が求められることは、それだけ現
実の子育てが厳しい証拠に他ならないことも指摘されている(大日向雅美,,,2014)1)。
文部科学省「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究(平成 20 年度)」によれば、
保護者の約４割が子育てについての悩みや不安を抱え、約８割の保護者が家庭の教育力の
低下を感じているとしている 2)。また大日向(.2014)が指摘してるように、子育て家庭が孤
立する傾向も高まり、育児不安や育児ストレスが高まった果ての虐待等、家庭が抱える問
題も年々深刻化している 3)。
他方、厚生労働省「子育て支援策等に関する調査(平成 15 年度)」によれば、「子どもと
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4) 厚生労働省：「子育て支援策等に関する調査(平成 15 年度)」, http://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/05/h0502-1b.html,
2003 年..(2016 年 8 月 13 日閲覧)
5) 山田昌弘：「家族の個人化」, 日本社会学会誌『社会学評論』第 54 巻 4 号, 341-354 頁, 2004 年.
6) Fisher, J.D., Nadler, A. & Whitcher-Algna, S. (1982): Recipient reaction to aid. Psychological Bulletin,.91(1), pp.27-54,
American Psychological Association, Washington, D.C.
7) MacKeith, R..(1973): The feelings and behavior of parents of handicapped children..Development Medicine and Child
Neurology, 15, pp.524-527, Wiley, London.
8) 内藤孝子：「保護者の立場から」, 日本 LD学会誌『LD 研究』第 16 巻第１号, 21-24 頁, 2007 年.
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の接し方に自信が持てない」「自分の子育てについて周りのみる目が気になる」と答えた
割合は、地域と親密な付き合いのない群で多かった 4)。すなわち、地域との繋がりを有す
るほど、子育ての不安や悩みが少ないことを示す。しかし、地域の子ども同士や子育てを
している人々が触れ合う機会は減少し、対人関係の脆弱化を招いている。具体的には、山
田昌弘(2004)が指摘しているように、保護者は、個人化志向性を高めていると言う 5)。ま
た、助けを求めることによって軽蔑や憐れみを受けるのではないかと言う自尊心に対する
脅威があると指摘されている(J.D..Fisher,..A..Nadler.&.S..Whitcher-Algna,..1982)6)。これらの
ことから、保護者は、他者への支援を求め難い状態にあると推察される。さらに、転勤等の事情に
より地域社会に定着できない事例も多い。今後、地域社会からの孤立や個人化志向は、地
方においても都市部においても一層強まることが予想され、地域における子育て機能の一
層の低下が懸念される。
特に、子どもに発達障害があり、社会性や行動・教育面での課題がみられる場合、その
保護者は、子育ての困難さに直面すると考えられる。こうした子どもの障害が子育て機能
の低下の要因になっている場合、子どもの障害の状況等に応じた家庭教育と保護者の価値
観に基づいた支援が必要となってくる。近年、国際的な障害概念の共有と見直し、包容す
る教育の拡大の中にあって、日本国の障害理解は、一定の進展はみられる。しかしながら、
R..Mac.Keith(1973)が指摘しているように、障害のある子どもを抱える保護者の不安や悩
みが大きくなる時期(crisis.periods)としての「障害が疑われたり障害を理解したりしなけ
ればならない時」「就学を決める時」等の時期では、現在も支援における課題が残されて
いる 7)。
これに関連して内藤孝子(2007)は、学習障害児の親の会の調査から、「子育てに困ってい
る」「孤独である」「周囲の保護者の理解が得られない」等で悩みを持つ保護者が少なく
ないことを報告している 8)。また、山本理絵・工藤英美・神田直子(2015)は、これまでの
研究を概観し、自閉症スペクトラムや学習障害の傾向のある子どもの保護者(母親)が一般
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9) 山本理絵・工藤英美・神田直子：「発達障害をもつ子どもの乳幼児期から思春期までの縦断的変化―母親の子育
て困難・不安・支援ニーズを中心に─」,『愛知県立大学大学院人間発達学研究科人間発達学研究』第 6 号,.99-110
頁, 2015 年.
10) 法務省：「在留外国人数」, http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00076.html, 2018 年..(2019 年
2 月 13 日閲覧)
11) 既に多くの外国にルーツのある子どもを受け入れ, ADA（American with Disabilities Act）の成立過程で副産物と
して生まれた新しい共同体での地域生活支援が存在する多様性があり受容が高い米国に着目した..詳細は以下の文
献を参照されたい..大森弘子：「ADA(障害をもつアメリカ人法)の権利保障に関する研究」,『佛教大学大学院紀要』
第 33 号,.251-263 頁, 2005 年.
12) 手島聖子・原口雅浩：「乳幼児健康診査を通した育児支援：育児ストレス尺度の開発」,『福岡県立大学看護学部
紀要』第 1 号, 15-27 頁, 2003 年.
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の保護者より子どもや子育てへの不安が高く、心身の疲労感が強く、子育ての楽しさや満
足感が低いとしている 9)。これは、第１章第１節の先行研究から導き出された「育児不安
と主に子どもの側の諸要因」にも関連し、障害がある子どもを育てる保護者の心の安定に
寄与するとはどういうことかを考察する必要がある。さらに、法務省(2018)によると、日
本国の在留外国人数が過去最高に増加している 10)。既述のような子育てや家庭教育を巡る
厳しい現実を考え合わせれば、障害のある子どもを抱える保護者の育児不安やその支援、
及び外国にルーツがある親子への支援は、喫緊の課題と言える。
そこで本節では、米国 11)に在住するとともに、子どもに発達障害がある日本人保護者へ
の調査を試みた。米国で子育てをする保護者に焦点を当てた研究はほとんどなく、さらに
障害のある子どもを抱えた保護者を対象とした研究は皆無と言える。いわば二重の子育て
困難を抱えた家庭を対象とする。このように本節では、敢えて特徴を有する対象の検討を
通して、事例検討ではなく一定の量的分析を試みる。また、得られた結果には、現地の子
育て支援を紹介しつつ考察を加える。
既に第１章第２節で用語を統一したように、本研究では、育児不安を「子どもの現状や
将来、育児のやり方や結果に対する自信のなさ、子どもと関わることの疲労感、子育てか
らの逃避願望による育児意欲の低下、社会からの孤立感等を伴う心的状態」と定義付ける。
また後述のように測定尺度には、本定義に沿って手島聖子・原口雅浩(2003)による育児不
安項目 12)を用いる。
以上を踏まえ本節では、米国に在住するとともに、子どもに発達障害がある日本人保護
者に焦点を当て、育児不安と関連すると推測される就労(雇用形態)、米日の園への満足度
等との関係を分析し、米国の育児不安の様相を検討する。育児不安の軽減を中心に、具体
的な子育て支援を考えるための基礎的知見を提示することを本節の目的とする。
13) 手島ら・前掲論文(12), 15-27 頁.
14) 日本発達心理学会 /監修 ,,古澤頼雄・斉藤こずゑ・都筑学 /編著：『心理学・倫理ガイドブック―リサーチと臨
床―』, 1-154 頁, 有斐閣, 2000 年.
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Ⅱ．方法
１．対象と時期
米国に在住し、園(７園)に、発達障害のある子どもを預けている日本人保護者を対象と
した。また一部の調査項目において、比較するための対象者は、日本国に在住し、園(幼
稚園４園・保育所３園)に子どもを預けている日本人保護者も対象とした。自記式調査用
紙、封筒等を準備し、担当保育者を通して保護者に配付した(173 頁資料１参照)。後日、
個別封筒に入れられた調査用紙を回収した。以上の手続きにより、米国在住日本人保護者
59 名、日本国在住日本人保護者 342 名のデータを得た。このうち、後述の分析に必要な
質問項目全てに回答のあった米国在住日本人保護者 58 名、日本国在住日本人保護者 338
名を分析対象とした。時期は、2013 年２月から 2013 年４月であった。
２．内容
回答は無記名とし、属性を問う項目として「性別」「年齢」「子どもの数」「雇用形態」
「趣味に使う時間」等の記入を求めた。育児不安を測定する先行研究の中から、簡潔にし
て育児不安を広く捉えることができる手島・原口(2003)による育児不安項目 13)の８項目を
用いた。回答は「全くそうは思わない」「あまりそうは思わない」「どちらともいえない」
「少しそう思う」「非常にそう思う」の５段階評定(１～５点)で得点化した。また、「園
への満足度」を問うた。回答は「非常に不満足」「かなり不満足」「少し不満足」「どちら
とでもない」「少し満足」「かなり満足」「非常に満足」の７段階評定(１～７点)で得点化
した。分析には、SPSS Statistics 24.0J を用いた。
調査対象には、データは全て統計的に処理し、個人を特定することはないことを伝え、
同意を得た上で調査を実施した。調査実施に関わる配慮等は、日本発達心理学会(2000)の
倫理基準 14)に準じた。また、本節は、佛教大学「人を対象とする研究計画等審査」倫理審
査委員の承認(H24-44)を受けて実施している。
15) 手島ら・前掲論文(12), 15-27 頁.
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Ⅲ．結果と考察
１．米国在住日本人保護者と日本国在住日本人保護者の属性
主たる調査対象者は、米国在住日本人保護者 58 名(女性 52 名、男性６名)であった。年
齢は 10 代１名(1.7 ％)、20 代０名(０％)、30 代 15 名(25.9 ％)、40 代 42 名(72.4 ％)であっ
た。子どもの平均数は約 1.9 人(標準偏差 .80)であった。雇用形態別では無職が最多の 31
名(53.4 ％)、次に非正規雇用(パートタイム)が 15 名(25.9 ％)、正規雇用(フルタイム)９
名(15.5 ％)、自営業３名(5.2 ％)であった。生活状況を確認するために問うた趣味に使う
時間は、１週間のうち１時間未満 17 名(29.3 ％)、１～５時間が最も多く 26 名(44.8 ％)、
５時間以上が 15 名(25.9 ％)であった。
一部の項目において、比較するための対象は、日本国在住日本人保護者 338 名（女性 327
名、男性 11 名)であった。年齢は 10 代３名(0.9 ％)、20 代 35 名(10.4 ％)、30 代 231 名(68.3
％)、40 代 69 名(20.4 ％)であった。子どもの平均数は約 1.9 人(標準偏差 .76)であった。
雇用形態別では非正規雇用が最多の 128 名(37.9 ％)、次に無職が 116 名(34.3 ％）、正規雇
用 77 名(22.8 ％)、自営業 17 名(5.0 ％)であった。趣味に使う時間は、１週間のうち１時
間未満が最も多く 170 名(50.3 ％)、１～５時間が 130 名(38.5 ％)、５時間以上が 38 名(11.2
％)であった。
米国在住日本人保護者が暮らす地域は、米国内のアジア系人口の約３分の１が暮らす米
国屈指の教育・福祉先進地域として知られている。また、豊かな農業に加えて、航空宇宙
産業及び情報技術の工場がある地域である。
日本国在住日本人保護者が暮らす地域は、大都市へのアクセスが良い地方都市で、近年、
住宅衛星都市(ベッドタウン)としての発展がめざましい。また豊かな自然が残る一方で、
工場も立ち並ぶ地域である。
２．米国在住日本人保護者と日本国在住日本人保護者の育児不安
表１には、子どもに発達障害がある米国在住日本人保護者と日本国在住日本人保護者の
育児不安の平均値と標準偏差を示した。これら手島・原口の育児不安項目 15)の８項目に因
子分析(最尤法・プロマックス回転)を施したところ、単因子構造が確認された。よって以
16) 伊藤由美・小林倫代・小澤至賢・後上鐵夫：「日本人学校及び補習授業校における特別支援教育の推進状況につ
いて(2)―日本人学校小学部と中学部の実態―」,『日本特殊教育学会第 46 回大会発表論文集』, 318 頁, 2008 年.
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後の分析では、これら８項目の合計得点を育児不安得点として用いる。内的整合性を検討
するためにα係数を算出したところ、α=.91 と良好な値が得られている。
在住国(米国・日本国)による１要因分散分析の結果、群の主効果が５％水準で有意であ
った(F(1,394)=4.29,..p<.05)。明らかに米国在住日本人保護者の方が日本国在住日本人保護者
よりも、育児不安が高い。
米国在住日本人保護者は、異文化という慣れない環境で生活し、その中で育児を行って
いる。ましてや子どもに障害がある中での子育てに、「苦しくて助けてほしい」「頭が痛
い」と心身の不調を訴える米国在住日本人保護者もいる。保護者は家庭での課題が多く、
子どもへの教育力の限界を感じながら高い育児不安を抱え、安心して子育てができる支援
を求めていると言える。
この結果から、障害のある子どもの多くは、集団への適応の難しさから、米国内日本人
学校入学が許されない(伊藤由美ら,..2008)16)。このことは、米国に住みながら日本語や日
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
１ 子育てに失敗するのではないかと思うことがある 3.31 1.00 3.08 1.03
２ 親としての能力に自信がない 3.10 1.17 3.03 1.04
３ 何となく育児に自信がもてない 2.81 1.13 2.83 1.01
４ どうしつけたらよいか分からない 3.03 1.20 3.05 1.13
５ 育児についていろいろ心配なことがある 3.48 1.22 3.24 1.11
６ この先どう育てたらいいのか分からない 2.88 1.34 2.65 1.09
７ 子どもの発育・発達が気にかかる 3.29 1.38 2.71 1.31
８ よその子どもと比べて落ち込んだり自信をなくしたりする 2.78 1.36 2.38 1.18
項目
番号 質問項目
米国在住日本人保護者 日本国在住日本人保護者
第２章第３節
注) 米国在住日本人保護者 n=58, 日本国在住日本人保護者 n=338
表１. 保護者の育児不安項目得点の平均値及び標準偏差
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本文化を子どもに伝えたいと願っている保護者にとって育児不安に繋がり得る。多くの米
国在住日本人保護者は、日本人同士で助け合い、米国の日本人地域社会で子どもを日本人
として育てたいと願っている。また、車社会の米国では、近隣地域で住民同士が関わる機
会も少なく、日本国より孤立化しやすい傾向があるとも考えられる。地域の中で支え合え
る居場所は、米国在住日本人保護者の方が日本国在住保護者よりも、かなり少ないと言え
る。
３．米国在住日本人保護者の就労と育児不安
図１には、子どもに発達障害がある米国在住日本人保護者の就労の有無における育児不
安の平均値と標準偏差を示した。就労有群は 27名、就労無群は 31名であった。
就労(有・無)による１要因分散分析を行った。その結果、群の主効果は５％水準で有意
であった(F(1,56)=6.30,..p<.05)。就労している保護者と就労していない保護者の平均を比べ
ると、就労していない保護者の方(平均値 3.38)が就労している保護者(平均値 2.75)よりも、
高い育児不安の平均得点を示していた。したがって、米国においても日本国同様に、牧野
2.75
.85
3.38
1.01
0.00
0.50
1.00
1.50
2.00
2.50
3.00
3.50
4.00
就労有群 就労無群
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就労有群 就労無群
図１. 就労の有無における育児不安の平均値
注）図中の数字は上段が平均値, 下段が標準偏差を示す.
* p<.05
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児
不
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＊4.00
3.50
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17) 牧野カツコ：「働く母親と育児不安」, 小平記念会誌『家庭教育研究所紀要』第 4 号, 67-77 頁, 1983 年.
18) 経済企画庁：『平成９年度国民生活選好度調査』, 47-48 頁, 大蔵省印刷局 1998 年.
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カツコ(1983)の「専業主婦に育児不安が高い傾向が認められた」17)とする研究や、経済企
画庁(1998)の「専業主婦の方が有職者よりも育児の自信がなくなる」18)とする調査結果と
一致している。
対象の米国在住日本人保護者の多くは、駐在員・研究者本人やその妻(夫)であり、米国
籍を持たない日本人である。その多くは、就労許可証(Employment.authorization.document：
EAD)を申請しなければ米国で合法的に働くことができない。米国在住日本人保護者の就
労無率は 53.4 ％であり、日本国在住日本人保護者の就労無率の 34.3 ％よりも高い。
実際、希望に反して、日本国での仕事を辞め、妻(夫)とともに米国に移り住んでいる米
国在住日本人保護者もいる。そのため、必然的に米国の方が日本国よりも、専業主婦(夫)
が子育てをしている事例が多く、専業主婦(夫)を数多く含む米国在住日本人保護者の育児
不安が高い傾向になっていると言えるであろう。
４．就労と子どもの数による育児不安の相違
就労と子どもの数によって、育児不安の高低に差があるかどうかを検討するために、独
立変数を就労(有・無)と子どもの数(１人・２人以上)、従属変数を育児不安とする２要因
分散分析を行った。子どもの数１人は 21 名、子どもの数２人以上は 37 名であった。図２
には、子どもに発達障害がある米国在住日本人保護者の就労の有無と子どもの数による育
児不安の平均値と標準偏差を示した。その結果、交互作用及び子どもの数の主効果とも有
意でなかった(順に、F(1,54)=.61,..n.s.；F(1,54)=.01,..n.s.)。就労の主効果は、５％水準で有意で
あった(F(1,54)=5.93,..p<.05)。
子どもの数２人以上とは、発達障害のある子どもに兄弟姉妹がいると言うことである。
兄弟姉妹の存在は、障害がある子どもに関わる子育てに影響すると考えられる一方で、本
結果では、保護者の育児不安に影響はなかった。２人以上の子どもがいる保護者は、「子
どもたちにはそれぞれの人生を送ってほしい」と語り、発達障害がある子どもの支援を兄
弟姉妹に託すのではなく、「我が子を残しては死ねない」とも語っている。保護者は、兄
弟姉妹に発達障害のある子どもの支援を託すことを望まず、とりわけ、就労していない保
護者は、子育てに関わる不安を解消する糸口とも繋がり得る社会との接点が減り、育児不
安が高い可能性も考えられる。
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５．趣味の時間による育児不安の相違
本章第１節の日本国と同様に、米国でも趣味の時間によって育児不安に差があるかどう
かを検討するために、独立変数を趣味の時間(１時間未満・１～５時間・５時間以上)、従
属変数を育児不安とする１要因分散分析を行った。その結果、群の主効果は有意でなかっ
た(F(2,55)=2.05,..n.s.)。したがって、米国においては、日本国と異なり、保護者が子どもか
ら離れて、趣味の時間を持つことが育児不安を軽減し、育児の上でより望ましい態度を生
むことには必ずしも繋がらないことが分かった。
日本人が米国で生活するということは、法律・言葉・文化等の違いを体験することにな
る。例えば、米国では、治安の問題から子どもを１人にしてはいけない。州によっては、
州法でこのことが規定されている。子どもを放置して危険な状態にさらした場合、保護者
が逮捕されるケースもある。このため保護者は、子どもを１人にはできず、保護者が外出
する時には、ベビーシッターを雇うことになり、子どもの通園等の送迎も保護者が担って
いる。つまり、米国在住日本人保護者は、趣味の時間を楽しみたいと思っても、治安の問
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就労有群 就労無群
図２．就労の有・無×子どもの数における育児不安の平均値
注) 図中の数字は上段が平均値,.下段が標準偏差を示す..
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題や経済的理由から、子どもから離れて趣味の時間を楽しむことは非常に難しい。こうし
た背景の違いが、趣味の時間による育児不安に差がなかった一因とも考えられる。
６．在住国(米・日)と子どもの数による園への満足度の相違
在住国(米・日)と子どもの数によって、園への満足度に差があるかどうかを検討するた
めに、独立変数を在住国(米・日)と子どもの数(１人・２人以上)、従属変数を園への満足
度とする２要因分散分析を行った。図３には、在住国と子どもの数による園への満足度の
平均値と標準偏差を示した。その結果、交互作用や在住国の主効果においては、有意でな
かった(順に、F(1,391)=.01,..n.s.；F(1,391)=1.36,..n.s.)。子どもの数は、２人以上の方が１人より
も、園への満足度が高いという有意傾向があった(F(1,391)=3.06,.p<.10)。
障害児教育が進んでいる米国において、米国在住日本人保護者の障害のある子どもは、
専門家による連携体制が整っている早期療育プログラムを受けることができる。そのため、
園に対する満足度平均得点が 4.95 点(標準偏差 1.28)と比較的高い可能性がある。
4.76
1.45
4.97
1.36
5.08
1.18
5.32
1.260
0.5
1
1.5
2
2.5
3
3.5
4
4.5
5
5.5
1 2
就労の有無×保護者の年齢
米国 日本国
図３. 在住国(米・日)×子どもの数における園への満足度の平均値
注) 図中の数字は上段が平均値,.下段が標準偏差を示す.
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19) Belsky, J..(1985). Exploring Individual Differences in Marital Change across the Transition to Parenthood: The Role of
Violated Expectations. Journal of Marriage and the Family, 47, pp.1037-1044, Wiley-Blackwell, New Jersey.
20) 牧野・前掲論文(17), 67-77 頁.
21) 経済企画庁・前掲書(18), 47-48 頁.
22) 目良秋子・柏木惠子：「育児期女性の生活・家族感情」, 発達科学研究教育センター紀要『発達研究』第 19 巻,
113-123 頁, 2005 年.
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一方、日本国在住日本人保護者 338 名の園に対する満足度平均得点は、5.22 点(標準偏
差 1.30)であり、こちらも比較的高かった。日本国在住日本人保護者の場合は、待機児童、
保育者不足、第２子出産に伴う退園の問題等がありながらも園に通うことができる環境に
あることが一因とも推察される。本調査対象は、園に子どもを預けることができる保護者
の園への満足度であり、今後、精査が必要と考える。
2008(平成 20)年に、『幼稚園教育要領』改訂、及び『保育所保育指針』改定が行われ、
園における地域の子育て家庭への役割が明示された。これによって、保育者が地域子育て
支援を含む保護者支援の一端を業務として担うことが強調された。この政策的な動向を受
けて、園はそれぞれが持つ特色を活かした多様な子育て支援の取組を展開していることが、
日本国の園への満足度に少なからず繋がっていると推察される。
Ⅳ．高い育児不安を抱える保護者と子育て支援との関係
１．育児不安と子育て支援
夫婦間に子どもが誕生すると、それまでの夫婦だけの生活から、子どもの育児が優先さ
れる生活に変化する(J..Belsky,..1985)19)。保護者になると言うことは、料理、掃除、洗濯等
の家事を行いながら、子どもの心身の健康に第一義的責任を負うと言う重要な役目に就く
ことである。伝統的な生活経験の中で保護者は、家庭や地域の子どもと触れ合いながら保
護者になるための準備をし、子育てに必要な能力を身に付けることができた。
米国在住日本人保護者は、異文化で言葉と文化と就労許可証(EAD)の壁があり、さら
に発達障害のある子どもの育児に手がかかり、就労したくてもできない状況にあることが
多い。米国在住日本人保護者もまた、日本国在住日本人保護者と同じように、専業主婦の
方が有職の保護者(ここでは母親)よりも、育児不安が高いことが明らかになった(牧野カ
ツコ,..198320).；経済企画庁,..199821).；目良秋子・柏木惠子,..200522))。特に米国在住日本人保
護者の専業主婦は、日本国にいる家族や友人と頻繁に会うこともできず、米国社会に馴染
23) 厚生労働省：「子育て支援策等に関する調査(平成 15 年度)」,,http://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/05/h0502-1b.html,
2003 年..(2016 年 8 月 13 日閲覧)
24) Bandura, A. (1977): Self-efﬁcacy: toward a unifying theory of behavioral change. Psychilogical Review, 84(2), pp.191-215,
American Psychological Association, Washington, D.C.
25) 西出弘美・江守陽子：「育児期の母親における心の健康度 Well-being に関する検討―自己効力感とソーシャルサ
ポートが与える影響について―」, 日本小児保健協会誌『小児保健研究』第 70 巻第 1 号, 20-26 頁, 2011 年.
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むことに時間がかかり、誰にも評価されないまま子育てに専念している。この時、夫から
の精神的支援や育児の協力があれば良いが、協力がなければ専業主婦という立場で子育て
を独りで抱え込むこととなる。
こうした高い育児不安は、育児への自信のなさ、心配、困惑、保護者としての不適格感、
子どもへの否定的な感情といった心理的なものから、攻撃性や衝動性を伴う行動まで様々
なかたちで現れる(厚生労働省,..2003)23)。米国在住日本人保護者は日本国での就労継続を
断念し、米国生活という慣れない環境で、障害がある子どもの育児に、高い育児不安を抱
えながら生活していると考えらえる。
従来より A..Bandura(1977)は、自己効力感の変動には、成功経験を持つこと、他者の行
動を観察すること等の情報源が関わるとしている 24)。近年では、西出弘美・江守陽子(2011)
が、自己効力感が高い保護者(母親)が生活に対して前向きな気持ちが働き、育児を楽しむ
余裕を持つことができるため、充実感や満足感を得ることができると報告している 25)。し
かしながら、保護者が実感ある成功経験を持つための結果はすぐに認識できるとは限らな
い。子どもの成長という時間が必要である。また、米国という異文化の中で育児をする保
護者が他の保護者を十分に観察して見習う機会も少ない。これらのことも、保護者の育児
不安が高まる要因となっていることが十分予想される。他方、細やかな成功経験や他の保
護者との学び合いの機会を支援として提供することは、育児不安の軽減に繋がると考えら
れる。
２．米国における公的な子育て支援の系譜
米国における公的な子育て支援は、1965(昭和 40)年のヘッドスタート(Head.start)から
始まった。ヘッドスタートによる就学前教育プログラムによって、低所得層の３歳から５
歳にの子どもは、無料で幼児教育を受けることができる。1965(昭和 40)年から始まった
貧困者向けの医療健康保険(Medicaid)によって、貧困家庭や低所得者の子ども等は、無料
26) NHSA(The national healthy start association)..(2010): Federal healthy start initiative a national network for effective home
visitation and family support services. White Papers, pp.1-24. The national healthy start association, Washington, DC.
27) NHSA・前掲書(24), pp.1-24.
28) 白波瀬佐和子：「日米の働く母親と子育て支援福祉国家と家族の関係を探る」,.国立社会保障・人口問題研究所機
関誌『海外社会保障研究』第 143 号, 93-106 頁, 2003 年.
29) Gans, L. (1997): Sisters, brothers, and disability: A family album. p.27. Fairview Press, Minneapolis.
30) Parents help parents(PHP), http://www.php.com/, 2017..(2018 年 4 月 8 日閲覧)
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又は非常に安い価格で医療ケアを受けることができる(NHSA,..2010)26)。この様に、米国で
は低所得者向けの支援が早くから行われている。また、３歳から 21 歳の発達障害児に関
しては、1976(昭和 51)年から始まった発達障害児教育法(Education.for.all.handicapped
children.Act)により、無料で個別教育プログラムを受けたり、地域支援センター
(Regional.center)を通して地域の社会資源を利用できる。さらに、1991(平成３)年に始ま
った「健康な出発」プログラム(Healthy Start Program)は、乳幼児死亡率等の人種間・社会
階層間に横たわる公衆衛生環境の格差是正を目指し、家庭と密着する地域公衆衛生活動を
展開している(NHSA, 2010)27)。
このような米国の公的な支援は、それらが互いに連動し、米国連邦法と州法が補って、
米国の多くの貧困家庭の子どもや障害がある子どもを対象にして支援を続けている。しか
しながら、本結果で示されたように、明らかに米国在住日本人保護者の方が日本国在住日
本人保護者よりも、育児不安が高かった。つまり、米国の家庭支援政策は主に、低所得層、
貧困層を対象とした限定的な政策であり、子育てに必要な経費の大部分は、個々の家庭で
賄うことになる(白波瀬佐和子,..2003)28)。米国在住日本人保護者のほとんどは、低所得層
ではなく、米国の限定的な公的支援を受けられず、相互扶助的な支援への期待感が高い。
３．米国における相互扶助的な子育て支援の展開
米国は屈指の教育・福祉先進地域であり、障害者も将来の夢を託して移動してくる(L.
Gans,..1997)29)。その場所に Parents help parents(PHP)と言う障害がある子どもの保護者が組
織する相互扶助的な同じ悩みや不安をもつ共同体がある 30)。PHP の保護者支援によって保
護者同士は「ランチの会」「ボランティア相談」「情報提供」等による子育て支援を受け
ている。特に無職の保護者に高い育児不安がみられるが、日本労働組合総連合会(2013)の
報告によると、子育てをしていてストレスを感じることがある女性の解消法として「好き
31) 日本労働組合総連合会：「子ども・子育てに関する調査」,.http://www.jtuc-rengo.or.jp/news/chousa/data/20130621.pdf,
2013 年..(2016 年 8 月 13 日閲覧)
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なものを食べる」「おしゃべりする」等が上位を占める 31)。例えば、月１度の「ランチの
会」に多くの人が集まり、10 年間も会が継続している等、保護者の育児不安軽減に一定の
効果を及ぼしていると推察される。
地域社会や人間関係の問題が顕在化してきた今日、PHP のような相互扶助的な共同体
の活動が重要な役割を果たす。現代、日本社会は、伝統的に築かれてきた自然発生的な地
域共同体を産み出し難い。そのような状況下において、PHP のような当事者相互の自発
的・積極的で１つの明確な意図をもった新しい時代の共同体の在り方は、我が国の地域子
育て支援の展開に示唆を与えるものであると考えられる。
本節で示された子どもに発達障害がある米国在住日本人保護者は、子どもを家庭で教育
する中で、住み慣れない土地での生活と子どもの障害に高い育児不安を感じており、異文
化で地域社会の協力を得難い環境の中で育児を独りで抱え込んでいると言える。このよう
な育児不安を抱えて悩む保護者は後を絶たないが、継続した参加者が多いという「ランチ
の会」等の地域社会としての機能を持った相互扶助的な集まりに支えられている。親子が
安心して生活するためには地域社会の支え合いが重要である。
以上本節は、米国に在住するとともに、子どもに発達障害がある日本人保護者 58 名を
主対象に、育児不安に関わる量的分析を行った。一部、日本国在住日本人保護者 338 名と
の比較検討も行った。その結果、明らかに米国在住日本人保護者の方が日本国在住日本人
保護者よりも、育児不安が高かった。また、米国在住日本人保護者のうち、就労していな
い保護者の方が就労している保護者よりも、育児不安が高かった。
様々な要因から育児不安を抱える保護者には、支援が不可欠であることは言うまでもな
い。異なる生活習慣や文化を持つ人が多く暮らす米国の取組から、育児不安の軽減のため
の具体的な子育て支援の基礎的知見を得た。米国で実践されているような地域社会におけ
る子育て支援の推進は、多様化した保護者とそこにおける教育を支え補完するという意味
でも重要である。
他方、日本国では、地域の実情に応じた子ども・子育て支援は、保育者の役割であり、
保育者が保護者を支える一翼を担うと同時に、子育て支援による過大なストレスを感じて
いる現実もある。次章では、本章で明らかになった保護者が示す保育者への役割期待の内
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容や保護者の特徴、保護者の園への満足度を踏まえながら、保護者の育児不安の軽減に寄
与し、保育者が効力感を向上させて子育て支援に従事できるような、実証的な裏付けを持
つ保育者支援プログラムを開発し試行する。
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第３章 子育て支援を促進するための保育者支援プログ
ラムの開発と検証
概 要
本章では、現職保育者に焦点を当て、子育て支援を担う保育者への支援プログラムの開発と
検証を試みた。支援プログラムが、子育て支援に関わる保育者効力感、保護者が示す保育者へ
の役割期待の理解、保育の充実度等と如何なる関係にあるのか、その効果を検証した。
第１節では、認知行動論的技法とリフレクションに基づき、子育て支援を担う保育者支援プ
ログラムを開発し、現職保育者への予備調査により検討した。その結果、支援プログラムは、
一部の保育者効力感と保育者への役割期待の理解を高めることが確認された。
第２節では、対象となる現職保育者を増やし、支援プログラムを実施し、その効果を統制群
との比較において検討した。その結果、実験群の保育者の方が統制群よりも、明らかな保育
者効力感の向上がみられ、支援プログラムの効果の現れる時期が実施後であることが確認され
た。また、支援プログラムを援用しての現職教育は、保育者が主体的に学び続けるための有効
な手立てであることが明らかになった。
第３節では、子育て支援に関わる保育者の特徴を、質問紙法(Ward 法による階層的クラスタ
分析)を用い、保育者の類型化を試みた。その結果、２つの類型(上昇・維持群、急上昇・下降
群)が見出された。２つの類型と諸変数との関係を検討し、急上昇・下降群の方が上昇・維持
群よりも、実施前の保育者効力感が低く、実施前の役割期待の理解も低いことが確認された。
本支援プログラムにより、子育て支援に関わる保育者の力量形成が期待できることを実証す
るとともに、個人差にも言及した。
1) 諏訪きぬ：「子育て支援(総説)」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 52 巻第 3 号, 314-318 頁, 2014 年.
2) 岩立志津夫・諏訪きぬ・土方弘子・金田利子・木下孝司・齋藤政子：「保育者の評価に基づく保育の質尺度」, 日
本保育学会誌『保育学研究』第 35 巻第 2 号, 272-279 頁, 1997 年.
3) 西山修：『保育者の効力感と自我同一性の形成―領域「人間関係」について―』,.112-115 頁,.風間書房,.2009 年..ま
た本書では,.中堅保育者は６～ 15 年,.熟練保育者は 16 年以上としており,.本研究ではこれに準じている.
4) 森本美佐・林悠子・東村知子：「新人保育者の早期離職に関する実態調査」,『奈良文化女子短期大学紀要』第 44
号,.101-109 頁,.2013 年.
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Ⅰ．保育者として働き続けるための支援プログラム開発の必要性
本節では、支援プログラムの開発を行う。具体的には、現職保育者を対象に、子育て支
援を実施する上で必要となる「保育者効力感の向上」及び「保育者への役割期待の理解」
を目指すものである。
我が国において、最初の具体的な子育て支援施策は、1994(平成６)年の「今後の子育て
支援のための施策の基本的方向について(エンゼルプラン)」にて示された。以降、子育て
支援は、国全体の課題となり、2001(平成 13)年の児童福祉法(第 13 次)改正では、保育士
の業務として「保護者に対する保育に関する指導」が明記された。保育者は、集団生活の
中で子どもの障害や気になるところを発見することが多く、当該子どもの保護者対応にも
苦慮している場合が多い。諏訪きぬ(2014)は、子育て支援を担う保育者がストレスを感じ
ている現状を報告している 1)。広範かつ多様な力量が保育者に求められる中で、確かに保
育者は、保護者対応の難しさを感じていると言える。この難しさについては、保育者自身
の保護者に対する理解不足や、支援の見通しや自信が持てないことが原因の１つであると
推測される。特に、０～５年の保育経験を有する新任保育者(岩立志津夫ら(1997)2).・西
山修(2009)3)に準ずる)は、就職前の保育職への期待と、保育者としての現実との乖離を感
じ、難しさを強く感じると報告されている。例えば、森本美佐・林悠子・東村知子(2013)
は、保育者の職場定着を難しくしている理由として、現場で求められている能力と新任保
育者が有している能力との乖離を報告している 4)。また、厚生労働省(2015)は、新人保育
士を対象として、就職前の期待と現実の乖離への対応方法や、保護者対応等の業務につい
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5) 厚生労働省：「保育士確保プランの公表」,.http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11907000-Koyoukintoujidou-
kateikyoku-Hoikuka/0000070942.pdf,.2015 年..(2016 年 8 月 3 日閲覧)
6) 民秋言：「子どもと保護者をとりまく環境の変化と保育行政の動向」,.(民秋言・西村重稀・清水益治・千葉武夫
夫・馬場耕一郎・川喜田昌代：『幼稚園教育要領・保育所保育指針・幼保連携型認定こども園教育・保育要領の成
立と変遷』), 14-18 頁, 萌文書林, 2017 年.
7) 西山・前掲書(3), 186-232 頁.
8) 認知行動療法は,.構造化された心理的介入法で,.その有用性は実証的研究で明らかにされている..本研究の認知行.
動論的技法は,.認知行動療法の知見と技法を随所に取り入れているが,.対象を保育者に限定している./その目的は,.
保護者が示す保育者への役割期待を理解し,.自ら効力感を高め,.見通しと自信を持って子育て支援ができるように
なることである..その内容は,.保育者が「行動目標の設定→子育て支援活動→活動の振り返り→自己評価」を繰り
返し行う教育法である.
9) Gibson,.S. &.Dembo, M.H.(1984): Teacher efficacy: A construct validation. Journal of Educational Psychology,.76(4), pp.569-582,
American Psychological Association, Washington, D.C.
10) 桜井茂男：「教育学部生の教師効力感」,『日本教育心理学会第 34 回総会発表論集』, L1,.1992 年.
11) 三木知子・桜井茂男：「保育専攻短大生の保育者効力感に及ぼす教育実習の影響」,.日本教育心理学会誌『教育心
理学研究』第 46 巻第 2 号,.203-211 頁,.1998 年.
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ての研修支援を含む「保育士確保プラン」を策定した 5)。以上を考え合わせる時、これか
らの新たな課題として、子育て支援を担う保育者支援の必要性があると考えられる。
周知の通り、2017(平成 29)年３月告示の『幼稚園教育要領』『保育所保育指針』『幼保
連携型認定こども園教育・保育要領』では、園による地域の保護者等に対する子育て支援
が明確に示された(民秋言,..2017)6)。これらの政策的な動向を受けて、保育者は保護者に
とって最も身近な専門職として、保護者に寄り添いながら子育て支援する重要な役割を担
うことになった。加えて、園にはその特色を活かした子育て支援の取組と、保育者の力量
形成の道筋も見据えた、体系的な研修計画が求められている。
それでは、研修において活用される支援プログラムとして、どのようなプログラムが開
発されているのであろうか。国立国会図書館の NDL-OPAC を使用し、『保育学研究』『乳
幼児教育学研究』等、保育・幼児教育分野の学術雑誌に掲載された論文から「保育者」「支
援プログラム」のキーワード検索を行った(2017 年５月 23 日閲覧)。その結果、実証的か
つ実践的な研究としては、西山(2009)の領域「人間関係」に特化した支援プログラムの開
発 7)が挙げられるのみであった。この研究では、認知行動論的技法 8)に基づいた現職保育
者支援プログラムが保育者効力感の向上に有効であることを実証している。
保育者効力感に関する先行研究を概観すると、先ず桜井茂男(1992)が、S..Gibson.&.M.H.
Dembo(1984)の教師効力感尺度 9)を邦訳している 10)。その後、三木知子・桜井茂男(1998)
は、教師効力感尺度を踏まえ、保育者効力感尺度を開発している 11)。この保育者効力感尺
度を援用した西坂小百合(2002)は、幼稚園教諭の保育者効力感を低下させるストレス要因
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12) 西坂小百合：「幼稚園教諭の精神的健康に及ぼすストレス,.ハーディネス,.保育者効力感の影響」,.日本教育心理学
会誌『教育心理学研究』第 50 巻第 3 号,.283-290 頁,.2002 年.
13) 三木ら・前掲論文(11), 203-211 頁.
14) Dewey, J..(1916): Democracy and Education: An introduction to the philosophy of education..pp.1-163,.Macmillan,.Basin-
gstoke.
15) Schön, D.A..(1983): The reflective practitioner: How professionals think in action, pp.21-69, Basic Books, New York.
16) 平川俊功：「養護教諭 10 年経験者研修の成果からのリフレクションの意義の検証」,『東北大学大学院教育学研究
科研究年報』第 59 集第 1 号, 381-400 頁, 2010 年.
17) 松村環・秋光恵子：「養護教諭の自己効力感とリフレクションの関連―量的および質的な検討―」,『日本教育心
理学会』第 56 回総会, 781 頁, 2014 年.
18) Bandura, A..(1977): Self-efficacy,.Toward a unifying theory of behavior change. Psychological Review,. 84, pp.191-215,
American Psychological Association, Washington, D.C.
19) 坂野雄二：『認知行動療法の基礎』, 30 頁, 金剛出版, 2011 年.
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として、「子ども理解・対応の難しさ」及び「学級経営の難しさ」を示している 12)。保育
者効力感の定義は、既に第１章第２章で用語を統一したように三木・桜井(1998)を支持し
(29 頁参照)、本節ではこの保育者効力感尺度 13)を援用する。
他方、保育領域に近い看護の領域では、リフレクションを取り入れた看護師等への支援
プログラムが開発されている。リフレクションは、J..Dewey(1916)の探究理論 14)から生ま
れ、「省察的実践家」という新しい概念として広まった。これは、実践力を育成する教授
法である(D.A..Schön,..1983)15)。看護師は、リフレクションでの省察を通して、他の看護師
を十分に見習い、新たな行動様式を身に付ける機会を得ていることが様々な研究で明らか
にされている。例えば、リフレクションが養護教諭 10 年経験者研修で自己効力感や職務
の価値の実感等を得ることに有効であることを示した平川俊功(2010)の報告 16)や、リフレ
クションが養護教諭の自己効力感や職務の価値観に正の影響を及ぼしていることを示した
松村環・秋光恵子(2014)の報告 17)が挙げられる。この養護教諭は、大別して看護系と教育
系の出身者がおり、看護系に看護師が含まれる。
自己効力感について、従来から A..Bandura(1977)は、成功経験を持つこと、他者の行動
を観察すること等が、この変動に関わると論考している 18)。これを保育・幼児教育の領域
に当てはめ、保育者効力感を高めようとするなら、保育者がお手本となる保育者の行動を
真似て、自己管理(マネジメント)において認知行動療法を活用し、小さな成功経験を積み
重ねていくことによって、保育者効力感の向上が期待できることになる。認知行動療法と
は、自己理解に基づく問題解決と、自己管理に向けた教授学習の過程である(坂野雄二,
2011)19)。認知行動論的技法及びリフレクションによって、保育者効力感の向上が期待で
きるならば、これらを導入した支援プログラムを開発することは、有効性が高いと考えら
20) 中田雅敏：「家庭教育の向上」, 日本家庭教育学会誌『家庭フォーラム』第 26 号, 4-12 頁, 2017 年.
21) 文部科学省：「家庭教育支援の具体的な推進方策について」,.http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/
__icsFiles/afieldfile/2017/04/03/1383700_01.pdf, 2017 年..(2018 年 4 月 8 日閲覧)
22) 西山・前掲書(3), 185-200 頁, 283-302 頁.
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れる。
そこで本節では先ず、現職保育者を対象とし、認知行動論的技法及びリフレクションに
基づいた支援プログラムを開発する。この支援プログラムを通して、参加保育者が、保育
者への役割期待を理解し、保育者効力感を向上させることができるかどうか検討する。支
援プログラムは園内研修として実施し、支援プログラム実施前、研修後、実施後における
現職保育者の保育者効力感の変化を中心に検討する。支援プログラムを通して、保育者へ
の役割期待を理解できたと思う保育者ほど、支援プログラム実施後の保育者効力感が高い
と考えられる。
Ⅱ．方法
１．支援プログラムのねらい
現在、家庭の教育力の衰退が顕著に現れ(中田雅敏,..2017)20)、その具体的な推進方策と
して、それぞれの個別の事情に寄り添う家庭教育と家庭教育支援を担う人材の確保が示さ
れている(文部科学省,..2017)21)。このことから保育者には、保護者にとって最も身近な専
門職として、家庭の実情に応答できる役割期待が大きい。また、保育者が「できそうだ」
と言う見通しや自信(保育者効力感)を持って子育て支援を担う力量を促進する、支援プロ
グラムの開発が求められると言える。本支援プログラムのねらいは、次の３点になる。①
子育て支援に関する保護者が示す保育者への役割期待を理解する。②自他の成功経験から、
保育者自身の行動目標を設定する。③日々の保育を肯定的な視点で自己管理し、保育者効
力感の向上を目指す。
２. 支援プログラム開発の手順
支援プログラム開発に先立ち、保育・幼児教育領域の支援プログラムにおいて、実証的
研究を概観した。支援プログラムの開発に当たっては、西山(2009)の認知行動論的技法を
基盤にした領域「人間関係」の保育者効力感に関する支援プログラム 22)を参考にした。し
23) Burns,.S..&.Bulman,.C..(2000):.Reflective practice in nursing: The growth of the professional practitioner..pp.1-13,.Black-
well Science,.Oxford.
24) Goodman, J.(1984): Reflection and teacher education: A case study and theoretical, analysis. interchanges,.15(3), pp.9-26,
American Psychological Association, Washington, D.C.
25) Gibbs,.G..(1988): Learning.by.doing: A guide to teaching and learning methods. Further Education Unit. Oxford Polytech-
nic, Oxford.
26) 東めぐみ：『看護リフレクション入門』, 23-35 頁, ライフサポート社, 2016 年.
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かし本節は、「子育て支援」に特化した支援プログラムの作成を試みるため、領域固有性
を考慮した修正と工夫が必要である。特に、保育者への役割期待を保育者が理解しなけれ
ば、役割期待と子育て支援が一致する質の高い支援へと繋がり難いと考えられる。そのた
め先ず、保育者への役割期待を理解するための支援プログラムのワーク「保育者への役割
期待」を用いる。ここで取り上げた内容は、第２章第１節で明らかになった子育て支援に
関わる保育者への役割期待の内容 13 項目である。これらの項目は、「連携と個別支援」「家
庭への援助・相談」「社会への発信・継承」の３つに大別される。
次に、段階を経て成功経験を振り返るリフレクションを用いる。リフレクションは、専
門職として期待されている実践力を育成する教授法である(S..Burns.&.C.Bulman,..2000)23)。
保育領域に近い看護領域では、既に J..Goodman(1984)24)、G..Gibbs(1988)25)等によって、リ
フレクションを行う過程が開発されている。その中でも、本節では、段階を進めて学ぶこ
とができる Gibbs(1988)の「リフレクティブ・サイクル」を参考にした。リフレクティブ・
サイクルは、記述・感覚・推論・分析・評価・行動計画の６段階によって構成されている
(東めぐみ,..2016)26)。これを、保育・幼児教育の現場に即すよう４段階に簡便化し、支援プ
ログラムのワーク「リフレクション」用紙(図１)を作成した。具体的な内容は、子育て支
援についての成功経験の認知、その出来事からの感情の想起、成功した保育の意味の推考、
自分と向き合って行動目標を設定することの４段階によって構成されている。参加保育者
が成功経験を語り合い、相互に良い影響を及ぼし易いように、グループワークを取り入れ
る。自他の成功経験を省察することによって、明日への行動目標を設定し、保育者への役
割期待の理解及び保育者効力感の向上を目指す。
さらに、研修後も子育て支援実践へ前向きに臨むことができるよう、毎日１分間マネジ
メント・ワークシート(181 頁資料２:⑥参照)を作成した。このワークシートに、「できた」
「少しできた」「今日はできなかった」というシールを貼るよう、参加保育者に求める。
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図１．支援プログラムのワーク「リフレクション」用紙
ワークシートに保育者の行動目標を書き、毎日１分間(週末のみ３分間)で行動目標と実践
を確認し、自分の「できそうな」行動目標が実践でどうであったかをリフレクションする。
これにより、保育者自身が自己管理し、見通しや自信を持った子育て支援に繋がることが
期待できる。支援プログラムの妥当性を確保するため、認知行動論的技法を用いて保育者
支援を実践している研究者に妥当性の検証を依頼しつつ開発を進めた。
Ⅲ．結果と考察
１．支援プログラムの概要と特徴
表１には、開発した支援プログラムの冊子(174 ～ 182 頁資料２:①～⑧参照)の概要を示
した。本支援プログラムは、保育者効力感の向上を図り、参加保育者が心軽やかに、誇り
とやりがいを持って働き続けることを促すことを目指す。そこで研修では、親しみ易く分
かり易くするために「かろやか支援プログラム」と命名した。本支援プログラムは、主に、
                                   
                                                                                                                                整理番号(       ) 
                                                                                                                                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
（１）子育て支援に関して ちょっとうまくいったエピソードを 
１つ書き出してみましょう！ 
(「13 の役割期待」カードから選んで考えましょう)    
リフレクション 
（２）その時 あなたは 何を感じ 何を 
考えましたか？ 
・ 
 
 
 
・ 
 
 
 
・ 
 
 
 
（3）何がよかったと思いますか？ 
(具体的な行動で考えてみましょう) 
・ 
 
 
・ 
 
 
・ 
 
 
（４）子育て支援に関して 他にこれか 
 ら何ができそうですか？ 
(日常の保育の中で あと少しで できそ 
うな 自分の行動目標を考えましょう) 
・ 
 
 
 
 
・ 
 
 
 
 
お名前： 
27) Blanchard, K. &.Johnson, S.(1982): The one minute manager. p.19, William Morrow &.Co, New York.
28) 西山・前掲書(3), 185-200 頁, 283-302 頁.
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表１. 支援プログラムのための冊子の内容及び構成
〈研修での説明項目〉
・表紙：１日１分間の振り返りについての目的を明示
・プログラムのねらい：自他の成功経験の語り合い等、４つの具体的なねらいを明記
・支援プログラムの過程：全体の見通しが付くように支援プログラムの過程を図式化
・行動目標づくり：身近で可能な行動目標の設定について、３つの要点を事例と共に記載
・１分間マネジメント：自己管理を行う大切さと継続のための工夫例を明示
・行動目標達成の要点：できた点に注目する等、目標達成の４つの要点を記載
・環境づくり：対処とサポーターについて、記入欄を設定
・同意書１：内容について説明し、参加保育者から同意と署名を得る
〈ワークシート〉
・ワーク「保育者への役割期待」： 13の役割期待カード作成のためのワークシート
・毎日１分間マネジメント・ワークシート：毎日シールを貼るための「頑張るゾウ」シート
・毎週末 ３分間マネジメント・ワークシート：週末に「できたこと」を記載する欄を設定
・１分間マネジメント・ワークシート シール：「頑張るゾウ」シートに貼る「実感シール」
・週末のご褒美（その１～その３）：継続へのご褒美を例示
〈資料〉
・支援プログラム研修内容：研修で使用するパワーポイント 36 コマを全て印刷
〈研修日当日提出物〉
・ワーク「リフレクション」：成功経験を振り返り、行動目標を記載する欄を設定
・同意書２：同意書１と同じ内容。参加保育者から同意と署名を得る
・質問紙：実施前及び研修後に記入を依頼
支援プログラムのワーク「保育者への役割期待」による子育て支援に関する保護者理解・
支援プログラムのワーク「リフレクション」による行動目標の設定から成る１回 90 分の
園内研修、及び子育て支援実践による毎日１分間のマネジメント(１か月間)から構成され
ている。支援プログラムの構成、冊子の内容、及びワークシートは、K..Blanchard.&.S.Johnson
(1982)27)・西山 28)を参考にした。
支援プログラムの特徴は先ず、実際に手にとって保育者への役割期待をみることができ
ることである。具体的には、保育者への役割期待の内容 13 項目が印刷された B4 版の用
紙を参加保育者全員に配付する。保育者自身が用紙を分割して、役割期待のカードを作成
する。カードを大切な順に並び替える。この経験によって、自己の子育て支援で大切にし
ていることを振り返る機会になる。次に、リフレクションを取り入れることによって、子
育て支援における成功経験を、他の参加保育者と共に学び合いながら、行動目標を設定で
きることである。さらに、支援プログラムを継続できるよう、園内研修後も、週１度の
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ショートメールによる支援者の継続的な遠隔支援を設定した。支援プログラムで使用する
全資料は、筆者がパーソナル・コンピュータで作成・印刷した後、A4 版ファイルに綴り、
参加保育者全員に配付した。図２には、冊子の外観を示し、図３には、支援プログラムの
過程を示した。
図２．支援プログラムの冊子の外観
図３．支援プログラムの過程
注) ショートメールは, 支援者による保育者への継続的支援を目的とする.
２．支援プログラムを評価する質問紙調査の内容
支援プログラムは、客観性及び信頼性の高い測定・評価によって、現場での援用が可能
になると考えられる。そこで、保育者への役割期待が理解でき、保育者効力感を向上でき
 
 
 
 
 
 
 ・保育者への役割期待の理解 
・リフレクション 
・行動目標の設定と説明 
・１分間マネジメントの説明 
・質問紙記入(実施前・研修後) 
・半構造化面接調査(追跡) 
 
  子育て支援実践 (１か月間) 研修(90 分) 
 
追跡 
(１か月間) 
研修後 追跡 実施後 実施前  
・１分間マネジメントの実施 
・ワークシートによる自己評価 
・ショートメールによる遠隔的 
支援(研修後～実施後) 
・質問紙記入(実施後) 
29) 三木ら・前掲論文(11), 203-211 頁.
30) 大森弘子：「育児不安を抱える保護者が示す保育者への役割期待」,.日本応用教育心理学会誌『応用教育心理学研
究』, 第 33 巻第 2 号, 15-26 頁, 2017 年.
31) 本節では, 保育理念, 運営方針などに偏りがなく, 一般的な中規模認可保育所を選定し, 予備的に検討を行った. 初任保育
者, 中堅保育者, 熟練保育者から広く参加を期待したが, 今回, 勤務の都合で中堅保育者の参加はなかった. したがって, 対
象を拡大し検証するという課題が残る.
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たかどうかを測るために、調査用紙を準備した。具体的には、支援プログラム実施前、研
修後、実施後の各時点に、効果測定を行い、質的分析と合わせて実証的検証を行った。調
査用紙の回答は無記名ではあるが、短期縦断的なデータとして使用するため、整理番号を
付けた。参加保育者の状況等を問う項目として「性別」「年齢」「保育経験年数」「担当ク
ラス年齢」等の記入を求めた。
保育者効力感を測定する先行研究の中から、三木・桜井(1998)の保育者効力感尺度 10
項目 29)を用いた。回答は「ほとんどそうは思わない」「あまりそうは思わない」「どちらと
もいえない」「ややそう思う」「非常にそう思う」の５段階評定(１～５点)で得点化した。
保育者への役割期待として、保育者への役割期待の内容 13 項目 30)を用いた。回答は「全
くそうは思わない」「あまりそうは思わない」「どちらともいえない」「少しそう思う」「非
常にそう思う」の５段階評定(１～５点)で得点化した。
子育て支援との関連を検討するため、「（保育者への役割期待の)理解度」「（現在の保育
の)充実度」「（良い変化が得られると思う)結果の予期」を質問項目に加え、回答は０～ 100
点で得点化を求めた。より良い支援プログラムに改善するため、調査用紙の最後に自由記
述欄を設け、支援プログラムの感想、意見、改善点等の記入を求めた。
３．対象と時期
近畿圏の私立保育所で働く現職保育者５名を対象とした 31)。全員女性で、１年目から 35
年の保育経験年数がある保育者であった。表２には、支援プログラムへの参加保育者一覧
を示した。支援プログラム実施前・研修後・実施後の各時点に、質問紙調査を実施した。
調査用紙、封筒等を準備し、筆者又は主任保育者を通して参加保育者に配付した。時期は、
2017 年８月から 2017 年 10 月であった。2017 年 10 月に、支援プログラムの効果や改善点
を詳細に把握するため、支援プログラム実施後から１か月以内に約 30 分～１時間程度の
半構造化面接を行った。質問内容の方向性は、支援プログラムを通しての保育者の変化と
改善点であり、参加保育者の語りに沿って情報を得る機会とした。実施場所は、保育所内
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表２．支援プログラムへの参加保育者一覧
保育者名 (年齢) 特徴
保育者A (25) 福祉系保育士養成の大学を卒業後、自宅から近く小規模が決め手となり、私立 F
保育所に就職。３年間継続勤務。３歳児保育の担任。
保育者B (56) 保育士養成の短期大学を卒業後、私立 F 保育所に就職。30 年間の継続勤務を経
て５年前から主任。
保育者C (22) 福祉系保育士養成の大学を卒業後、私立 F 保育所に就職。着任１年目(４か月間
継続勤務)。１歳児保育の担任。保育士以外に社会福祉士受験資格を持つ。
保育者D (43) 保育士養成の短期大学を卒業後、自宅から近い私立 F 保育所に就職。１度の育
児休暇を取りながら 23 年間継続勤務。５歳児保育の担任。
保育者E (49) 保育士養成の短期大学を卒業後、自宅から近い私立 F 保育所に就職。２度の育
児休暇を取りながら 29 年間継続勤務。０歳児保育の担任。
の面接室であった。
４．保育者効力感と保育者への役割期待の理解の変化
表３には、参加保育者毎の保育者効力感、保育者への役割期待の理解、理解度の変化を
示した。追跡における半構造化面接の結果も含めて、以下に、新任保育者(保育者 A、C)
と熟練保育者(16 年以上の保育経験者)(保育者 B、D、E)に分けて、詳細に検討する。
保育者 A、C の保育者効力感は、実施前 29 とともに参加保育者の中で最も低かった。
表３．保育者毎の保育者効力感、保育者への役割期待の理解、及び理解度の変化
保育者名 (年齢) 項目 実施前 研修後 実施後
保育者A (25) 保育者効力感 29 33 36
保育者への役割期待の理解 40 42 45
理解度 40 70 60
保育者B (56) 保育者効力感 40 40 40
保育者への役割期待の理解 52 56 52
理解度 90 90 70
保育者C (22) 保育者効力感 29 30 29
保育者への役割期待の理解 25 40 35
理解度 15 20 30
保育者D (43) 保育者効力感解 31 37 39
保育者への役割期待の理解 38 46 48
理解度 20 30 50
保育者E (49) 保育者効力感 32 34 37
保育者への役割期待の理解 37 45 44
理解度 40 50 80
32) 西山・前掲書(3), 116-131 頁.
33) 横川和章・中山みき子：「保育者効力感に関する研究―組織を視野に入れた効力感に着目して―」,『日本教育心
理学会第 58 回総会発表論集』, 18 頁, 2016 年.
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この保育者効力感について、領域「人間関係」の保育者効力感が初任期に最も低くなると
の報告(西山)32)や、初任者群に比べて中堅群、熟練群で有意に高いとの報告(横川和章・
中山みき子,..2016)33)等、保育者の保育経験年数と保育者効力感が関連しているとの先行研
究と一致する。保育者 A の保育者効力感は、実施前 29 →研修後 33 →実施後 36、と確実
な向上を示した。一方、保育者 C の保育者効力感は、実施前 29 →研修後 30 →実施後 29、
とほとんど変化を示さなかった。同じ新任保育者であっても保育者の属性等によって、支
援プログラムの効果に違いがあると言える。例えば、支援プログラムのワーク「保育者へ
の役割期待」を大切な順に並び替える際、保育者 A を含む他の参加保育者は、「保護者の
子育て支援に関して共感する力がある」を最初の３つ以内に挙げた。図４・５に支援プロ
グラムのワーク「保育者への役割期待」の様子を示した。その様子を観察していた保育者 A
は、１年目の保育者 C が子育て支援を大きく捉え過ぎていると感じたこと、福祉系大学
での子育て支援の学びが虐待中心で現場との乖離を感じたこと、自分の成長に気付いたこ
とを面接で語った。また、保育者 A は、運動会での組み体操を保護者から褒めてもらえ
た成功経験、トイレットトレーニングを成功させるために必要な要点を保護者に伝えて感
図４. 支援プログラムの様子① 図５. 支援プログラムの様子②
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謝された経験等、次々と成功経験を面接で語った。保育者 A は、支援プログラムのワー
ク「リフレクション」で先輩や同僚の成功経験を初めて聞く機会を持ち、過去の成功経験
を想起し、親子の笑顔を思い出し、保育者効力感を高める手立てに気付くことができたと
言える。
新任保育者の役割期待の理解(理解度)は、保育者 A が実施前 40(40)→研修後 42(70)→
実施後 45(60)、保育者 C が実施前 25(5)→研修後 40(20)→実施後 35(30)であった。保育者 A、
C ともに、実施前より研修後の方が、保育者への役割期待の理解(理解度)の向上がみられ
た。保育者への役割期待を理解するには、研修が有効であることが示された事例と言える。
熟練保育者の保育者効力感、及び保育者への役割期待の理解について、表３から、保育
者 B の保育者効力感は、実施前 40 →研修後 40 →実施後 40、と高いまま維持し続けた。
保育者 B の保育者への役割期待の理解(理解度)は、実施前 52(90)→研修後 56(90)→実施
後 52(70)、と実施後に低下した。保育者 B の行動目標が「苦手な保護者を見かけたら必
ず声をかける」と、具体的で身近な行動目標となっていた。保育者 B は「苦手な保護者
への声かけが苦しかった」「保護者と会えない日があった」と面接で語った。また、支援
プログラムのワーク「リフレクション」で語られたような成功経験(靴を履くことを嫌が
って保護者を困らせた子どもに、「靴が寂しがるよ」という声かけをして保護者から喜ば
れたこと)が最近できていないことを残念がった。さらに保育者 B は、褒められると保育
者も成長することに気付き、参加保育者同士で励まし合ったと言う。しかし、「研修後の
ショートメールを通しての支援だけでは不十分」と支援プログラムの改善点を面接で訴え
た。このような事例の場合、日々の保育の中で可能な行動目標に変えるような支援者によ
る助言と、行動目標の達成を励まし褒める支援者をさらに増やす必要があったと考察でき
る。
保育者 D の保育者効力感は 31、保育者 E の保育者効力感は 32、と新任保育者と同じよ
うに低かった。「新任保育者に子育て支援の指導をしなければならない年齢であるが、保
護者対応の際、園代表として話をしなければと意識しすぎて上手く話せない」「保護者か
らの苦情を恐れてしまう」等、子育て支援への厳しい意見が出された。熟練保育者であっ
ても、子育て支援実践に苦心している現状が、保育者 D、E の結果を通して推察された。
支援プログラムのねらいは、子育て支援をする上で必要となる保育者効力感の向上、及
び保育者への役割期待の理解であった。表３から、支援プログラムの有効性を示す保育者
効力感の向上、及び保育者への役割期待の理解は、保育者 A、D、E の３名の事例で明ら
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かになった。一方、支援プログラムの効果がみられなかった保育者 B は、実施前から保
育者効力感、及び保育者への役割期待の理解が極めて高く、保育者 C のそれらは極めて
低かった。総じて保育者への役割期待を理解できている参加保育者ほど、保育者効力感が
高く、理解できていないほど保育者効力感が低いと言える。
５．支援プログラムの副次的な効果
支援プログラムの別の効果を検討するため、充実度及び結果の予期を０～ 100 点で得点
化を求めた。
実施前の全項目得点が低い保育者 C の充実度は、低いままで変化がなかった。それ以
外の参加保育者４名の充実度は、実施前よりも実施後の方が、確実に向上した。これは、
自他の成功経験から保育の見通しや自信が持てたことに要因があると考えられる。例えば、
保育者 A は、役割期待のカードを毎日持ち歩き、「子育て支援が実施前よりよく分かって
きた」と面接で語った。また、保育者 D は「子育て支援ができていないと思っていたが、
研修で保育者 B に自分が気付かなかった成功経験を教えてもらい、保護者の役に立って
いると実感できた」、保育者 E は「成功経験を伝えるということに困ってしまったが、周
りの意見や事例を聞き、改めて思い返す良い機会だった」と面接で語った。保育者効力感
の変化は、現在の保育の充実度と関連すると考えられる。
もう１つの副次的な効果として、支援プログラムは、保育者の良い変化が得られるとの
予測である結果の予期が向上し、それによって子育て支援に取組む意欲が育まれると考え
られる。具体的に、保育者 A、B の結果の予期は、共に 80 の高得点を維持した。また、
他の参加保育者は、研修後よりも実施後の方が、結果の予期が確実に向上した。特に、支
援プログラムの効果があまりみられなかった保育者 C の結果の予期が、研修後 20 →実施
後 50 と急上昇した。これは、取組易いよう工夫された冊子を提供したことが要因の１つ
と考えられる。例えば、子育て支援において、園では親子が元気に楽しく園生活が送れる
ように、子どもに人気のある動物や乗り物の挿し絵を出席カードに貼ることが多い。それ
に着想を得て、冊子を参加保育者全員に提供した。実施後の保育者 A の自由記述に、「目
で見て分かるワークシートのシールがあると、実感もより湧いて次の日の目標にもなる」
と、意欲に繋がったとの感想が述べられた。また、保育者 C は、「子育て支援に積極的に
関わっていきたいが、子育てに関わる知識や経験が不足していて、どのようにすれば良い
のか分からない」「園に迷惑ばかりかけている」という否定的な気持ちと同時に、「毎日
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振り返ることが自信に繋がることが分かった」と肯定的な気持ちも面接で語った。
以上、本節では、認知行動論的技法とリフレクションに基づき、子育て中の家庭の支援
を担う保育者への支援プログラムを開発した。これにより現職保育者が、支援プログラム
を通じて子育て支援をする上で必要となる保育者効力感の維持向上、及び保育者への役割
期待の理解を図ることを目指した。支援プログラムは、主に、１回 90 分の園内研修及び
毎日１分間のマネジメント(１か月間)から構成されていた。また、実証的検証に繋げるた
め、質問紙を準備した。その結果、主に次のような点が明らかになった。
第１に、支援プログラムに参加した現職保育者は、実施前よりも研修後の方が、保育者
への役割期待の理解が確実に高まっていた。保育者は、今日１日を「あの時どうすれば良
かったのか」「ああすれば良かった」と思い巡らせ、明日の保育に向かっていく。支援プ
ログラムによって、保護者支援に繋がる行動目標を考えることで、保育者への役割期待の
理解も深まったと推察される。
第２に、参加保育者は、日々の保育から離れ、リフレクションによって、過去の成功経
験を想起し、保育者効力感を高める手立てに気付くことができた。また、その後の行動目
標を考える要点を把握することができた。
第３に、役割期待のカードや取組易いよう工夫された冊子を活用して、参加保育者の多
くは、充実度及び結果の予期を向上させた。これは、参加保育者が相互に支援者になって、
研修及び子育て支援実践を終了させた達成感に要因があると考えられる。支援プログラム
によって、保育者が共に声を掛け合い、成功経験を伝え合い、見通しや自信が持てる保育
ができることが推察された。
しかしながら、熟練保育者であっても、子育て支援の実践に苦慮していることが示唆さ
れた。また、実施前から保育者効力感の高い熟練保育者や、１年目の新任保育者の場合、
支援プログラムの効果があまり現出されなかった。そこで次節では、支援プログラムの効
果を統制群との比較において検証する。
1) 大方美香：「子育て支援に求められる保育者の専門性」,.(神長美津子・湯川秀樹・鈴木みゆき・山下文一/編著：
『専門職としての保育者』), 150 頁, 光生館, 2016 年.
2) 手島幸子：「保育者における保護者からのストレスとソーシャルサポート」,『心理相談センター年報』第 6 号,.
33-41 頁, 2011 年.
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第２節 子育て支援を促す保育者支援プログラムの実施
とその効果
Ⅰ．支援プログラムの予備調査とその効果
本節では、開発した支援プログラムを実施し、支援プログラムによる、保育者効力感、
役割期待の理解等への変化を短期縦断的に捉える。また、その変化を統制群との比較によ
り検証する。さらに、支援プログラムによる効果の検証を踏まえ、支援プログラムの実践
に向けての留意点と課題について考察する。
我が国において、子育て支援は、国全体の課題となり、各自治体の人口増減や活性化へ
の取組の軸にもなっている(大方美香,..2016)1)。子育て支援の大部分は、保護者にとって最
も身近な専門職である保育者が担っている。しかしながら、熟練保育者であっても、子育
て支援に関する成功経験が想起できず、子育て支援に苦慮していることが、前節の予備調
査で見出されている。熟練保育者は、問題解決が困難な保護者対応を任されることが多い
が、保護者が示す保育者への役割期待を十分に理解し関わることは、熟練保育者でも難し
い。また、日々の生活の中で保育者は、保護者に対して十分な実効性のある関わりができ
ないという、子育て支援へのもどかしさを感じることもある。さらに保育者は、保護者の
高圧的態度や苦情、及び子育てに対する保護者の無理解や無関心をストレスに感じることもあ
る。手島幸子(2011)は、保護者対応に時間を取り、その結果、保育業務に支障をきたし、
それがまた保育者のストレスに繋がると指摘している 2)。これでは、保育者が子育て支援
に関する専門性を向上させながら、効力感(見通しと自信)を持って働き続けることは難し
い。
子育て支援に関わる支援プログラムについては、国内外において親子を対象とした実践
がある程度蓄積されている。例えば、子育てに積極的に関わろうとする対処法により、自
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3) Hastings,.R.P.,.Kovshoff,.H., Brown,.T., Ward,.N.J., Espinosa,,F.D..&.Remington,,B..(2005): Coping strategies in mothers
and fathers of preschool and school-age children with autism. Autism. 9, pp.377-391, SAGE Publishing, California.
4) 藤原直子・大野裕史・日上耕司・久保義郎・佐田久真貴・松永美希：「「気になる子」を担任する幼稚園教諭へ
の集団コンサルテーションプログラムの効果」, 日本認知・行動療法学会誌『行動療法研究』第 36 巻第 2 号, 159-173
頁, 2010 年.
5) Kennett,.D.J. & Gail,.C.(2012). A Reappraisal of the Nobody's Perfect Program. Journal of Child and Family Studies. 21
(2), pp.228-236. Springer Science & business media, Heidelberg.
6) Upshur,C.C.,..Heyman,M...&..Wenz-Gross,M.(2017). Efficacy trial of the Second Step Early Learning(SSEL)curriculum:
Preliminary outcomes. Developmental Psychology,..50...pp.15-25. American Psychological Association, Washington, D.C.
7) 大森弘子：「子育て支援を促す保育者支援プログラムの開発」,.日本家庭教育学会誌『家庭教育研究』第 23 号,.13-
24 頁, 2018 年.
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閉症児の保護者のストレスが低下し、精神的健康が良好になることが米国で報告されてい
る(R.P..Hastings,.et.al.,..2005)3)。また、行動療法に基づいた集団コンサルテーションプログ
ラムを実施した結果、気になる子どもの行動に改善がみられ、保育者のストレスが軽減し、
保育者効力感が向上した日本の報告も少ないながら散見される(藤原直子ら,..2010)4)。さら
に、虐待予防を目的としてカナダで開発された Nobody's perfect program(e.g.,..Kennett.&
Gail,..2011)5)、円滑なコミュニケーションが取れる子どもを育てることを目的として米国
で開発された Second Step(e.g.,..Upshur, Heyman & Wenz-Gross,..2017)6)等の支援プログラム
の実践が知られている。これらの実践的な先行研究からは、理論的裏付けを持ち、目的を
焦点化した支援が有効と言える。また、総じて肯定的な働きかけに基づくエンパワメント
が基本的に重要と考えられる。ただし、これらの実践報告や研究には、保護者がどのよう
な支援者への役割を期待しているか、という点には必ずしも焦点が当たっていない。
そこで前節において、役割期待を学ぶ機会を取入れ、認知行動論的技法とリフレクショ
ンに基づいた子育て支援を担う支援プログラムを開発した。試行の結果、支援プログラム
に参加した保育者は、保育者への役割期待、すなわち「連携と個別支援」「家庭への援助・
相談」「社会への発信・継承」の３つの内容の理解を踏まえ、相応しい行動目標の設定と
リフレクションにより自らの保育者効力感を高める手立てに気付くことが示された。ただ
しこの研究は、あくまでも５名の現職保育者からの結果であり、対象を増やして検証を重
ねる課題が残った 7)。
以上を踏まえ、本節では、より多くの現職保育者を対象に支援プログラムを実施し、そ
の効果を検証する。具体的には、保育者が主体的に実践していく上で不可欠な保育者効力
感等の向上を目指す。この支援プログラムでは、保護者が示す保育者への役割期待の内容
について学ぶ機会も提供され、参加保育者の目標設定などに役立てられる。保育者効力感
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8) 三木知子・桜井茂男：「保育専攻短大生の保育者効力感に及ぼす教育実習の影響」,,日本教育心理学会誌『教育心
理学研究』第 46 巻第 2 号, 203-211 頁, 1998 年.
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等は数値化され、統制群との比較により、詳細に検討を加える。
Ⅱ. 方法
１．対象と時期
対象の実験群は、近畿圏の園(私立幼稚園３園・私立保育所３園)で働く現職保育者であ
る。質問紙調査は、支援プログラム実施前・研修後・実施後(研修から１か月後)・追跡(研
修から２か月後)の計４回実施した。30 名(男性１名・女性 29 名)の保育者から４回全て
に回答があった。また、匿名性を保持するため、調査用紙に整理番号を付け、回答後に無
地の封筒の中に入れるよう求め回収した。実施後と追跡においては、留置法で回収した。
統制群は、近畿圏の園(私立幼稚園２園・私立保育所４園)で働く現職保育者である。質
問紙調査は、研修の時期に合わせて、自記式調査用紙、封筒等を準備し、園長又は主任保
育者を通して保育者に調査協力を依頼した。その後、協力の同意を得た 60 名(男性１名・
女性 59 名)の保育者から１回目の質問紙への回答を得た。継続して１か月後と２か月後に、
同じ 60 名の保育者に質問紙調査を依頼したところ、47 名の保育者(男性１名・女性 46 名
；１年目～ 34 年の保育経験年数)から３回全てに回答があった。この 47 名を統制群候補
とした。
実験群と統制群の調査時期はともに、2017 年８月から 2017 年 12 月であった。
２．内容
支援プログラムによる効果を、多面的に検証するため、対象をさらに増やし、項目を２
項目(遂行への自信と自己評価)追加した調査用紙(183 ～ 184 頁資料３参照)を準備した。
回答は無記名ではあるが、短期縦断的データのための整理番号を付けた。保育者の属性と
保育状況を問う項目として「性別」「年齢」「保育経験年数」の記入を求めた。支援プロ
グラムによる現職保育者の変化を捉えるため、次の６項目の内容を調査用紙に組み込み、
分析に必要な従属変数とした。
［１］保育者効力感：三木知子・桜井茂男(1998)による保育者効力感を測定する尺度 8)で
あり、10 項目から成る。本研究の保育者効力感の定義は、三木・桜井(1998)による「保
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9) 大森弘子：「育児不安を抱える保護者が示す保育者への役割期待」,.日本応用教育心理学会誌『応用教育心理学研
究』, 第 33 巻第 2 号, 15-26 頁, 2017 年.
10) 二村英幸：「個と組織を生かすキャリア発達の心理学―自律支援の人材マネジメント論―」, 46 頁, 金子書房, 2009.
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育場面において子どもの発達に望ましい変化をもたらすことができるであろう保育的行為
をとることができる信念」である。回答は「ほとんどそうは思わない」「あまりそうは思
わない」「どちらともいえない」「ややそう思う」「非常にそう思う」の５段階評定(１～
５点)で得点化した。
［２］役割期待の理解：大森弘子(2017)による十分な統計的検証がなされた「保育者への
役割期待の内容」 9)13 項目である。回答は、「全くそうは思わない」「あまりそうは思わな
い」「どちらともいえない」「少しそう思う」「非常にそう思う」の５段階評定(１～５点)
で得点化した。
［３］支援プログラム実施による保育者の変化や心理状態：保育者の変化や心理状態を多
面的な視点で捉え直すため、「(子育て支援に関わる保育者への役割期待の)理解度」「(現
在の)保育の充実度」「（見通しを持って子育て支援の業務を行っていく)遂行への自信」
「(子育て支援に関わる保育者としての力量の)自己評価」の４項目を設定し、０～ 100 点
で得点化を求めた。分析には、SPSS Statistics 24.0J を用いた。
前節では主に、保育者効力感、役割期待の理解、及び理解度の変化に注目した。また、
保育の充実度にも注目した。なぜなら保育の充実度は、支援プログラムによる子育て支援
の捉え方の変化、及び設定した行動目標の状況をみるために必要であったからである。
しかしながら、支援プログラムによる効果として重要なものが他にもあると考えられた。
そこで、他の諸変数も組み込み、支援プログラムによる効果を包括的に検討できるように、
本節では「遂行への自信」「自己評価」の２項目を追加した。第１に、遂行への自信は、
保育者への役割期待を理解し、行動目標を持って実践できると思う可能性の認知をみるた
めに用いた。保育者効力感が向上するにつれて、保育者は子育て支援に関する自信を深め、
的確な支援を行う可能性が高くなる。つまり、遂行への自信は、保育者が子育て支援にお
いて必要な支援をうまく遂行できる自信を直接的に尋ねるために追加した。第２に、自己
評価は、自他の成功経験の振り返りによる効果と達成感を検討するために用いた。効力感
は自己評価という側面を含んでいる。ここでの自己評価とは、自分自身による自己能力の
主観的な評価である(二村英幸,..2009)10)。
対象の現職保育者には、データは全て統計的に処理し、個人を特定することはないこと
第３章第２節
11) 一般社団法人日本保育学会倫理綱領ガイドブック編集委員会/編：『保育学研究倫理ガイドブック』,.フレーベル館.
1-96 頁, 2008 年.
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等を伝え、同意を得た上で調査を実施した。また、実施に関わる配慮等は、日本保育学会
(2008)の倫理基準 11)に準じ、佛教大学「人を対象とする研究計画等審査」倫理審査委員会
の承認(H29-21)を事前に受けた。
３．支援プログラムにおける研修の概要
支援プログラムのねらいと概要は、前節に詳しく記載している。そのためここでは、支
援プログラムの概要のみ示し、今回の改善点や、研修のファシリテーター（以下、「促進
者」と略す）の留意点を述べる。
先ず図１には、子育て支援に関わる保育者支援プログラムの過程を示した。予備調査で
は、追跡において半構造化面接を実施した。一方、本節では、支援プログラムによる日々
の子育て支援実践への効果を検証するため、追跡においても短期縦断的に質問紙調査を実
施する。支援プログラムは、90 分の研修、及び子育て支援実践に伴う毎日１分間(週末３
分間)の自己マネジメント(１か月間)から構成されている。研修は、支援プログラムの最
初に位置付けられ、支援プログラムにおける研修の概要を表１に示した。
研修は、支援プログラムの最初に位置付けられ、大別するとワーク「保育者への役割期
待」による保護者理解、及びワーク「リフレクション」による行動目標の設定の２つから
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・保育者への役割期待の理解 
・リフレクション 
・行動目標の設定と説明 
・１分間マネジメントの説明 
・質問紙記入(実施前・研修後) 
・質問紙記入 
(追跡：研修２か月) 
 
  子育て支援実践 (１か月間) 研修(90 分) 
 
追跡 
(１か月間) 
研修後 追跡 実施後 実施前  
 ○           ○                ○                ○ 
○           ―                ○                ○ 
・１分間マネジメントの実施 
・ワークシートによる自己評価 
・ショートメールによる遠隔的 
支援(研修後～実施後) 
・質問紙記入(実施後) 
実験群
統制群
図１. 子育て支援に関わる保育者支援プログラムの過程
注) 上部の○は質問紙の記入を行い, ―は行っていないことを表す. ショートメールは, 保育者に継続を促す
ことを目的とし, 週１回, 短いメッセージを送信した.
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表１．支援プログラムにおける研修の概要
〈支援プログラムにおける研修〉
① 挨拶と実施前調査用紙記入：挨拶を交わし、実施前調査用紙への回答を依頼する(約８分)。
② 支援プログラムの主旨説明：保育者効力感の向上を目的とした支援プログラム、及び倫理的
配慮について説明する(約５分)。
③ ワーク「保育者への役割期待」：13 の役割期待カードを作成し並び替えるように促す(約８
分)。
④ ワーク「リフレクション」：子育て支援に関わる自他の成功経験を話し合うように促す(約 30
分)。
⑤ 行動目標の設定：子育て支援に関わる身近で可能な行動目標の立て方を説明し、参加者が行
動目標を設定する(約 30 分)。
⑥ １分間マネジメント：自己管理を行う大切さと継続のための工夫例を説明する(約４分)。
⑦ 研修後調査用紙記入：研修後調査用紙への回答を依頼する(約５分)。
構成されている。支援プログラムは、主体的に持続して子育て支援に向き合える保育者効
力感の向上を最終的な目的としている。また研修のねらいは、リフレクションによって過
去の成功経験を想起し、保育者が子育て支援における実現可能な行動目標を設定すること
としている。研修の促進者は、人と人との触れ合いから良い研修が生まれるということを
念頭に置いて、穏やかな居心地の良い雰囲気で研修が開始できるよう努めた。具体的には、
静かな個室を用意し、研修の促進者は、保育者がリラックスできるような優しい声掛けを行
い、喫茶の準備をし、最初に元気が出るような音楽(182 頁資料２：⑧参照)を流した。
支援プログラムの研修(90 分)は、促進者による挨拶と主旨説明(研修の様子：図２)を
経て、参加保育者から同意を得た上で、調査用紙への回答を依頼した(表１の①②)。
図２．支援プログラムにおける研修の様子
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12) 西山修：『保育者の効力感と自我同一性の形成―領域「人間関係」について―』, 185-200 頁, 風間書房, 2009 年.
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１つ目のワーク「保育者への役割期待」は、13 項目から成る保育者への役割期待のカ
ードを作成し、当該カードを大切だと考える順に並び替えるものである。当該ワークによ
り、参加保育者が、保護者が示す保育者への役割期待を理解できる場とした(表１の③)。
２つ目のワーク「リフレクション」は、子育て支援における自他の成功経験を保育者同
士で主体的・対話的に学び合うものである。当該ワークにより、参加保育者が、自他の成
功経験を共有するとともに、保育者への役割期待と照らし合わせることで、保育者に何が
求められているかを実感できる場とした(表１の④)。保育者が自他の成功経験を認知し、
自らの役割期待を再確認した上で、これからできそうな子育て支援に関しての行動目標を
考える場を設けた(表１の⑤)。
保育者は、自ら設定した行動目標にしたがって、子育て支援実践に取組むことになる。
その際に実施する１分間自己マネジメントについて説明した。説明に当たっては、行動目
標を持って子育て支援実践に取組み、毎日の保育をリフレクションして自分の行動目標と
行動が一致しているかどうかを確認することを要点とした。その際、認知行動論的技法を
援用した。なお、一致していない場合とは、行動目標が高い場合や保護者に適当でない場
合が多く、「できそうな」行動目標に修正することも可能である旨の説明をした。また、
「毎日１分間マネジメント・ワークシート」の活用法や、継続を促すことを目的とした週
１度のショートメールを送信することについて伝えた(表１の⑥)。研修後に、調査用紙へ
の回答を求めた(表１の⑦)。
ワークシート等は、西山修(2009)12)を参考に作成した。支援プログラムで使用する全資
料は、筆者が(パーソナル・コンピュータで)作成・印刷した後、A4 版ファイルに綴り、
参加保育者全員に配付した。
Ⅲ. 結果と考察
１．実験群と統制群の設定
実験群は、調査用紙の回答に不備があった保育者と、研修中に保護者対応のため中座し
た保育者を除き、28 名(男性１名・女性 27 名；幼稚園 14 名・保育所 14 名；平均年齢
29.50、標準偏差 10.70)とした。実験群の保育経験年数は１年目から 34 年、保育経験年数
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の平均値は 7.82(標準偏差 8.93)であった。
統制群候補の中から、保育者の属性(保育者数、男女の別、年齢、及び保育経験年数)に
よりマッチングを行い、28 名(男性１名・女性 27 名；幼稚園 12 名・保育所 16 名、平均
年齢 29.96；標準偏差 9.94)を統制群として最終的に選定した。統制群の保育経験年数の平
均値は 7.61(標準偏差 7.75)であった。前節の予備調査と同様に、保育経験年数０～５年を
初任保育者、６～ 15 年を中堅保育者、及び 16 年以上を熟練保育者とした。実験群・統制
群は、それぞれ初任保育者 16 名、中堅保育者８名、熟練保育者４名と同数であった。
支援プログラム実施前の実験群と統制群の特徴を検討するため、群(実験群、統制群)を
独立変数、実施前の両群の年齢、保育経験年数、保育者効力感、役割期待の理解、理解度、
保育の充実度、遂行への自信、及び自己評価を従属変数とする１要因分散分析を行った。
その結果、全てにおいて有意でなく(順に、F(1,54)=.03,..n.s.；F(1,54)=.01,..n.s.；F(1,54)=2.03,..n.s.；
F(1,54)=.16,..n.s.；F(1,54)=.13,..n.s.；F(1,54)=.08,..n.s.；F(1,54)=.50,..n.s.；F(1,54)=.02,,,n.s.)、この段階
で２群は等質であると言える。
実験群の保育者には、実施前・研修後・実施後・追跡の４回、調査用紙への回答を求め
た。統制群の保育者には、実験群の研修と調査用紙に答える時期に合わせ、実施前・実施
後・追跡の３回、調査用紙への回答を依頼した。実験群の実施前と研修後は同日(研修日)
である。また、両群(実験群・統制群)の実施前と実施後、及び実施と追跡の間には、約１
か月の間隔をおいている。
２．実験群の行動目標
支援プログラムにおける行動目標とは、日々の子育て支援の実践に関わる具体的で小さ
な目標である。研修において、保護者が示す保育者への役割期待について学び、自他の成
功経験からどのようなことができるかを考えた上で、保育者自身が達成したい行動目標を
設定した。表２は、実験群の保育者が設定した行動目標の一部である。これらは、支援プ
ログラム終了後に回収したワーク「リフレクション」のワークシートから抜粋したもので
ある。
実験群の保育者は、保育者への役割期待を理解し、概ね適切で実現可能な子育て支援を
立てることができていた。また、保育者には、行動目標が達成できた時の自分へのご褒美
や、毎日１分間のマネジメントの継続を阻害する要因への対処法も考えるように促した。
さらに、研修の促進者は、支援プログラムを応援する周りの支援者(園長・主任保育者・
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表２. 実験群の保育者が設定した行動目標の一部
・子どもの成長に添えて、園での楽しかった出来事(エピソード)を保護者に伝える。
・全ての保護者に笑顔で明るく接する。
・保護者に一歩踏み込んだ話をする。
・あまり声をかけられないでいる保護者に話しかける。
・送迎時に会う保護者に子どもの出来事(エピソード)を伝える。
・保護者に子どもの良い所や頑張ったところを伝える。
・家庭での子どもの様子を保護者に伺う。
・(園バス送迎のため)１週間に１度は保護者に電話をする。
・保護者に伝えることができるように、子どもの「ここだ」という特徴を掴む。
同僚等)を増やすこと、行動目標達成時に褒めるように支援者に頼むこと、及び毎日１分
振り返るために冊子を目に付く場所に置くことを留意点として説明した。
３．支援プログラム実施による効果の検証
表３は、群毎の保育者効力感等の平均値と標準偏差を示したものである。支援プログラ
ムは、子育て支援に関わる保育者効力感の向上を目指している。以下で、支援プログラム
表３．群毎の保育者効力感等の変化
従属変数 実施前 研修後 実施後 追跡 
 
保育者効力感 
 
 
役割期待の理解 
 
 
理解度 
 
 
保育の充実度  
 
 
遂行への自信  
 
 
自己評価 
 
実験群  31.14(16.12) 
統制群  33.50(16.25) 
 
実験群  39.79(19.73) 
統制群  40.71(17.37) 
 
実験群  51.61(15.82) 
統制群  49.82(22.28) 
 
実験群  59.29(16.43) 
統制群  60.71(20.85) 
 
実験群  48.29(17.83) 
統制群  44.64(20.81) 
 
実験群  45.18(19.32) 
統制群   44.46(20.61) 
 
33.00(14.88) 
― 
 
41.18(16.45) 
― 
 
59.29(15.74) 
― 
 
― 
― 
      
54.46(17.29) 
― 
 
46.43(16.60) 
― 
 
34.39(14.93) 
32.71(16.30) 
 
41.96(17.28) 
40.14(17.16) 
 
59.11(17.90) 
48.93(19.07) 
 
66.25(18.74) 
60.89(18.01) 
 
54.46(18.82) 
43.57(19.05) 
 
51.43(16.60) 
45.36(20.50) 
 
34.39(15.43) 
33.11(16.62) 
 
42.25(17.19) 
39.93(18.93) 
 
58.75(17.51) 
50.54(18.92) 
 
68.00(20.02) 
60.00(18.51) 
 
57.50(15.18) 
48.21(14.92) 
 
52.32(17.01) 
46.96(19.21) 
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注）実験群 n=28, 統制群 n=28. ―は質問紙への記入を行っていないことを表す.
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による保育者効力感等の諸変数への効果を詳細に検討する。
(１)保育者効力感への効果
支援プログラム実施による「保育者効力感」への効果を検討するために、独立変数を群
(実験群、統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混合計画の２要因分散分析を行っ
た。その結果、群×時期の交互作用が有意であった(F(1.58,85.33)=13.03,..p<.001)。群要因の主
効果は有意でなく(F(1,54)=.02,.n.s.)、時期要因の主効果が有意であった(F(1.58,85.33)=6.31,.
.p<.01)。
そこで次に、時期要因の各水準における群要因の単純主効果の検定を行った。その結果、
実施前、実施後、追跡のすべての水準において単純主効果が有意ではなかった(順に、F(1,54)
=2.03,..n.s.；F(1,54)=1.23,..n.s.；F(1,54)=.63,..n.s.)。群要因の各水準における時期要因の単純主
効果の検定を行った結果、実験群において単純主効果が有意であった(F(2,108)=18.52,.p<.001)
が、統制群において単純主効果が有意でなかった(F(2,108)=.81,,,n.s.)。Bonferroni 法を用いた
多重比較を行った結果、実験群の保育者効力感の得点は、実施前<実施後≒追跡であった
(p<.05)。統制群の保育者効力感の得点は、時期において有意であるとは言えなかった。
実験群において、実施前から実施後への保育者効力感の得点の上昇がみられた。このこと
から、支援プログラムに参加した保育者は、短期縦断的な時間の経過とともに、保育者効
力感が向上していることが示された。また、実験群において、研修後に保育者効力感の標
準偏差が小さくなっていた(実施前 6.12 →研修後 4.88)。分散が小さくなったことも支援プ
ログラムによる効果と言える。
実験群の保育者効力感が、実施後と追跡でほぼ同じことが示された。支援プログラムが
終了したにもかかわらず、追跡で保育者効力感の得点が維持されていたことになる。この
点は、保育者がリフレクション、毎日１分間の自己マネジメント、及び行動目標の設定を
習慣化したり、この考え方が定着したことの現れと考えられる。つまり、支援プログラム
による保育者効力感への効果は明らかに持続していると言える。保育者効力感が上昇・維
持されると言う結果は、本支援プログラムが、子育て支援に向かう保育者を確実に後押し、
かつ自律的な取組を促すことを示している。
(２)役割期待の理解への効果
支援プログラム実施による「役割期待の理解」への効果を検討するために、独立変数を
群(実験群、統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混合計画の２要因分散分析を行
った。その結果、群要因の主効果、時期要因の主効果、及び交互作用のいずれにも有意で
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なかった(順に、F(1,54)=.31,..n.s.；F(1.36,73.48)=.73,..n.s.；F(1.36,73.48)=2.49,..n.s.)。役割期待の理解に
おいて、実験群の中に変化パターンの異なる群が含まれている可能性がある。今後、保育
者の個人差によって役割期待の理解の変化を詳細に捉え直す試みが必要である。
(３)理解度への効果
支援プログラム実施による理解度への効果を検証するために、独立変数を群(実験群、
統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混合計画の２要因分散分析を行った。その
結果、群要因の主効果、時期要因の主効果、及び交互作用のいずれも有意でなかった(順
に、F(1,54)=2.42,..n.s.；F(1.53,82.59)=2.07,..n.s.；F(1.53,82.59)=2.23,..n.s.)。統制群については研修後の
データがないため、実験群との比較ができていないが、支援プログラムにより、実施前か
ら研修後にかけて理解度の平均値が上がっていることが確認できる。
(４)保育の充実度への効果
支援プログラム実施による保育の充実度への効果を検証するために、独立変数を群(実
験群、統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混合計画の２要因分散分析を行った。
その結果、群要因の主効果、及び交互作用は有意でなかった(順に、F(1,54)=.77,..n.s.；F(1.42,76.64)
=3.28,..n.s.）。時期要因の主効果は有意傾向であった(F(1.42,76.64)=2.67,..p<.10)。
他方、実験群において、実施前から追跡に至るにしたがって、標準偏差の分散が大きく
なっていった。役割期待の理解と同様に、ここでも実験群の中に変化パターンの異なる群
の存在が示唆された。
(５)遂行への自信への効果
支援プログラム実施による遂行への自信への効果を検証するために、独立変数を群(実
験群、統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混合計画の２要因分散分析を行った。
その結果、群要因の主効果は有意傾向であり(F(1,54)=3.56,..p<.10)、時期要因の主効果が１
％水準で有意であった(F( 1.76,95.04)=5.34,..p< .01)。交互作用は有意でなかった(F( 1.76,101.94)
=1.87,..n.s.)。Bonferroni 法を用いた多重比較を行った結果、実験群の遂行への自信の得点
は、実施前<追跡であった(p<.05)。支援プログラムによる遂行への自信への効果が追跡で
現れたことが明らかになった。とりわけ追跡が高い点は、本支援プログラムの効果の持続
性を示唆していると言える。
(６)自己評価への効果
支援プログラム実施による自己評価への効果を検証するために、独立変数を群(実験群、
統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混合計画の２要因分散分析を行った。その
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結果、群要因の主効果と交互作用は有意でなかった(順に、F( 1,54)=.80,..n.s.；F( 1.62,87.50)
=1.07,..n.s.)。時期要因の主効果は有意傾向であった(F(1.62,87.50)=3.17,..p<.10)。
支援プログラムを通して保育者は、保護者が示す保育者への役割期待を理解した上で、
自他の成功経験を共有化すると言う日常では経験することのない経験をしている。成功経
験を踏まえた上で、保育者は、自らが実践すべき行動目標を具体的に立てて実践し、自己
マネジメントする力を身に付け、現状を改善・解決できる方向性を認知できた。このこと
が、子育て支援に関わる諸変数への効果に現れたと推察できる。実践的な効果が概ね示さ
れたことから、本支援プログラムは現職教育として広く援用可能と考えられる。
４．支援プログラムの実施による成果
本節では、認知行動論的技法及びリフレクションに基づき、子育て支援に関わる保育者
支援プログラムを実施した。また、現職保育者 28 名の保育者効力感等の変化を短期縦断
的に捉え、統制群 28 名との比較により検証を行った。その結果、主に次のような点が明
らかになった。
第１に、実験群は統制群と比べ、保育者効力感に明らかな向上がみられた。つまり、支
援プログラムが保育者効力感の向上に影響を及ぼすことが示されたことになる。支援プロ
グラムに参加した保育者は、保育者への役割期待を理解し、自他の成功経験を想起した上
で、自らの行動目標を設定した。保育者は、その行動目標を持って日々振り返り、子育て
支援に向き合うことができたのであろう。
A..Bandura(1977)は、成功経験を持つこと、他者の成功経験を観察すること等が効力感の
向上に関わると指摘している 13)。まさに支援プログラムは、保育者に自他の成功経験を想
起する機会を提供し、子育て支援の場で実践し続けるための指針の確立へと導いたと考え
られる。
第２に、支援プログラムによる効果の現れる時期が異なることが示された。その時期は、
保育者効力感が実施後、遂行への自信が追跡であった。また、有意傾向ながら保育の充実
度と自己評価に効果が現れる時期もあることが示唆された。もちろんこれらの結果は、有
意な違いが現れた時期を挙げたものであり、その効果は別の時期にも潜在していると言え
る。しかしながら、効果の現れる時期が分かるということは、支援プログラムに保育者の
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力量形成にとって効果の現れる時期への配慮を汲み入れることができる可能性がある。
第３に、実験群は統制群と比べ、遂行への自信に向上がみられたことである。別の分析
による検討は必要だが、研修を通して保育者は、保育者への役割期待を理解し、自他の成
功経験を想起し、必要とされる子育て支援を提供できたことが、見通しを持って子育て支
援の業務を行っていく遂行への自信に繋がったことが示唆された。
しかし、実際に他者の成功経験を聴いても、自分にはできそうもない成功経験として自
信を持てない保育者がいる可能性がある。なぜなら遂行への自信の標準偏差を確認したと
ころ、分散が大きく、特に実施後に顕著に表れ、追跡でやや下降したからである。このこ
とから、実験群の保育者の中には、変化パターンの異なる保育者がいることが示唆された。
５．支援プログラムの実施に残された課題
支援プログラムの実施の結果を踏まえ、残された課題を挙げる。第１に、保育者の個人
差へ着目し、実験群と比べ有意差がみられなかった諸変数の変化を含めて検討することで
ある。保育者の個人差によって、子育て支援に関わる保育者に必要な支援が異なることは、
明らかにされていない。支援プログラムがどのような特徴の保育者に効果があり、いつ効
果が現れるのか等、別の分析方法を行う等による詳細な検討が必要である。具体的には、
保育者効力感の変化の差から典型的な保育者の類型を同定することである。保育者の特徴
が判れば、個に応じた保育者支援の在り方を考えることができる。
第２に、さらにデータを増やし、共分散構造分析等による支援プログラムに関わる諸要
因の因果関係を検証することである。また、より長期的な持続効果を検討することも課題
と言える。本研究はその端緒として、支援プログラムによる保育者効力感等の維持・向上
のメカニズムを実践的試みから提示した点に意義を見出せたと言えよう。
第３に、子育て支援に関わる保育者の専門性を促進するための支援プログラムについて、
精査し検討することである。今回、他の成功経験を振り返る環境を作ること、実現可能な
行動目標を設定するように促すこと等、いくつかの支援プログラムの留意点を明らかにし
た。しかし、支援プログラムを通して、保育者の力量形成を促進するための手立てや留意
点を示すまでに至っていない。そこで、保育者が質問紙に自由記述した部分を抜き出し、
支援プログラム実施前後の心情とその変化を分析する等が考えられる。そこから、手立て
や留意点を導き出すことが課題である。
以上、本節では、支援プログラムを用いて現職保育者を対象に、支援プログラムの効果
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を統制群との比較において検証した。実験群の方が統制群よりも、保育者効力感に明らか
な向上がみられ、支援プログラムが保育者効力感の向上に正の影響を及ぼすことが示され
た。また、支援プログラムによる効果の現れる時期が異なることが確認された。そこで次
節では、本節で考察することができなかった子育て支援に関わる保育者の特徴について、
保育者効力感に焦点を当てた類型化を試みる。また、支援プログラム実施前後の保育者の
心情とその変化を考慮した上で、支援プログラムの改善点を検討する。
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第３節 保育者支援プログラムの効果と関連要因からみ
た保育者の特徴
Ⅰ．個人差に応じた支援プログラムへの検討
本節の目的は、支援プログラムに参加した保育者の特徴を、保育者効力感の変化に基づ
いた保育者の類型により明示するとともに、支援プログラムをより個人差に応じた適用範
囲の広いプログラムにするためには、どのように改善することが望ましいか、検討を試み
ることである。具体的には、短期縦断的に捉えた保育者効力感の変化を Ward 法による階
層的クラスタ分析を用い、保育者の類型化を試みる。その上で、統制群との比較により、
支援プログラムに参加した保育者の特徴を記述し検証する。保育者の類型を理解すること
によって、個人差に応じた支援プログラムの改善や実施の適正化を図ることが可能になる
であろう。また、支援プログラムによる保育者効力感等の変化のメカニズムを解明する手
がかりを得ることになろう。
A...Bandura(1977)は、ある行動を遂行することができると自分の可能性を確信する自己
効力感が高いほど、実際にその行動を遂行できる傾向があると論じている 1)。自己効力感
が高いことは、自己の遂行を高く評価する傾向にあるだけでなく、多くの努力を払い、嫌
悪的な状況にも長く耐えることができる(坂野雄二・東條光彦,..1986)2)。そのため、教育
や臨床心理の現場において、ストレス軽減に繋がるストレスの認知的評価に介入する、自
己効力感の活用が注目されている(坂野雄二,..2002)3)。子育て支援を担う保育者がストレ
スを感じている現状が存在する今(諏訪きぬ,..2014)4)、保育者効力感の向上に寄与する支援
プログラムの開発は、子育て支援に関わる保育者のストレス軽減や、保育者として働き続
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ける自信に繋がるであろう。
前節では、保育者効力感の向上を目的とする支援プログラムを実施した。その結果、支
援プログラムに参加した保育者の効力感の得点は、実験群の方が統制群よりも、実施前よ
り実施後にかけて上昇し、追跡においても維持された。このことから、支援プログラム実
施が保育者効力感の上昇に一定の効果があることが明らかになった。また、支援プログラ
ムに関わる諸変数への効果は、現れる時期に違いがあることが示唆された。さらに、保育
の充実度や自己評価においては、実験群の得点に上昇はみられたものの、統制群と比較し
て有意差はなかった。加えて、理解度、保育の充実度、及び遂行への自信において、標準
偏差が比較的大きいことが確認された。このことから、実験群の中に変化パターンの異な
る群が含まれている可能性が示唆された。支援プログラムがどのような特徴の保育者に効
果があるのか、別の分析により検討することが課題として残った。
そこで本節では、Ward 法による階層的クラスタ分析を用い、子育て支援に関わる保育
者の類型化を試みる。また、支援プログラム実施による保育者効力感等への効果の違いを、
保育者の個人差から詳細に検討する。さらに、文章完成法による力量形成と実施後の感想
を活用して保育者の視点も加え、子育て支援に関わる保育者の力量形成に有効な支援プロ
グラムの在り方について精査し検討する。
Ⅱ．方法
１. 対象と時期
対象の実験群は、近畿圏の園(私立幼稚園３園・私立保育所３園)で働く現職保育者 28
名(男性１名、女性 27 名；新任保育者 16 名、中堅保育者８名、熟練保育者４名)であった。
実験群に対して、支援プログラム実施前・研修後・実施後(研修から１か月後)・追跡(研
修から２か月後)の計４回の質問紙調査を実施した。また、匿名性を保持するため、回答
は無記名とした。ただし、短期縦断的なデータとして分析するため、予め調査用紙には整
理番号を付け、回答後に無地の封筒の中に入れるように求め回収した。実施後と追跡にお
いては、留置法で回収した。
統制群は、支援プログラムに参加していない近畿圏の園(私立幼稚園２園・私立保育所
４園)で働く現職保育者である。研修の実施時期に合わせ、統制群に対して、支援プログ
ラム実施前・実施後・追跡の計３回の質問紙調査を実施した。３回全てに回答のあった 47
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名の保育者(男性１名・女性 46 名)の中からマッチングにより、28 名(男性１名、女性 27
名；新任保育者 16 名、中堅保育者８名、熟練保育者４名)を選出した。
実験群及び統制群の調査時期はともに、2017 年８月から 2017 年 12 月であった。
２. 内容
本節では、前節のデータを別の視点から再検討する。したがって調査用紙の内容は、８
変数と自由記述から成る。
［１］保育者効力感：三木知子・桜井茂男(1998)による保育者効力感を測定する尺度 5)の
10 項目から成る。回答は「ほとんどそうは思わない」「あまりそうは思わない」「どちら
ともいえない」「ややそう思う」「非常にそう思う」の５段階評定(１～５点)で得点化した。
［２］役割期待の理解：大森弘子(2017)による「保育者への役割期待の内容」 6)の 13 項目
３因子から成る。回答は「全くそうは思わない」「あまりそうは思わない」「どちらとも
いえない」「少しそう思う」「非常にそう思う」の５段階評定(１～５点）で得点化した。
［３］支援プログラム実施による保育者の変化や心理状態：保育者の変化や心理状態を多
面的な視点で捉え直すため次の４項目を設定した。具体的には、「(子育て支援に関わる
保育者への役割期待の）理解度」「(現在の）保育の充実度」「(見通しを持って子育て支援
の業務を行っていく）遂行への自信」「(子育て支援に関わる保育者としての力量の)自己
評価」の４項目を設定し、０～ 100 点で得点化を求めた。
［４］支援プログラムの効果を現職保育者の視点から検討するため、「(子育て支援に関
わる保育によい変化が得られると思う）結果の予期」と「(支援プログラムへの）満足度」
の２項目を設定し、０～ 100 点で得点化を求めた。
［５］文章完成法を援用した自由記述により力量形成に関する回答を求めた。具体的に、
「保育者が子育て支援に関わる力をつけるためには」という短文を保育者に提示し、後に
続く未完成の後半の文章を自由に連想し、回答欄に記入を求めた。神村栄一(1999)による
と、文章完成法は、比較的浅い前意識段階を把握できる投影テストとして位置付けられて
7) 神村栄一：「文章完成法」, (中島義明・安藤清志・子安増生・坂野雄二・繁桝算男・立花政夫・箱田裕司/編：『心
理学事典』), 773 頁, 有斐閣, 1999 年.
8) 一般社団法人日本保育学会倫理綱領ガイドブック編集委員会/編：『保育学研究倫理ガイドブック』,.フレーベル館.
1-96 頁, 2008 年.
9) 西山修：『保育者の効力感と自我同一性の形成―領域「人間関係」について―』, 216-232 頁, 風間書房, 2009 年.
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いる 7)。
［６］調査用紙の最後に自由記述欄を設け、支援プログラムの感想、意見、及び改善点の
記述を求めた。
対象の保育者には、データは全て統計的に処理し、個人を特定することはないことを伝
え、同意を得た上で調査を実施した。調査実施に関わる配慮等は、日本保育学会(2008)の
倫理基準 8)に準じた。また予め、佛教大学「人を対象とする研究計画等審査」倫理審査委
員会の承認(H29-21)を受けて実施している。分析には、SPSS Statistics 24.0J を用いた。
Ⅲ．結果と考察
１．保育者効力感による保育者の類型とその特徴
保育者効力感の変化による類型を分析するために、先ず、西山修(2009)による効果に基
づく参加保育者の樹形図 9)を参考にし、実施後の保育者効力感の得点と実施前の保育者
効力感の差「実施効果得点」、及び追跡の得点と実施後の保育者効力感の得点の差「持続
効果得点」を算出した。これら２つの得点を用いて、Ward 法による階層的クラスタ分析
を行った。その結果、２つのクラスタが最も解釈可能であると認められた。図１の樹形図
に示した通り、明確な２つのクラスタに分離され、基本的な類型を示すと考えられる。
次に、支援プログラムに参加した保育者の類型によって、保育者効力感に差があるかど
うかを確認するため、独立変数を群(第１クラスタ、第２クラスタ、統制群)×時期(実施
前、実施後、追跡)とする混合計画の２要因分散分析を行った。その結果、群×時期の交互
作用が有意であった(F(2.85,75.45)=19.09,..p<.001)。群要因の主効果は有意ではなく(F(2,53)=1.42,
n.s.)、時期要因の主効果が有意であった(F(1.42,75.45)=24.72,..p<.001)。時期要因の各水準にお
ける群要因の単純主効果の検定を行った結果、実施前において単純主効果が有意であった
(F(2,53)=6.32,..p<.01)。Bonferroni 法を用いた多重比較を行った結果、実施前の第１クラスタ
と統制群は、第２クラスタよりも保育者効力感の平均点が有意に高かった(p<.05)。
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表１には、群別・時期別にみた保育者効力感等の得点の平均値及び標準偏差を示した(表
１には、後述するクラスタ名、統制群も併記)。以下、各クラスタについて、保育者の特
徴等を述べる。
第１クラスタは、図１左部で示した保育者４から保育者３までの 18 名(新任保育者 10
名、中堅保育者４名、熟練保育者４名)である。この群は、保育者の年齢の平均が 31.78(標
準偏差 12.58)と比較的高く分散も大きい。また、保育経験年数が 9.50(標準偏差 10.58)と
比較的長く分散も大きい。このことから、幅の広い年齢と保育経験年数の保育者を含むと
考えられる。この群は、実施前の保育者効力感の平均値が第２クラスタよりも高く、実施
前 33.72 →研修後 34.44 →実施後 34.44 →追跡 35.73 と緩やかではあるが確実な上昇を示し
た。分かり易さのために図２には、第１クラスタの保育者効力感の変化を図示した。例外
はあるが、この群には、支援プログラムによる保育者効力感への確実な効果がみられる。
また、実施前の保育者効力感が高いにもかかわらず、実施後に上昇がみられる。さらにこ
の群は、実施前の自己評価の平均値が 50.56(標準偏差 18.62)とかなり高い。この群の保育
図１．保育者効力感の変化による参加保育者の樹形図
注) Ward 法による..図中の数字はクラスタ間距離の大きさを示す.
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従属変数 実施前 研修後 実施後 追跡 
 
保育者効力感 
 
 
 
役割期待の理解 
 
 
 
理解度 
 
 
 
保育の充実度  
 
 
 
遂行への自信  
 
 
 
自己評価 
 
 
 
結果の予期 
 
 
 
満足度 
 
 
 
34.21(13.85) 
24.67(14.85) 
33.50(16.25) 
 
41.89(19.33) 
35.33(19.53) 
40.71(17.37) 
 
53.68(14.99) 
47.22(17.52) 
49.82(21.28) 
 
64.47(15.98) 
48.33(11.73) 
60.71(20.85) 
 
51.84(16.35) 
40.78(19.44) 
44.64(20.81) 
 
47.89(19.32) 
39.44(19.11) 
44.46(20.61) 
 
－ 
－ 
－ 
 
－ 
－ 
－ 
 
 
34.58(14.21) 
29.67(14.72) 
－ 
 
41.74(17.13) 
40.00(14.87) 
－ 
 
58.42(15.90) 
61.11(16.16) 
－ 
 
－ 
－ 
－ 
 
56.84(18.87) 
49.44(12.86) 
－ 
 
48.16(17.97) 
42.78(13.49) 
－ 
 
77.89(11.94) 
76.11(19.28) 
－ 
 
79.74(12.53) 
76.11(16.97) 
－ 
 
 
35.47(14.70) 
32.11(14.89) 
32.71(16.30) 
 
42.84(17.76) 
40.11(16.15) 
40.14(17.16) 
 
57.37(17.98) 
62.78(18.22) 
48.93(19.07) 
 
67.11(18.28) 
64.44(20.68) 
60.89(18.01) 
 
54.47(19.92) 
54.44(17.40) 
43.57(19.05) 
 
53.16(19.31) 
47.78(18.33) 
45.36(20.50) 
 
74.21(11.46) 
71.67(17.32) 
－ 
 
71.58(11.79) 
70.56(14.67) 
－ 
 
 
35.47(14.90) 
32.11(16.05) 
33.11(16.62) 
 
43.47(16.87) 
39.67(17.58) 
39.93(18.93) 
 
59.74(16.71) 
56.67(20.00) 
50.54(18.92) 
 
68.63(18.56) 
66.67(23.98) 
60.00(18.51) 
 
59.74(12.85) 
52.78(19.22) 
48.21(14.92) 
 
52.89(16.89) 
51.11(18.50) 
46.96(19.21) 
 
77.11(19.18) 
71.11(12.69) 
－ 
 
74.74(14.67) 
67.22(13.02) 
－ 
 
 
者は、何事にも果敢に挑戦しようと思い、支援プログラムに参加した可能性が高い。加え
て追跡においても、保育者 10、保育者 11、保育者 27 の３名以外の保育者には確実な上昇
がみられる。ただし、保育者８、保育者 10、保育者 27 の保育者効力感は、実施前と実施
後を比較して緩やかな下降がみられる。
この群は、図１左部で示した保育者４から保育者５までの９名(新任保育者４名、中堅
保育者２名、熟練保育者３名)と、保育者９から保育者３までの９名(新任保育者６名、中
堅保育者２名、熟練保育者１名)に二分できる。特に、保育者４から保育者５までの９名
は、追跡においても保育者効力感の上昇がみられ、支援プログラムにより、日々の振り返
りが習慣化された可能性が高い群であると言える。これらのことから、第１クラスタを「上
昇・維持群」と命名した。
注) 上段：上昇・維持群(n=18), 中段：急上昇・下降群(n=10), 下段：統制群(n=28).
表１．群別・時期別にみた保育者効力等の平均値及び標準偏差
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図２．第１クラスタ「上昇・維持群」
第２クラスタは、図１左部で示した保育者 18 から保育者 12 までの 10 名(新任保育者６
名、中堅保育者４名、熟練保育者０名)である。この群は、熟練保育者が１人も含まれず、
新任保育者を多く含んでいるため、保育者の年齢の平均が 25.40(標準偏差 3.92)と比較的
低く分散も小さい。また、保育経験年数が 4.80(標準偏差 3.46)と比較的短く分散も小さい。
この群は、実施前の保育者効力の平均値が 26.50(標準偏差 6.69)とかなり低く、上昇・維
持群や統制群よりも保育者効力感の平均点が有意に低い(p<.05)。分かり易さのために図
３には、第２クラスタの保育者効力感の変化を図示した。この群の保育者効力感は、支援
プログラム実施後に平均値が 34.30(標準偏差 5.98)と顕著な一時的上昇がみられ、実施後
から追跡にかけての平均値が 32.00(標準偏差 6.52)と、緩やかな下降がみられる。
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図３．第２クラスタ「急上昇・下降群」
またこの群は、図１左部で示した保育者 18 から保育者７の５名(新任保育者４名、中堅
保育者１名、熟練保育者０名)と、保育者 14 から保育者 12 の５名(新任保育者２名、中堅
保育者３名、熟練保育者０名)に二分できる。保育者 14 から保育者 12 の５名は、実施後
に保育者効力感のかなり顕著な上昇がみられ、追跡において緩やかな下降がみられる。こ
の５名の保育者は、本支援プログラムによる保育者効力感への効果が最も高い群と言える。
全般的にこの群は、上昇・維持群に比べて、実施前の保育者効力感等の得点が低い。しか
し、この群の保育者効力感は、実施前 26.50 →研修後 30.40 →実施後 34.30 →追跡 32.00 と
なり、実施前から実施後において一時的に急上昇し、実施後から追跡において下降してい
る。これらのことから、第２クラスタを「急上昇・下降群」と命名した。
結果として、支援プログラムに参加した保育者の効力感による類型には、２クラスタが
適当と判断できた。保育者効力感による保育者の特徴をクラスタ分析により縮約し、典型
的な類型を同定できたことで、保育者の特徴を捉える１つの手立てを得たと言える。
次に、統制群との比較により、支援プログラムに参加した保育者の特徴を検証する。そ
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のため、実験群における上昇・維持群(n=18)及び急上昇・下降群(n=10)の保育者効力感
の変化パターンを、統制群(n=28)と比較した。図４には、実施前、実施後、追跡におけ
る群別の平均値保育者効力感の変化を図示した。これら３つの群(上昇・維持群、急上昇・
下降群、統制群)と関連諸要因との関係を検討する。
２．支援プログラムによる諸変数への効果
(１)保育者の類型と保育者効力感
支援プログラム実施による保育者効力感の変化を確認するため、既述のように、独立変
数を群(上昇・維持群、急上昇・下降群、統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混
合計画の２要因分散分析を行った。その結果、群×時期の交互作用が有意であった(F(2.85,75.45)
=19.09,..p<.001)。群要因の主効果は有意ではなく(F(2,53)=1.42,..n.s.)、時期要因の主効果は有
図４．群別・時期別にみた保育者効力感の変化
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意であった(F(1.42,75.45)=24.72,..p<.001)。時期要因の各水準における群要因の単純主効果の検
定を行った結果、実施前において単純主効果が有意であった(F(2,53)=6.32,..p<.01)。Bonferroni
法を用いた多重比較を行った結果、実施前において、やや上昇・維持群と統制群は、急上
昇・下降群よりも保育者効力感の平均点が有意に高かった(p<.05)。そこで、群要因の各
水準(上昇・維持群、急上昇・下降群、統制群)における時期要因(実施前、実施後、追跡)
の単純主効果の検定を行った。その結果、上昇・維持群と急上昇・下降群において単純主
効果が有意であった(順に、F(2,106)=4.73,..p<.05；F(2,106)=41.15,.p<.001)。Bonferroni 法を用い
た多重比較を行った結果、上昇・維持群の保育者効力感の得点は、実施前<実施後<追跡で
あり、急上昇・下降群の保育者効力感の得点は、実施前<追跡<実施後であった(p<.05)。
このことから急上昇・下降群は、追跡での下降と分散の拡大が明らかになり、支援プログ
ラムの効果には、個人差要因が関与していると考えられる。
上昇・維持群と急上昇・下降群では、明らかに変化パターンが異なる。上昇・維持群は、
実施前から追跡まで、保育者効力感が緩やかに向上し続けている。このことから、上昇・
維持群の保育者は、毎日１分間の振り返りと行動目標の設定が習慣化し定着したことが推
察される。また、支援プログラムによる保育者効力感への効果が継続し、上昇・維持群の
保育者には、本研修が妥当であると考えられる。一方、急上昇・下降群は、実施後に支援
プログラムによる効果が一時的に顕著に認められるものの、追跡では下降がみられる。支
援プログラムによる効果が大きい急上昇・下降群は、実施後の主体的な学びへの移行が難
しいことが考えられるため、追跡で何らかの手立てが必要であろう。
この分析結果から、支援プログラムは、実施前に保育者効力感が高い保育者へは緩やか
な効果があり、実施前に保育者効力感が低い保育者へは著しい効果があることが示された。
以下では、保育者の類型と諸変数への波及効果を検証する。
(２)保育者の類型と子育て支援に関わる諸変数
先ず、支援プログラム実施による「役割期待の理解」への効果を検討するために、独立
変数を群(上昇・維持群、急上昇・下降群、統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする
混合計画の２要因分散分析を行った。その結果、群要因の主効果、時期要因の主効果、及
び交互作用のいずれも有意でなかった(順に、 F(2,53)=.83,..n.s.；F(1.30,68.90)=2.38,..n.s.；F(2.60,68.89)
=2.52,..n.s.)。平均値そのものには上昇がみられるものの有意でなかった一因として、実施
前における標準偏差の大きさを指摘できる。今回、統制群のデータが、実施上取れなかっ
たため、比較はできないが、研修後に有意差が現れる可能性がある。表１に示されたよう
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に、急上昇・下降群の役割期待の理解の得点は、実施前から研修後へと上昇がみられる(実
施前 36.50 →研修後 39.10)とともに、標準偏差の分散が明らかに小さくなっている(実施
前 10.50 →研修後 4.20)。この結果から、支援プログラムによる役割期待の理解への効果に
関して、急上昇・下降群の保育者には、研修後すぐに現れる可能性がある。
次に、支援プログラム実施による「理解度」への効果を検証するために、独立変数を群
(上昇・維持群、急上昇・下降群、統制群)×時期(実施前、実施後、追跡)とする混合計画
の２要因分散分析を行った。その結果、群×時期の交互作用が有意であった(F(3.13,82.84)=2.75,
p<.05)。群要因の主効果は有意ではなく(F(2,53)=1.26,..n.s.)、時期要因の主効果が有意であっ
た(F(1.56,82.84)=5.03,..p<.05)。群要因の各水準における時期要因の単純主効果の検定を行った
結果、上昇・維持群と統制群において単純主効果が有意でなく(順に、 F(2,106)=.36,..n.s.；
F(2,106)=.16,..n.s.)、急上昇・下降群において単純主効果が有意であった(F(2,106)=7.13,..p<.01)。
Bonferroni 法を用いた多重比較を行った結果、急上昇・下降群の理解度の得点は、実施前
<実施後≒追跡であった(p<.05)。
以上の結果から、急上昇・下降群は、支援プログラムにより、実施前に低かった理解度
を実施後に向上させていることが明らかになった。支援プログラムには、保育者への役割
期待を理解するための学びの資料(ワーク)を含んでいる。このことから、実施前に保護者
を理解できていると言う自信を持てない保育者ほど、支援プログラムから学び、高い効果
に結び付いていると考えられる。
さらに、支援プログラム実施による「保育の充実度」「遂行への自信」「自己評価」へ
の効果を検証するために、独立変数を群(上昇・維持群、急上昇・下降群、統制群）×時
期(実施前、実施後、追跡）とする混合計画の２要因分散分析を各々で行った。その結果、
保育の充実度、遂行への自信、及び自己評価において、全ての群要因の主効果と交互作用
は有意ではなく、時期要因の主効果が有意であった(順に、F(1.43,75.81)=5.52,..p<.05；F(1.78,94.52)
=7.17,..p<.01；F(1.63,86.15)=4.79,..p<.05)。 Bonferroni 法を用いた多重比較を行った結果、急上
昇・下降群の保育の充実度、遂行への自信、及び自己評価の得点は全て、実施前<追跡で
あった(p<.05)。急上昇・下降群の保育者は、支援プログラムによる多くの効果が追跡で
現れたことが明らかになった。
多くの保育者は、カウンセリング等の相談･援助に関わる専門的な教育を十分には受け
ていない。このため保育者は、相談・援助に対する不安や経験不足により、子育て支援に
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10) 中山智哉・杉岡品子：「保育士の保育相談支援に関する質的研究―相談支援における困難性と専門性の進化のプ
ロセス―」,『九州女子大学紀要』第 53 巻第 1 号, 19-38 頁, 2016 年.
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困難性を感じている(中山智哉・杉岡品子,,,2016)10)。また、保育者は、広範かつ多様な力
量が求められる中で、気になる子どもへの対処や保護者対応等の困難さを感じ、それを解
決する方向性が見出せないことが多い。支援プログラムを通して保育者は、保護者が示す
保育者への役割期待を理解した上で、自他の成功経験を共有化するという日常では経験す
ることのない経験をしている。成功経験を踏まえた上で保育者は、自らが実践すべき行動
目標を具体的に立てて実践し、自己マネジメントする力を身に付け、現状を改善し解決で
きる方向性を認知できた。このことが、子育て支援に関わる諸変数への効果に現れたと推
察できる。また、支援プログラムによる諸変数への効果は、前節と同様に、現れる時期に
違いがあることも明らかになった。実証的・実践的な効果が示されたことから、本支援プ
ログラムは現職教育として広く援用可能と言える。
３．保育者効力感の上昇要因と下降要因の検討
ここでは、支援プログラムにおける保育者効力感の上昇要因と下降要因を検討するため、
数量的な分析に加えて、質問紙の自由記述を整理、検討し、支援プログラムの改善への手
掛かりを導き出す。
主に保育者効力感への効果に関する個人差要因を検討するため、「実施効果得点」を算
出した。平均値が 3.25 であることから、± 1 標準偏差(4.39)を保育者効力感への効果の高
低基準とした。その結果、顕著な効果がみられた保育者４名(保育者 12、保育者 18、保育
者 19、保育者 25)、効果がみられなかった保育者２名(保育者８、保育者 10)がこれに該当
した。また、支援プログラムの持続効果に関しての個人差要因を検討するため、追跡の得
点と実施前の保育者効力感の得点の差「実施・持続効果得点」を算出した。平均値が 3.25
であることから、± 1 標準偏差(4.17)を保育者効力感への効果の高低基準とした。その結
果、著しい効果がみられた保育者４名(保育者 12、保育者 14、保育者 16、保育者 19)、効
果がみられなかった保育者４名(保育者７、保育者 10、保育者 11、保育者 27)がこれに該
当した。表２は、「実施効果得点」又は「実施・持続効果得点」において、顕著な変化が
みられた保育者における「保育者効力感」「役割期待の理解」「保育の充実度」「遂行への
自信」毎の得点の変化を一覧にしたものである。
また、どのような保育者が、どのような子育て支援に関わる力量形成を必要としている
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11) 川喜田二郎：『発想法―創造性開発のために―』, 68-118 頁, 中公新書, 1967 年.
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表２．顕著な変化がみられた各保育者の属性、諸変数の得点の変化
のか、保育者の感想から関連要因を加え、より詳細に検討する必要があった。具体的には、
文章完成法による保育者が連想する「子育て支援に関わる力量形成」の自由記述(実施前・
実施後)を、KJ 法(川喜田二郎,..1967)11)に準じて、質問項目毎に類型化を行う。類型の際
には、妥当性を高めるために、筆者、園長、及び保育所保育士(保育経験 38 年)の計３名
が、各自由記述をその一致率によって分類した。不一致の場合には３者間で協議して決
定した。その結果、６カテゴリーと 10 サブカテゴリーが導き出された。例えば、実施前
の保育者 12 の記述は、「保護者と連絡を取り、最も必要な知識や援助を知ることが必要で
す」である。これには、「保護者と連絡」との言葉があり、「連携と個別支援」の「保護
者と協働しながら、子どもの発達を援助する必要がある」の中堅保育者に分類した。表３
は、子育て支援に関わる力量形成に関して必要なことをまとめたものである。
さらに、どのような保育者が支援プログラムに対してどのような期待と改善の要求を持
っているかを知り、支援プログラムを適切に判断し、指摘された問題点を改善する。その
ため、今後の保育者の感想を重要な指標として詳細に検討した。表４は、支援プログラム
実施後の保育者の感想を一部抜粋したものである。感想には、支援プログラムへの期待と
魅力、及び効果の理解が述べられている。本支援プログラムは、保育者効力感の向上を目
的として開発されたものであり、保育者が自らの専門性を向上させながら、働き続けるこ
番号(年齢・保育経験年数) 保育者効力感 役割期待の理解 保育の充実度 遂行への自信 
 
○顕著な効果がみられた保育者 
保育者 18 (22 歳・１年) 
保育者 25 (29 歳・９年) 
保育者 14 (24 歳・３年) 
保育者 16 (23 歳・１年) 
保育者 19 (31 歳・９年) 
保育者 12 (26 歳・６年) 
 
●効果がみられなかった保育者 
保育者 ８ (21 歳・１年) 
保育者 11 (31 歳・11 年) 
保育者 10 (21 歳・２年) 
保育者 27 (49 歳・27 年) 
保育者 ７ (23 歳・３年) 
 
 
 
24→38→34→30 
31→31→39→33 
29→29→36→37 
28→30→36→36 
25→33→36→37 
18→26→34→32 
 
 
31→30→28→32 
30→31→31→29 
38→36→36→35 
40→40→39→38 
31→31→33→27 
 
 
19→37→33→32 
37→35→40→34 
31→40→50→47 
24→34→37→29 
38→42→46→48 
35→41→46→45 
 
 
42→29→28→33 
26→36→40→40 
48→46→46→46 
50→50→51→50 
56→43→48→48 
 
 
30→ 70→ 80 
70→ 80→ 80 
50→ 70→ 70 
50→ 60→ 70 
65→ 70→ 70 
50→100→100 
 
 
60→ 50→ 65 
30→ 30→ 20 
80→ 80→ 80 
60→ 40→ 50 
50→ 40→ 50 
 
 
15→50→70→60 
50→70→40→60 
50→60→80→70 
20→30→50→40 
70→55→70→75 
40→60→60→60 
 
 
40→20→10→45 
60→70→60→50 
70→80→80→75 
60→60→60→60 
50→20→40→50 
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注) 保育者は,.効果の有無で分類した上で,.樹形図(図１)での掲載順に記した. →が３つの場合は実施前,.研修
後, 実施後, 及び追跡を表す. また, →が２つの場合は実施前, 実施後, 及び追跡を表す.
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表４. 支援プログラム実施後の保育者の感想
注) 保育者は，樹形図(図１)での掲載順に記した.
表３. 子育て支援に関わる力量形成に関する必要性 
カテゴリー名 サブカテゴリー 実施前 実施後 
初任 中堅 熟練 初任 中堅 熟練 
連携と個別支援 
 
 
 
１．保護者と協働しながら、子どもの発達 
を援助する必要がある。 ５ ４ ２ ７ １ ２ 
２．利用できる社会制度やサービスを知る 
必要がある。 １   １ １  
３．積極的に関連機関との連携を持つ必要 
がある。   １   １ 
家庭への相談・援助 
 
４．保護者の子育てに関して共感する必要 
がある。   １ ４ １ ２ 
社会への発信・継承 ５．地域の親子に交流・相談の居場所を提 
供する必要がある。   １    
自己研鑽 
 
６．毎日保育を振り返り、目標設定する必 
要がある。    １   
７．研修や学習を積み重ねて、広範な知識 
を習得する必要がある。 ８ ７ １ ７ ６ ２ 
８．保育現場で先輩・同僚から学ぶ必要が 
ある。 １ ２ １ ２ ５  
信頼関係 ９．保護者と信頼関係を築く必要がある。 １     ３ 
子ども理解 10．子どもを理解する/必要がある。 ３   ２   
 
番号（年齢・経験年数） 記述内容 
 
●「上昇・維持群」  
保育者 ４ (25 歳・４ 年) 
  
保育者 21 (54 歳・23 年) 
  
保育者 ８ (21 歳・１ 年) 
    
保育者 ５ (43 歳・22 年) 
  
保育者 11 (31 歳・11 年) 
  
●「急上昇・下降群」  
保育者 18 (22 歳・１ 年)  
 
保育者 25 (29 歳・９ 年)  
 
保育者 19 (31 歳・９ 年)  
 
  
 
子育て支援というものが以前よりよく分かったように思います。毎
日振り返りを続けることが自信に繋がるのだと分かりました。  
以前よりも意識して保護者と関わりました。「できそうだ」という
事に目標を設定できるので、無理のない所に安心感がありました。  
普段気にしないことを意識できるようになりました。にっこりシー
ルが貼れるように努力するようになりました。これからも続けます。  
１日１回振り返りをすることで、自分の保育を評価し、翌日にはど
んな事ができるかと考える良い機会となりました。  
今まで失敗したことを振り返り、反省すること、落ち込むことが多
かったのですが、今日は成功例や前向きに考えることができました。   
 
このプログラムを通して、細やかに保護者と会話することを心掛け
ようと、自分の子育て支援に対する意識が変わりました。  
少しでも良いということだったので、そこまで頑張らなくても良い
と思うと気持ちは楽でしたし、少しだけ頑張ろうと思えました。  
新しい取組で楽しかった。こんな話を保育者同士ですることもあま
りないので、同僚の保育者の思いを聞けてよかったです。  
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注) １名の保育者からの複数回答は分離し人数に加えた. (人数)
12) 西山・前掲書(9), 216-232 頁.
13) 友澤永子：「看護師の臨床経験年数と「自律性」・「職務環境」の関係」,『日本赤十字看護学会誌』第 6 巻第 1 号,
103-109 頁, 2006 年.
14) Bandura, op.,cit.(1), pp.191-215.
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とを促す可能性があると言える。
支援プログラムによる効果が、保育者によって異なるのはなぜか。本節で分析した結果、
支援プログラムにおける個人差要因として、以下の４点が明らかになった。
第１に、「実施前の保育者効力感」を挙げることができる。支援プログラムによる保育
者効力感への著しい効果がみられた６名の保育者は、全て急上昇・下降群に属し、実施前
の保育者効力感の得点が 18 ～ 31 と全般的に低かった(表２)。著しい効果がみられた保育
者は、実施後に保育者効力感の顕著な上昇を示した。一方、支援プログラムによる保育者
効力感への効果がみられなかった５名の保育者は、実施前の保育者効力感の得点が 30 ～
40 と全般的に高かった。「人間関係」保育者効力感を高めるための支援プログラムに関す
る先行研究では、実施前の保育者効力感の高低がその変化に影響を与えることが報告され
ており(西山,..2009)12)、その知見と本結果とは一致する。支援プログラムは、実施前の段
階で低い効力感を示す保育者の効力感を一層高めることが明らかになった。
ただし、実施前の保育者効力感が高い保育者であっても、本支援プログラムの効果が明
らかになった場合もある。例えば、保育者５(主任保育者)は、上昇・維持群に属し、保育
者効力感が実施前から高いながら、継続的に効果がみられる(実施前 38 →研修後 41 →実
施後 41 →追跡 45)。また保育者５は、保育者効力感が向上するとともに、保育の充実度
も上昇している(実施前 60 →実施後 70 →追跡 80)。保育者５の感想には、「１日１回振り
返りをすることで、自分の保育を評価し、翌日にはどんな事ができるかと考える良い機会
となりました」(表４)とあり、保育者５の前向きな信念が現れていると言えよう。これら
のことから、保育者５の効果の要因は、成功経験の振り返りの習慣化と、主任保育者とし
て支援プログラムの質問紙の回収等の役割を担ったことに要因にあると考えられよう。こ
れは、役割期待や責任の重さがモチベーションを上げるという知見 (友澤永子,..2006)13)と
一致する。A..Bandura(1977)は、成功経験が個人の効力感に強固な信念を作り上げ、肯定
的な効力感は心理的健康に貢献すると述べている 14)。支援プログラムによる効力感の高い
保育者の増加は、保育の質の向上にも寄与すると考えられる。
第２に、「実施前の役割期待の理解」を挙げることができる。支援プログラムによる保
第３章第３節
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育者効力感への著しい効果がみられた６名の保育者は、全て実施前における役割期待の理
解の得点が 19 ～ 38 と全般的に低かった。著しい効果がみられた保育者は、実施後に上昇
がみられた保育者 25 を除き、研修後に顕著な上昇を示し、追跡で下降していた。一方、
効果がみられなかった保育者は、保育者 11 を除き、実施前における役割期待の理解の得
点が 42 ～ 56 と全般的に高かった(表２)。
例えば、保育者 18 は、役割期待の理解が実施前 19 →研修後 37 →実施後 33 →追跡 32
と、研修後に著しい上昇が認められた。その要因を調査用紙の記述から探索すると、保育
者 18 は、実施前の調査用紙において、「私は子育て支援について、あまりよく分かってい
ません」「保護者の悩みを他の専門職に打ち明けながら支援していくものとしか理解して
いません」と記述していた。保育者 18 は、１年目の保育者で保育経験が浅く、保育者養
成校で学んだ理論と子育て支援の実践との往還ができていなかったと推察される。実施後
に保育者 18 は、「このプログラムを通して、細やかに保護者と会話することを心掛けよう
と、自分の子育て支援に対する意識が変わりました」と記述している(表４）。このよう
に、保育者 18 は、新たに認識した子育て支援を受け止め、保育者への役割期待を理解し
ようとしている。意識して保護者を理解しようとすることは、役割期待の理解の向上に繋
がることが示唆された。
第３に、「中堅保育者(６～ 15 年の保育経験者)」の個人差を挙げることができる。前述
の例外として、枠では捉えられない保育者 11 と保育者 25 は、ともに転職組の中堅保育者
である。例えば、保育者 11 は、実施後の感想で、「今まで失敗したことを振り返り、落ち
込むことが多かったのですが、支援プログラムで成功例や前向きなことを考えることがで
きました」と綴り(表４)、保育者効力感の向上がみられた。しかし、追跡での感想には、
「うっかり振り返りを忘れてしまう事が度々あったので、駄目だったなと思います」と記
述し、保育者効力感と保育の充実度の下降がみられた。記述から保育者 11 は、保育経験
を重ねてはいるものの、初めての２歳児保育の担任で自信をなくしていると考えられた。
また、同じ２歳児保育の担任である中堅保育者６は、支援プログラムを受講した保育者の
中で唯一、支援プログラム後の年度末に退職した。保育者６の退職理由は、介護のためで
ある。保育者６は、退職しても地域が慢性的に保育士不足であることを知り、介護の生活
を安定させてから、自宅から近い園に再就職する予定とのことである。
支援プログラムに参加した中堅保育者は８名であり、その内訳は、３名が再就職者、２
名が同法人内異動者、２名が元潜在保育者で、１名が同じ園での継続保育者である。中堅
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15) 西山修・吉田満穂・片山美香：「中堅保育者におけるアイデンティティ地位からみた保育職への意識の相違」,
『岡山大学大学院教育学研究科研究集録』第 158号, 27-34 頁, 2015 年.
16) 吉田満穂・片山美香・髙橋敏之・西山修：「保育経験年数からみた気付きの特徴」,『岡山大学教師教育開発セン
ター紀要』第 5号, 9-18 頁, 2015 年.
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保育者は、再就職や異動等に伴う新たな人間関係や役割の変更からストレスの高い状況に
あると推察される。西山修・吉田満穂・片山美香(2015)は、中堅保育者の全体的な特徴と
して、「保育の充実」「職場での人間関係」「保育と家庭等との両立」等を明らかにした上
で、ほぼ同じ保育経験年数の中堅保育者であっても、保育職への意識と共に自我形成の状
態が相当異なると指摘している 15)。また中堅保育者は、保育経験を重ね多くの保護者との
関わりが増すと、意図しない関係や事態も現れるとの指摘もある(吉田満穂ら,..2015)16)。
本支援プログラムに参加した中堅保育者も、立場上、周囲からの役割期待の重圧、及び仕
事と家庭を調和できない葛藤を抱え、それらの克服も求められていた。中堅保育者の個人
差や生活環境が要因となり、支援プログラムの効果が分かれたと考えられる。
第４に、支援プログラムによる「効果の現れる時期」を挙げることができる。前節では、
支援プログラムによる効果の現れる時期が異なることが見出された。本節で詳細に検討し
た結果、その時期は、実施後が保育者効力感(急上昇・下降群)及び理解度(両群)、追跡が
保育者効力感(上昇・維持群)、保育の充実度(両群)、遂行への自信(両群)、及び自己評価(両
群)であることが明らかになった。これは、１つに実施後に保育者効力感が高い保育者ほ
ど、子育て支援を行う自信があるため、困難事例に対しても肯定的な態度で立ち向かい、
追跡で保育の充実度、及び自己評価の上昇が示されたのではないかと推察できる。また、
効果的な時期が分かるということは、支援プログラムに保育者の力量形成にとって効果的
な時期への配慮を汲み入れられ、保育への貢献も可能になる。
保育者効力感については、上昇・維持群と急上昇・下降群の間で、効果が現れる時期が
異なっていた。急上昇・下降群の下降部分を克服することができれば、支援プログラムに
よる保育者効力感がさらに向上するであろう。この点について、保育者 19 から「途中で
課題を提出したりする等の義務にしてほしい」との要望が出された。本来、自律的な取組
を促す支援プログラムであるため、思慮は必要であるが、形式的な働きかけは、１つの要
点と言える。例えば、実施後も保育者効力感が強化されるよう、研修参加保育者同士で肯
定的な評価を相互に受けられるような、実施後のグループワークを支援プログラムに組み
込むこと等が考えられる。グループワークは、園の人手不足の状況を踏まえた上で、人的
第３章第３節
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負担や利便性の面からも有効であると考えられる。
以上、支援プログラムに参加した保育者 28 名と統制群の保育者 28 名から導き出された
結果から、本支援プログラムが質の高い子育て支援実践のための内容と道筋に関する資源を
提示できるものと期待できる。しかし、本支援プログラムが先端課題的な支援プログラム
に成るには、様々な課題が残されている。
次章では、この残された課題を提示し、子育て支援に関わる保育者の専門性について考
察を加える。また、支援プログラムの開発と試行を通して得た、保育者の力量形成を促進
するための手立てや留意点を示しながら、今後の展望を論じる。
第３章第３節
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第４章 研究の総括と今後の展望
概 要
本章では、第１章から第３章までの研究成果を基に、得られた知見を総括するとともに、保
育者の専門性と力量形成に関して考察を加え、研究の到達点、今後の課題、及び展望を提示
した。
第１節では、高い育児不安を抱える保護者の現状と保育者への役割期待に関して、得られた
知見を整理した。また、子育て支援に関わる保育者の専門性を可視化し、保育者の力量形成の
土台となる「保育者の保護者理解モデル」を提案した。
第２節では、支援プログラムが子育て支援を担う保育者の力量形成の契機と成り得たかどう
かを検討した。具体的には、「支援プログラムを介した保育者の力量形成の過程」及び「支援
プログラムによる保育者効力感向上のメカニズム」について検討し、積み重ねた検証結果から、
子育て支援強化のための支援プログラムの改善点を示した。
第３節では、本研究で得られたその他の成果を整理し、本研究の今後の課題を示した上で、
展望を論じた。
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第１節 育児不安を支える保育者の専門性
Ⅰ．保育者への役割期待と子育て支援
本研究では、育児不安と子育て支援に関して、保護者が示す保育者への役割期待(第２
章第１節)、役割期待からみた保護者の特徴(第２章第２節)、及び高い育児不安を抱える
保護者の現状(第２章第３節)という３つの視点から実証的に検討し、保育者の専門性に関
するいくつかの知見を得た。これらの知見は、育児不安と子育て支援に関する研究におい
て、保護者が示す保育者への役割期待を力量の要素とした新たな視点である。以下では先
ず、第２章で得られた知見を総括する。
１．保護者が示す保育者への役割期待
第２章第１節では、保護者の育児不安と子育て支援に関わる保育者への役割期待との関
係を探究した。具体的には、園に子どもを預ける保護者を対象に、保護者の育児不安を、
育児状態(就労、趣味の時間等)、園への満足度、子育て支援に関わる保育者への役割期待
等との諸関係において検討した。
分析の結果、就労していない保護者は育児不安が高いこと、趣味の時間が短い保護者は
育児不安が高いこと、及び育児不安の高低にかかわらず、保護者の園への満足度が全般的
に高いことが明らかになった。また、保育者への役割期待の内容は 13 項目で捉えること
ができ、これらは「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」の
３つの内容で整理し得ることが明らかとなった。さらに、育児不安が高い保護者は、保育
者への役割期待が高く、その内容では、特に「連携と個別支援」「社会への発信・継承」
において高いことも明らかとなった。それらのことを鑑みて、育児不安を抱える保護者は、
育児不安の程度によって保育者への役割期待の内容は異なることが示唆された。
ここで注目すべきは、育児不安が高い保護者が「社会への発信・継承」と言った、社会
へ向けた情報発信や子育て文化の基盤作りに関わる内容を期待していた点である。育児不
安が高い保護者は、保育者へ「社会への発信・継承」を求める程、社会的に孤立した子育
第４章第１節
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てを行っていることが窺えた。保護者にとって最も身近な専門職である保育者は、保護者
が示す保育者への役割期待を理解した上で、子育て支援を実施することが重要であると言
える。
２．役割期待からみた保護者の特徴
第２章第２節では、保護者の特徴を、保育者への役割期待の内容(「連携と個別支援」
「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」)に着目して、その特徴を解明した。具
体的には、園に子どもを預ける保護者を対象にした質問紙調査から、保育者への役割期待
の内容による保護者の類型化を試みた。また、保護者の育児不安を、園への満足度、子育
て支援に関わる保育者への役割期待との諸関係において検討した。
分析の結果、保育者への役割期待の低さを特徴とする３群(「社会低群」「やや低群」「全
低群」)、及び保育者への役割期待の高さを特徴とする２群(「やや高群」「全高群」)とす
る５類型が見出された。５類型と諸要因との関係を検討した結果、全般的に保育者への役
割期待が高い類型の保護者は、育児不安が高い傾向にあった。また、全般的に保育者への
役割期待が高い類型の保護者は、園への満足度が高い傾向が示された。今回、典型的な類
型を同定できたことで、保育者への役割期待を捉え、保護者を理解する１つの手立てを得
たと言える。例えば、保護者の園への満足度が高ければ、保育者は保護者との信頼関係は
築き易い。この良好な関係を基盤に保育者は、優先度の高い子育て支援を進めていくこと
が重要であると考えられた。
３．高い育児不安を抱える保護者の現状
第２章第３節では、海外に在住するとともに、子どもに発達障害がある日本人保護者に
焦点を当て、育児不安に関わる実証的な検討を加えた。具体的には、子どもに発達障害が
ある米国在住日本人保護者を対象に、育児不安と就労との関係、園への満足度等を質問紙
調査から分析し、育児不安の様相を明示した。また一部、日本国在住日本人保護者との比
較検討も行った。
分析の結果、米国在住日本人保護者の方が日本国在住日本人保護者よりも、明らかに育
児不安が高く、就労していない保護者の方が就労している保護者よりも、育児不安が高く、
米国在住日本人保護者の方が日本国在住日本人保護者よりも、就労していない無職の割合
が高いことが明らかになった。また、米国在住日本人保護者と日本国在住日本人保護者は
第４章第１節
1) 厚生労働省：『保育所保育指針〈平成 29 年告示〉』, 37 頁, フレーベル館, 2017 年.
2) 内閣府・文部科学省・厚生労働省：『幼保連携型認定こども園教育・保育要領解説』,.362 頁,.フレーベル館,.2018
年.
3) 内閣府：「子ども・子育て支援新制度なるほど BOOK 」,.http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/event/publicity,.2016
年..(2017 年 4 月 23 日閲覧)
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ともに、園への満足度は高かった。この理由は、米国においては、障害児教育が進んでい
るためと考えられる。また日本国においては、待機児童の増加、保育者の不足、第２子出
産に伴う退園等の状況にありながらも園に通うことができている保護者の満足度の現れと
考えられる。さらに、米国在住日本人保護者は、育児不安の解消に心安らぐ居場所を求め、
「ランチの会」等での交流を通して、情報交換を行う等、自発的・相互扶助的な共同体を
形成していた。
米国在住日本人保護者の詳細な検討によって、当事者相互の自発的・積極的で１つの明
確な意図を持った共同体の在り方が示された。日本国の園には、育児不安に関して、保護
者の希望に応じて個別の支援を行うように努めることが明記されている(厚生労働省 ,..
20171)；内閣府・文部科学省・厚生労働省,..2018.2))。また、園には子育て相談や園庭開放
等の親子が集える居場所を積極的に提供すること、保育者には保護者が抱える育児不安を
共有し支援していくことが求められている(内閣府,..2016)3)。現在の保育者に求められてい
ることは、保護者が何を園やそこで働く保育者に役割期待しているかを明確にすることで
あると考えられる。
以上、育児不安と子育て支援に関して、本研究で得られた実証的な知見を総括した。こ
れらの役割期待に関する知見は、これまでの育児不安と子育て支援に関する研究に見当た
らない。以下では、この育児不安を抱える保護者から得られた役割期待に関する知見を踏
まえ、先行研究の知見を補完しながら、子育て支援に求められる保育者の専門性と力量形
成について検討する。
Ⅱ．保護者が示す保育者への役割期待からみた保育者の専門性
本研究での役割期待とは、保育者に対して、保護者からしかるべき役割の実行が要求さ
れる時の期待のことであり、保護者の中に内在し、保護者の特徴の一部分を形成する。ま
た、役割期待とは、子育て支援に関わる保育者への期待と、子育て支援実践とを結び付け
4) 関本昌秀：「役割期待のズレの研究―親子間の役割期待のズレについて―」,『慶応義塾大学大学院社会学研究科
紀要』第 5 号, 19-29 頁, 1965 年.
5) 無藤隆：「家庭と園と地域における子育て支援」,.(無藤隆・安藤智子/編：『子育て支援の心理学』), 1-15 頁, 有斐
閣, 2008 年.
6) 安藤智子・荒巻美佐子・岩藤裕美・丹羽さがの・砂上史子・堀越紀香：「幼稚園児の母親の育児感情と抑うつ―
子育て支援利用との関係―」, 日本保育学会誌『保育学研究』第 46 巻第 2 号, 235-244 頁, 2008 年.
7) 坂爪一幸：「発達障害の増加と懸念される原因についての一考察―診断,.社会受容,.あるいは胎児環境の変化？―」,
『早稲田大学早稲田教育評論』第 26 巻第 1 号, 21-32 頁, 2012 年.
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る媒介概念であると考えられる(関本昌秀,..1965)4)。つまり保育者への役割期待は、保育
者がどのような子育て支援を実践するかについての条件を特定することにもなる。そのた
め、第２章では、日本国在住日本人保護者 772 名が示す保育者への役割期待、及び米国在
住日本人保護者 58 名と日本国在住日本人保護者 338 名の育児不安の現状を集約している。
保育者への役割期待の内容に整合性がある適切な子育て支援が実践された時、保護者の育
児不安の軽減や園への満足度に繋がる可能性がある。第２章で得られた保育者の専門性を
包括的に整理すると、以下の３点を挙げることができる。
１．関係機関との連携に必要なコーディネーターとしての専門性
第１に、子育て支援に関わる保育者の専門性は、関係機関との連携である。第２章第１
節では、保護者が困難な問題解決に向けて関連機関とともに支援してくれるコーディネー
ターのような役割を保育者に期待していることが示唆された。また、第２章第３節では、
海外に在住するとともに、子どもに発達障害がある、いわば二重の子育て困難を抱えた家
庭を対象とした実証的研究を通して、高い育児不安を抱えた保護者への支援について考察
した。この米国在住日本人保護者の希有なデータから、保育者による保護者と地域の共同
体とを結ぶコーディネーターとしての役割の必要性が示唆された。これらは、「保育者が
いかなる限界があるかを心得て、支援する側(保育者)ができる範囲で努力し、それを越え
たところでは他の専門家の助力を得ること」とする無藤隆(2008)の指摘 5)とも一致する。
さらに、子育て支援に関する保育者の専門性として、第１章第１節で既に示した通り、安
藤智子ら(2008)が心理の専門家と連携することの必要性を報告している 6)。
我が国では、1996(平成８)年頃から、発達障害がある子どもの数が増加傾向にあるとさ
れ、その原因として、連続性(スペクトラム性)という見方に伴う診断基準の変化、発達障
害の知識が普及したことに伴う社会的な受容の変化、及び低出生体重児の増加にみられる
胎児環境の変化が指摘されている(坂爪一幸,..2012)7)。卒園後について、文部科学省(2018)
8) 文部科学省：「平成 29 年度通級による指導実施状況調査結果について」,.http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/toku-
betu/material/__icsFiles/afieldfile/2018/05/14/1402845_03.pdf,.2018 年..(2019 年 2 月 13 日閲覧)
9) 豊中市：「障害のある子どもへの支援の基本的な考え方」,.https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kosodate/hattatusien/2809
shougaijisien.files/2809rubinasi.pdf,.2016 年..(2017 年 4 月 23 日閲覧).
10) Mash, E.J. &.Johnston, C.(1983): Parental perceptions of child behavior problems, parenting self-esteem, and mothers'.repo-
rted stress in younger and older hyperactive and normal children. Journal of Consulting and Clinical Psychology, 51, pp.86-99.
American Psychological Association, Washington, D.C.
11) 田中正博：「障害児を育てる母親のストレスと家族機能」,.日本特殊教育学会誌『特殊教育学研究』第 34 巻第 3
号, 23-32 頁,.1996 年.
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は、公立小中学校で通常の学級に在籍しながら、障害に応じて授業の一部を別の教室等で
行う「通級指導」を受けている子どもたちが全国で 108,946 名になったことを報告した 8)。
この数は、ここ 10 年で 2.41 倍にまで増加したことになる。また豊中市(2016)は、障害の
有無を含めた子どもへの関わりについて、保護者の育児不安が増加していることを報告し
ている 9)。さらに E.J..Mash.&.C..Johnston(1983)は、問題行動による集団への適応が困難な
子どもの保護者が、自信を喪失し、自らの養育能力を低く評価し、社会的孤立感を持ち易
いことを報告している 10)。
これらの報告からは、発達障害がある子どもの数的増加という新たな課題とともに、田
中正博(1996)が指摘する「育児不安を感じることが多い発達障害がある子どもの保護者に
対する支援を考える必要性」11)が示唆されたと言える。保育者は、こうした課題に対して、
日々の保育の中で支援を行わなければならないが、保育者が支援できる限界を越える場合
もある。その時、保育者は、コーディネーターとして他の関連機関である発達支援センタ
ーや小学校等に繋がることもある。なぜなら、子どもと生活をともにしている保育者は、
課題達成に向けて調整する力量を発揮することができるからである。
社会の変化が激しい現在において、保護者が抱える育児不安は、複雑で多様な場合が多
く、保育者には、保護者が抱える課題の理解が難しい事例が生じることもあろう。また、
育児不安を抱えながらも子どもの障害を認めたくない保護者もいる。子育ての中で困難に
直面した保護者の相談に応じ、保護者一人一人の課題に応じた最善の支援を提供していく
ため、保育者は、保育に関する幅広い知識に加えて、関係機関との連携が必要である。関
係機関との連携がなされると、課題に応じた多面的な子育て支援が可能になる。結果的に、
保育者には支援を必要とする保護者と社会とを結び付けるコーディネーターとしての役割
が期待されていると言える。また、園は、そのような期待に応じることができる有効な施
設の１つと考えられる。その理由として、例えば、園は、全国に 34,763 園あり(厚生労働
12) 厚生労働省：「保育所等関連状況取りまとめ」, https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000350592.pdf., 2018 年.
. (2019 年 2 月 13 日閲覧)
13) 内閣府他・前掲書(2), 362-371 頁..(2019 年 2 月 13 日閲覧)
14) 厚生労働省：『保育所保育指針解説』, 341-342 頁, フレーベル館, 2018 年.
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省,..2018)12)、保護者にとって利用し易い地域の身近な保育・幼児教育の施設である。その
上、保育者は、在園する子どもであれば卒園するまで継続して保護者と接することになる。
具体的に園には、一定期間の関係性が保護者と保持され易く、在園する子どもの処遇のた
め日常的に医療機関、療育機関、児童相談所等と連携している。そのため保育者には、コ
ーディネーターとしての役割が期待されていると言える。
２．社会への発信・継承者としての保育者の専門性
第２章第１節において、保護者が示す保育者への役割期待を「連携と個別支援」「家庭
への援助・相談」「社会への発信・継承」の３つであることを実証的に解明した。特に、
育児不安が高い保護者は、保育者への役割期待が高く、「社会への発信・継承」と言った
社会に向けた情報発信と子育て文化の基盤作りを保育者の専門性として希求していた。「社
会への発信・継承」の項目内容は、「子育てについて社会へ発信できる」「子育て文化を
継承する支援ができる」「地域の親子に安心して遊んでもらえる遊び場を提供することが
できる」である。
子育て支援に関わる保育者の専門性を確認したところ、「連携と個別支援」「家庭への
援助・相談」は、先行研究や『幼稚園教育要領解説』『保育所保育指針解説』『幼保連携
型認定こども園教育・保育要領』に数多く記載されている。例えば、『幼保連携型認定こ
ども園教育・保育要領解説』(内閣府他,..2018)では、子育て支援に関わる保育者の専門性
を論じる場合、「個別支援」と言った援助に関するソーシャルワークやカウンセリングの
技術の援用、「関係機関との連携」と言った保育者による対応では不十分や限界がある場
合の連携、「地域における子育て家庭への支援」等の保護者からの相談に応じての援助を
挙げている 13)。しかし、「社会への発信・継承」はあまり見当たらない。このため、ここ
で明らかになった「社会への発信・継承」の内容を、子育て支援に関わる先行研究、『保
育所保育指針解説』(厚生労働省,..2018)14)で提示された保育者の専門性を生かした子育て
支援と対比し詳細に検討する。
先行研究では、地域の保護者からの要望を受け、「社会への発信・継承」を含む子育て
15) 大森弘子・油谷幸代・大和正克・太田仁：「保育士の専門性を活性化するキャリアパスの構築に向けて―専門性
に応じた実践を推進する保育園の取り組みを通じて―」, 全国保育士養成協議会誌『保育士養成研究』第 30 号, 31-40
頁, 2013 年.
16) 厚生労働省・前掲書(14), 341-342 頁.
17) 大豆生田啓友：「保育の場における子育て支援の課題」,.日本保育学会誌『保育学研究』第 51 巻第 1 号,.134-142
頁, 2013 年.
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支援の実践を推進している園が少ないながらも存在する。例えば、大森弘子ら(2013)は、
季節毎に古来から伝承されている地域行事を子育て支援に取入れ、風土の風習が自然と身
に付くような子育て支援を実践している園を報告している 15)。この園では、保育者が持ち
得ている子育てに関わる情報を園内で発信し共有し、親子の豊かな人間性の涵養に資する
ことを目的に、子育ての情報をインターネットを活用して社会への発信も行っている。ま
た、園の保護者や地域住民が支援者となって「わらべ歌」「わらべ歌遊び」「お祭り」「離
乳食の進め方」等の子育て教室や学習会を実施し、園内外において保護者の情報交換を行
っている。さらに、園内開放や世代間交流を通して、地域の親子が安心して遊べるような
遊びの広場を提供している。保護者は、保育者や他の子どもと交流する我が子の姿から、
子育てを振り返り、子育てに関する情報を得ている。支援者となった保護者や地域住民は、
保育者が十分に配慮して設定した安全で快適な居場所で、子育て文化を継承できた充実感
を実感している。これらは、確かに「社会への発信・継承」に該当する。
『保育所保育指針解説』(厚生労働省,..2018)では、子育て家庭と周囲との関係が希薄に
なりがちな状況を示しつつも、保育所の役割としては、「保護者や地域の人々と子育ての
喜びを分かち合い、子育ての文化や子どもを大切にする価値観等をともに紡ぎ出していく
こと」16)と、園が子育てを地域の協同的な場になるようにすることを示唆している。これ
に関連して、大豆生田啓友(2013)は、園が子育てを地域で支え合う協同的な場として機能
するために、保育者の高い専門性が求められると指摘している 17)。
以上のように、本研究では、保護者が示す保育者への役割期待を実証的に解明し、「社
会への発信・継承」を含んだ役割を保育者の専門性として希求されていることが示された。
しかし、具体的な子育て支援に関わる保育者の専門性は、『幼稚園教育要領』『保育所保
育指針』『幼保連携型認定こども園教育・保育要領』に未だ具体的に記されていない。こ
のことから、今後は新たに、役割期待の内容に直結する「社会への発信・継承」を保育者
の専門性として加えていくことが必要である。
18) 名須川知子・高畑芳美・磯野久美子：『子育て家庭に寄り添う支援者マニュアル』, 7-54 頁, 兵庫県, 2016 年.
19) 丸山広人：「親面接における保護者の類型とその対応―教育相談における面接導入期に焦点づけて―」,『茨城大
学教育学部紀要』第 65 号, 25-38 頁, 2016 年.
20) 文部科学省：「幼稚園教員の資質向上について―自ら学ぶ幼稚園教員のために(報告)―」, http://www.mext.go.jp/b_
menu/shingi/chousa/shotou/019/toushin/020602.htm, 2002 年..(2017 年 4 月 23 日閲覧)
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３．役割期待の理解者としての保育者の専門性
第３に、子育て支援に関わる保育者の専門性は、役割期待を含む保護者理解である。第
２章第２節では、保護者の特徴を全体的に把握し理解できるよう、保育者への役割期待の
内容に焦点を当て、保護者の類型化を試みた。その結果、保護者の特徴を、５類型(「全
高群」「やや高群」「社会低群」「やや低群」「全低群」)として類型論的に分析した。多様
な価値観を持つ保護者を類型化できたことは、保育者の保護者理解を深化させる可能性が
高い。
保護者の類型を用いることによって、子育て支援を系統立てている事例は他にもある。
例えば、名須川知子・高畑芳美・磯野久美子(2016)は、父親をタイプ別に６類型(芸術家・
熱血・自由人・気配り・貫禄・社交性)に分類し、子どもとの遊び方を保護者に伝授して
いる 18)。このことは、父親が本来持っている潜在的な能力への気付きを促し、父親の子育
てへの参加が促進され、母親の育児不安や負担も軽減させると考えられる。
他方、この保護者の類型だけでは、保護者が保育者に何を求めて相談に来ているのか判
断し難いと考えられる。その点において、丸山広人(2016)は、教育相談場面での保護者の
ニーズから保護者の類型を捉えた 19)。その結果、保護者の心理を９類型(引き受け型・傍
観者型・しっとり涙型・私を助けて型・孤立無援型・他罰型・戦略型・依存と回避型・お
付き合い型)に分類し、その特徴と対応を検討している。この分類は、保護者の心理に応
じた保育者の立ち位置となり、初期対応の視点としては有効であろう。ただし、ここでも
論じられているが、課題は継続した保護者対応にあり、個々の事例によって状況が異なる
ため、事例検討によって研鑽を積むしかないと考えられている。
以上、保護者が示す保育者への役割期待から子育て支援に関わる保育者の専門性を整理
した。保育者は、保育者への役割期待を理解した上で、その保護者の子育てを創意工夫し
て支援していくことが必要である。本研究はその端緒として、保育者への役割期待を明ら
かにした点に意義を見出せると言えよう。ここで重要なことは、保育者がこうした役割期
待を認識し、保護者や地域の多様なニーズに応え、幼児教育の水準を維持向上していくこ
とに資することである(文部科学省,..2002)20)。保育者は、新たなニーズに応えつつ、生涯
21) Kahn, R.L..&.Antonucci, T.C. (1980): Convoys over the life course:.Attachment roles and social support..In P.B..Baltes.&
O.B..Brim. (Eds.), Life-span development and behavior, 3, pp.87-99, Academic Press, New York.
22) 大日向雅美：「育児不安とは何か―発達心理学の立場から―」,『こころの科学』第 103 号, 10-15 頁, 2002 年.
23) King, I.M. (1981): A theory for nursing: systems, concepts, process. p.157, A wiley medical publication, New York.
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にわたり継続して主体的に専門性を高めるための自己研鑽を積む必要がある。
Ⅲ．保育者の力量形成の土台となるモデルの提案
これまでの検証から、我が国で育児不安が定義付けされてから 30 年以上が経過したに
もかかわらず、現在も育児不安が軽減されておらず、様々な保育者への役割期待が存在し
ていることが明らかになった。また、保育者は、保護者が示す保育者への役割期待を理解
した上での子育て支援を実施することが、育児不安の軽減に繋がることも推察された。そ
れは、保育者が子育てに関する保護者理解を踏まえ、保育者への役割期待に応答すること
である。
ある時点における子育て支援の必要性は、保護者が示す保育者への役割期待や保護者の
特性によって規定され、時間の経過と共に変化する。この生涯発達の視点を含んだ研究と
して、R.L. Kahn.&.T.C..Antonucci(1980)は、ストレス、役割期待、社会的支援(ソーシャル
サポート)等がコンボイ(convoy)を規定する要因とするモデルを提案している 21)。コンボ
イとは、輸送船団に例えた支援のネットワークであり、生涯発達の時間的文脈が及ぼす影
響を捉える枠組みとしている。また、社会的支援の必要性や適切さは、役割期待等によっ
て規定されることを示している。子育て支援においても社会的支援の意義は大きく、大日
向雅美(2002)は、「適切な社会的支援を受けることができれば、育児不安も和らぐ」こと
を指摘している 22)。
一方、保育領域と専門性が近い看護領域においては、I.M..King(1981)の目標達成理論の
図式がある 23)。この図は、２つの同じ大きさの楕円形でできており、その重なり合った部
分に、６つの相互行為の要素(「行為」「対応行為」「障害」「共同目標設定」「目標達成の
ための手段の探究」「目標達成のための手段への同意」)がある。看護師と患者が目標達
成のために、互いに行動を起こして相互浸透行為が生じることを示している。これに着想
を得て、保育者の力量形成の土台となる「保育者の保護者理解モデル」を作成し、図１に
示した。ここで、保育者の保護者理解に繋がるものとは、保護者の内面にある子育ての喜
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図１. 保育者の保護者理解モデル
び・課題、役割期待、及び育児不安である。この状況は図中で示されているが、保育者は、
保護者を取り巻く子育て環境を認知し、保育者への役割期待や保護者の育児不安の状況に
応答し、保護者とともに子どもへの個別目標を設定する。また、課題解決と子どもの健や
かな成長という目標を達成するために、保育者と保護者は、子育てを探究し、子育を共有
して、子どもへの個別目標の達成を目指していくことになるであろう。特に専門性が高い
保育者は、保護者が示す保育者への役割期待に適合した子育て支援を行うことになる。保
育者への役割期待の理解に不足があれば、保育者の保護者理解が深まらず、育児不安を軽
減することが難しくなる。そのため、保育者は、保育者への役割期待を理解し、子育て支
援の際に、役割期待に適合した応答が重要であると考えられる。本研究の結果から、保育
者を保護者理解に導く要素は、「子育ての喜び・課題」「役割期待」「育児不安」「応答」「子
どもへの個別目標」「子育ての探究」「子育ての共有」であると推察できる。保育者の力
量形成は、保育者の保護者理解を土台として描くことができるだろう。
以上、保育者の保護者理解モデル(図１)は、第２章で得られた育児不安と子育て支援に
関する本研究で関連付けられた過程と概念を示している。この過程と概念が子育て支援の
場で推進されたならば、保護者の育児不安の軽減に繋がり、子育て支援を促進することが
できるだろう。また、保育者の保護者理解モデルは、保育者が子育て支援の複雑さを学ぶ
ことに役立つだろう。さらに、子育て支援に保護者理解モデルの適用を容易にする「支援
の根拠・目標・手段・評価の記録シート」については、第４章第３節で論ずる。
保育者
認知
支援
保護者
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被支援
役割期待
子どもへの
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育児不安子育ての探究
応答 子育ての共有
保護者理解
子育ての
喜び・課題
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24) 樋口耕一：『社会調査のための計量テキスト分析―内容分析の継承と発展を目指して―』, 73-100 頁, ナカニシヤ
出版, 2014 年.
25) Cohen, S. &.Wills, T.A.(1985): Stress, social support, and the buffering hypothesis, Psychological Bulletin, 98(2), pp.310-
357, American Psychological Association,.Washington, D.C.
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Ⅳ．保育者の専門性と力量形成の道筋への提言
近年、保育者には、変動する社会状況と家庭環境、保護者理解、子どもの発達過程の理
解等、多くの専門性が求められている。これからの保育者に求められる専門性が、具体的
にどのようなものか明示することが重要な課題の１つと考えられる。本研究は、先行研究
の広がりと流れの中に、これから求められる専門性と課題を示すとともに、保護者が示す
保育者への役割期待の内容と保護者の類型を可視化したことに意義があると言える。
次に、ここまでの知見を踏まえ、残された課題と、今後の子育て支援に関わる保育者の
専門性と力量形成の可能性について提案する。
第１に、育児不安を抱える保護者への質的研究による強化である。本研究では、子育て
支援に関して保護者が抱く保育者への役割期待を主に量的に検討し、項目を同定すること
ができた。これらの項目は、現職保育者にとって支援の指針を示すものでもあり、実践的
にも有用と考えられる。他方、どのような保護者が、どのような役割期待を持っているの
か、別の関連要因を加える等して、より詳細に検討する必要がある。近年、テキストマイ
ニング・ソフトの開発が目覚ましく、様々な研究領域で応用されている(e.g.,.樋口耕一,
2014)24)。例えば、主要論文の大量テキストデータから、頻出語の推移、語同士の関係、
文脈の中での語の使われ方等を量的、質的に分析し、恣意性を抑えて研究動向を整理する
ことも考えられる。メタ分析の補助的な手立てとしての援用も考えられる。今後、現れる
新しい研究群を加え、質的研究を追加することによって、保護者が必要とする支援の詳細
や程度を吟味する必要がある。なぜなら、S..Cohen.&.T.A..Wills(1985)が指摘しているよう
に、受け手(保護者)が必要とする支援が提供されて初めてそれは効果を持つと言えるから
である 25)。
第２に、保護者に関わる主要な別の要因を加え、保護者の５類型との関連を検討するこ
とである。今回は、「育児不安」「園への満足度」等を取り上げたが、今後は、育児行動
に直結する「育児効力感」や、関係構築に重要な「保育者への信頼感」等を取り上げるこ
とが考えられる。例えば、精神的健康、及び育児負担感の予測因子である育児に対する自
26) 金岡緑：「育児に対する自己効力感尺度(Parenting.self-efficacy.scale:.PSE 尺度)の開発とその信頼性・妥当性の検
討」, 日本小児保健協会誌『小児保健研究』第 70 巻第 1 号, 27-38 頁, 2011 年.
27) Biestek, F.P.(1957): The casework relationship, p.85, Loyola University Press, Chicago.
28) Knowles, M.S..(1977): Adult learning processes: Pedagogy and andragogy. Religious Education,.72,.pp.202-211,.Taylor &
Francis, Oxford.
29) Houle, C.O..(1980): Continuing learning in the professions. The Journal of Teacher Education, 1, pp.34-75, Jossey Bass
Publishers, San Francisco.
30) Queeney, D.S..(2001): Research to practice: The professionalization of continuing education. The Journal of .Continuing
Higher Education, 49, pp.43-44, Taylor.&.Francis, Oxford.
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己効力感尺度が開発されている(金岡緑,..2011)26)。また、信頼関係を築くためには、従来
から F.P..Biestek(1957)の７原則(個別化、意図的な感情表出、統制された情緒的関与、受
容、非審判的態度、自己決定、秘密保持)が社会福祉現場で活用されている 27)。これらの
知見を参考にしながらも、現代に適合した子育て支援の原則を示すことによって、保護者
から信頼が得られる可能性が高い。例えば、具体的な支援として望むことを記述で求め、
保護者の類型毎の詳細な相違を質的に整理することも考えられる。これらは、保育者が適
切な支援の方略を判断する際の手がかりを増やすことになるであろう。さらに、保護者の
特徴として、より捉え易い要因との関係が明らかになれば、保育者への役割期待に応じた
適合性の高い支援へと繋がり易いと考えられる。
第３に、保育者の専門性の礎としての継続教育への支援を提案する。M.S..Knowles(1977)
は、成人学習者には、ニーズを判断し、目標設定し、学習資源と方法を選び評価する教育
が効果的であるという成人学習理論を提唱した 28)。また、C.O..Houle(1980)は、継続教育
における専門的職業の特性が、明確な社会的使命に結び付いていること、理論的な知の体
系があること、問題解決能力があること、実践知を用いること、自律的に能力を高めるこ
と、他職種との連携があること等の 14 項目であることを明らかにしている 29)。この継続
教育に関して、理論や特性が見出されているが、D.S..Queeney(2001)が指摘するように、
包括的かつ統合的な取組は、これまでほとんどなされてこなかった 30)。これらを高める
ような実証的な効果による裏付けを持つ、包括的かつ統合的な保育者への支援が待たれる。
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第２節 保育者支援プログラムの開発と力量形成
Ⅰ．子育て支援を促す支援プログラムの開発と実施
第３章では、支援プログラムの開発と試行(第３章第１節)、子育て支援を促す支援プログ
ラムの実施とその効果(第３章第２節)、及び支援プログラムの効果と関連要因からみた保育
者の特徴(第３章第３節)という３つの視点から検討し、支援プログラムによる効果とその
改善点を明らかにした。これらの知見は、支援プログラムが子育て支援を担う現職保育者
に力量形成の契機と成り得た点で意義がある。以下では先ず、第３章で得られた知見を総
括する。
１．支援プログラムの開発と試行
第３章第１節では、認知行動論的技法とリフレクションに基づき、子育て支援を担う現
職保育者への支援プログラムを開発した。開発に当たり、子育て支援に関わる目標を設定
することによって、その先に得られるであろう保育者効力感の向上、及び保育者への役割
期待の理解を促すことを目指した。
本支援プログラムは、主に、役割期待の理解とリフレクションによる行動目標の設定か
ら成る 90分の研修、及び毎日１分間の自己マネジメント(１か月間)から構成されている。
支援プログラムの特徴の１つは、現代の保護者が示す保育者への役割期待を明示したこと
にある。これによって、保育者は、役割期待の内容を理解し、保育者への役割期待との適
合性が高い支援を提供できるようになると推察された。
支援プログラムを試行し、その効果を検討した結果、支援プログラムに参加した保育者
は、研修後の方が実施前よりも、保育者への役割期待の理解は確実に高まっていた。支援
プログラムによって、子育て支援に繋がる行動目標を考えることで、保育者への役割期待
の理解が深まったと考えられた。また保育者は、日々の保育から少し距離をおき、リフレ
クションによって、これまでの自らの体験の中から、成功経験と呼べるものを想起し、保
育者効力感を高める手立てに気付くことができた。さらに保育者は、取組易いように工夫
第４章第２節
1) 西山修：『保育者の効力感と自我同一性の形成―領域「人間関係」について―』, 185-232頁, 風間書房, 2009年.
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された冊子に記入し、その後の行動目標を考える要点を掴むことができた。これらのこと
から、第３章第１節では、支援プログラムにより、保育者効力感を高める有効な手立てを
得たと言える。
一方、熟練保育者であっても、子育て支援の実践に苦慮していることが分かった。また、
実施前から保育者効力感の高い熟練保育者や、保育経験１年目の新任保育者の場合、支援
プログラムの効果があまりみられなかった。これらの結果については、支援プログラムを
扱った先行研究(e.g.,.西山修,..2009)1)が僅少であるため、更なる実証的研究の蓄積が必要
不可欠となった。
２．子育て支援を促す支援プログラムの実施とその効果
第３章第２節では、支援プログラムを実施し、その効果を検討した。具体的には、90
分の研修と毎日１分間の自己マネジメントによって、保育者効力感等に効果がもたらされ
るのか、統制群との短期縦断的な比較を行い、多面的に検討した。検討に当たり、６つの
観点(保育者効力感、役割期待の理解、理解度、保育の充実度、遂行への自信、及び自己評
価)から成る調査用紙を作成し、質問紙調査を実施した。
分析の結果、実験群の方が統制群よりも、保育者効力感に明らかな向上がみられ、支援
プログラムが保育者効力感の向上に正の影響を及ぼすことが示された。また、支援プログ
ラムによる効果の現れる時期が異なることが示された。その効果の現れる時期は、保育者
効力感が実施後(研修から１か月後)、遂行への自信が追跡(研修から２か月後)であった。
さらに、実験群の方が統制群よりも、有意傾向ながら遂行への自信に向上がみられた。こ
れについては、別の分析方法による精査が必要と考えられるが、支援プログラムを通して
保育者は、役割期待の内容を理解し、自他の成功経験を想起し、保育者への役割期待と整
合性のある子育て支援を考え、実行することができたと言える。このことが、保育の見通
しを持って子育て支援の実践を行っていく遂行への自信に繋がったと考えられる。
一方、諸変数の標準偏差を確認したところ、実験群の理解度、保育の充実度、及び遂行
への自信は、実施後の方が実施前よりも、分散が大きくなっていることが確認された。こ
のことから、実験群の保育者の中に、変化の様相の異なる保育者がいることが示唆された。
そこで次では、この現状を等閑視するのではなく、支援プログラムの効果の違いを、個人
第４章第２節
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差から詳細に分析することとした。
３．支援プログラムの効果と関連要因からみた保育者の特徴
第３章第３節では、支援プログラムに対する効果が保育者によって異なる要因を、第３
章第２節とは違う分析方法で、８つの観点(保育者効力感、役割期待の理解、理解度、保育
の充実度、遂行への自信、自己評価、満足度、及び結果の予期)と自由記述から検討した。
具体的には、Ward法による階層的クラスタ分析により、子育て支援に関わる保育者の類
型化を試みた。また、支援プログラム実施による保育者効力感等への効果の違いを、保育
者の個人差要因から詳細に検討した。さらに、文章完成法による力量形成、及び実施後の
感想を活用して保育者の視点も加え、子育て支援に関わる保育者の力量形成に有効な支援
プログラムの在り方について精査し検討した。
その結果、保育者の２つの類型(上昇・維持群、急上昇・下降群)が見出された。２つの
類型と諸変数との関係を検討した結果、急上昇・下降群の方が上昇・維持群よりも、実施
前の保育者効力感が低く、実施前の役割期待の理解も低いという個人差要因が確認された。
ただし、中堅保育者(６～ 15年の保育経験者)は、類型にかかわらず、周囲からの役割期
待の重圧や仕事と家庭の調和等の要因により、支援プログラムの効果が分かれた。また、
支援プログラムによる「効果の現れる時期」が異なることが分かった。この時期は、保育
者効力感及び理解度が実施後、保育の充実度、遂行への自信、及び自己評価が追跡と考え
られた。
子育て支援を担う保育者を類型化できたことは、今後の支援プログラムによる力量形成
のより良い提供の在り方に関係する。これらの結果に注目することは、保育者の類型に応
じ、有効な時期に有効な支援ができることに繋がる。なぜなら支援プログラムは、保育者
の力量形成の契機となり、子育て支援に関わる保育者の専門性の向上が期待できるからで
ある。
以上、支援プログラムの開発と適用に関して、第３章で得られた実証的な知見を総括し
た。支援プログラムでは、保育者が自他の成功経験から行動目標を設定し、日々の保育を
肯定的にマネジメントし、保育者効力感の向上を目指した。支援プログラムは、行動目標
を設定することが１つの鍵であると言える。保育者による実施後の感想には、「目標を立て
て良い保育ができると感じる」「振り返りにより明日への行動目標を考える機会になる」
「今回の支援プログラムのように、少しずつ目標を立てて行っていきたい」等、目標設定
2) Bandura, A..&.Locke, E.A. (2003): Negative self-efficacy and goal effects revisited. Journal of Applied Psychology, 88(1),
pp.87-99, American Psychological Association, Washington, D.C.
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に関する記述が多数を占めた。A..Bandura.&.E.A..Locke(2003)は、目標を設定するとさら
に高い目標を設定して、新たな目標との乖離を克服しようとすることを示している 2)。行動
目標を設定することによって、保育者は、「できそうだ」という見通しと自信を持って子育
て支援を担う力量を促進することができたと言える。
Ⅱ．支援プログラムを介した保育者の力量形成
本研究では、子育て支援を促す支援プログラムを検証することにより、保育者の力量形
成のための効果と改善点があることを把握することができた。以下では、子育て支援に求
められる保育者の専門性と支援プログラムの実施における知見を踏まえ、「支援プログラ
ムを介した保育者の力量形成の過程」及び「支援プログラムによる保育者効力感向上のメ
カニズム」のモデルを提案し、保育者の自由記述から、支援プログラムが保育者の力量形
成の契機になったかどうかを検討する。
１．子育て支援に求められる保育者の専門性の可視化
子育て支援における実証的な研究は十分ではなく、子育て支援に関わる保育者の専門性
については、まだ標準化されていない。このような状況下、本研究では、第１章第２節に
おいて、子育て支援に関わる保育者の専門性を、「子育てに関わる保護者理解を踏まえ、保
護者の相談に応答することのできる援助力と、必要に応じて関係機関と連携する力」と暫
定的に定義付けた。
保護者が示す保育者への役割期待に関する検証を整理すると、第２章第１節においては、
困難な課題解決に向けて関連機関とともに支援してくれるコーディネーターとしての役割
が保育者に求められていると捉えることができた。また、第２章第３節においても、保護
者と地域の共同体とを結ぶコーディネーターとしての役割が保育者に求められていると捉
えることができた。ここで明らかになった保育者への役割期待の内容である「連携と個別
支援」「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」の３つは、今後も保育者に求められ
る子育て支援の専門性を表す項目でもあり、力量形成の要素であると言える。
これらを受けて第４章第１節においては、育児不安を抱える保護者への保育者の専門性
3) 吉村香・吉岡晶子・岩上節子・田代和美：「保育者の成長における実践と省察」,.日本保育学会誌『保育学研究』
第 35巻第 2号, 288-295頁, 1997年.
4) 西山修・前掲書(1), 243-253頁.
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に関わる役割を、「関連機関との連携に必要なコーディネーター」「社会への発信・継承者」
「役割期待の理解者」の３つであると位置付けた。ただし、ここでのコーディネーターと
は、社会福祉士や臨床心理士のような間接的な援助ではなく、子どもとともに日々の園生
活を送り直接的に支援していく中、保育者の専門性の範囲を越えたところで、関連機関に
結び付けることができる役割である。
これらを総合すると、子育て支援に関わる保育者の専門性は、①子どもや保護者に医療
や心理面でのケア等が必要とされる場合の関係機関との「連携」、②保護者との信頼関係構
築の基本となる「保護者理解」、③子育てを社会に発信し、次世代に繋ぐような「発信・継
承」と考えられる。保育者がこれらの専門性を発揮し子育て支援を展開するためには、十
分な力量形成が求められる。
子育て支援に関わる保育者の専門性が可視化され、次に保育者の専門性を高めるような、
実証的な裏付けを持つ支援プログラムの開発が求められていた。そのため第３章では、子
育て支援に関わる支援プログラムを開発し試行した。支援プログラムが保育現場に適用す
るためには、保育者の力量形成の過程を理解することが求められている。そこで以下では、
支援プログラムを介した保育者の力量形成の過程を図示することを試みる。
２．支援プログラムを介した保育者の力量形成の過程
ここでは、子育て支援を促進し、保育者に求められる役割を確かな力量として形成する、
実効性のある支援プログラムを介した保育者の力量形成の過程を整理する。
保育者の力量形成に関して、吉村香ら(1997)は、実践と省察の螺旋連続過程を意識的に
経験し、問題解決を通して特定の実践について多角的視点を獲得することの重要性を指摘
している 3)。また、西山(2009)は、保育者の成長の過程として、観察と省察の螺旋モデル
を提案している 4)。本研究でもそれらを支持し、支援プログラムを介した保育者の力量形
成の過程を図１に示した。これは、保育者が子育て支援、リフレクション、及び目標設定
の繰り返しの中で、子育て支援に関わる力量を形成していく螺旋連続モデルである。
ここで図１の説明を加えると、子育て支援に関わる保育者の力量の要素とは、役割期待
の内容(「連携と個別支援」「家庭への援助・相談」「社会への発信・継承」)である。保育
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者は、保護者の立場に立って力量の要素を理解しながら、保護者に働きかける。その時、
支援プログラムは、先ず保育者のリフレクションに刺激を与える。その刺激は「できそう
だ」と思える行動目標を設定することに繋がる。保育者は、子育て支援の実践を、リフレ
クション及び目標設定とともに、螺旋連続的に繰り返していく。この繰り返しによって、
保育者の力量の要素は、役割期待の内容が質の高い保育者の専門性(「連携」「保護者理
解」「発信・継承」)へと成長し、その過程で保育者の力量形成がなされていくと考えら
れる。地域における共生社会を築くことが難しい現代において、保育者に求められる専門
性は、「発信・継承」に含まれる内容のように、地域社会が本来持っていた子育て機能の
補完的な側面も求められていると言えよう。
連携
社会への
発信・継承
家庭への
連携・相談
連携と
個別支援
保護者理解
発信・継承
目標設定
目標設定
目標設定
リフレクション
リフレクション
リフレクション
子育て支援
子育て支援
子育て支援
子育て支援
第４章第２節
保育者の
力量形成
図１．支援プログラムを介した保育者の力量形成の過程
注) は支援プログラムの主要な内容を示す..
5) White, R.W. (1959): Motivation reconsidered: The concept of competence. Psychological Review, 66, pp.297-333,.American
Psychological Association,.Washington, D.C.
6) 佐藤学・岩川直樹・秋田喜代美：「教師の実践的思考様式に関する研究(1)―熟練教師と初任教師のモニタリング
の比較を中心に―」,『東京大学教育学部紀要』第 30巻, 177-198頁, 1991年.
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一方、R.W..White(1959)は、人が効力感を追求し環境と相互交渉していくうちに、その
知識や技術が熟達すると報告している 5)。ここでも、保育者が効力感を追求し、保護者と
の相互浸透行為を実施していくうちに、保育者の力量形成が促され、保育者の専門性が熟
達すると言える。この効力感の追求は、次の「支援プログラムによる保育者効力向上のメ
カニズム」で提示する。
３．支援プログラムによる保育者効力感向上のメカニズム
ここでは、保育者効力感等の諸変数を取り入れ、支援プログラムによる保育者効力感向
上のメカニズムを検討する。具体的には、支援プログラムによる子育て支援促進を包括的
に把握するため、第１章第３節の初期モデル「子育て支援に関わる保育者効力感と関連要
因の仮説的モデル」に、第３章で得た認知的な視点を加えた。
図２には、支援プログラムによる効果がみられた諸変数として、保育者効力感、理解度、
保育の充実度、遂行への自信、及び自己評価を図中に導入し、「支援プログラムによる保育
者効力感向上のメカニズム」を包括モデルとして示した。支援プログラムによる保育者力
感向上とは、保育者の力量形成の契機でもある。前述の図１では、保育者の力量形成と保
育者の専門性に焦点を当てたが、ここでは、本研究で得られた知見を基に、子育て支援に
関わる保育者効力感と関連要因に焦点を当てる。
ここで図２の説明を加えると、先ず、①リフレクションにより、これまでの自らの経験
の中から、成功経験と呼べるものの想起を求め、かつそれを語るよう促す。これにより、
保育者自身の経験の捉え方を肯定的な方向に変えることを目指す。また、自他の成功経験
の語りにより、保育者が相互に自信や主体性を得る契機とする。自他の成功経験は、支援
プログラムの「思考の認知としてのリフレクション」による働きかけに関係することは想
像し易い。
例えば、佐藤学・岩川直樹・秋田喜代美(1991)は、熟練教師が授業者として観察者とし
て子どもの立場として、様々な視点を統合して事実の解釈と判断を行っていることを報告
している 6)。熟練保育者の場合もまた、支援者として観察者として子どもの立場に立って、
第４章第２節
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図２. 支援プログラムによる保育者効力感向上のメカニズム
注) :支援プログラムを受けた保育者の認知・行動, :支援プログラムによる働き掛け.
育児不安を抱える保護者の立場に立って、様々な視点を統合して思考の認知を行っている
ことが示唆される。
支援プログラムにおいて、参加した保育者の成功経験に働きかけることは、保育者の力
量が少しでも熟練に近付くための肯定的再枠付けとも言える。例えば、新任保育者は、研
修後の調査用紙において、「子育て支援が全くできていないと感じていたが、研修のワーク
(成功経験の語り合い)を通して、役に立っていると感じることができた」と述べている。
これが肯定的再枠付けであり、認知の修正に当たる。
次に保育者は、②保護者が示す保育者への役割期待を理解した上で、日々の子育て支援
を実践する際の行動目標の設定を行う。支援プログラムには、一般的な保育者への役割期
待を学ぶ機会を設けているが、この枠組みを意識しながらも実際の場面では、個別的に保
育者への役割期待を捉えていくこととなる。行動目標は、保育者自身が達成したいと思え、
具体的で取組易いことが重要である。行動目標の設定は、認知行動論的技法による自己マ
ネジメントに関係する。
例えば、第３章第２節の表２には、行動目標の一部として「子どもの成長に添えて、園
での楽しかった出来事を保護者に伝える」「あまり声をかけられないでいる保護者に話しか
ける」「保護者に伝えることができるように、子どもの「ここだ」という特徴を掴む」等を
 ①　過去の成功経験 　② 行動目標の設定  　③ 子育て支援の展開　　　　の想起、共有
　小さな成功経験の蓄積
思考の認知としての
リフレクション
保育者への
役割期待の理解
認知行動論的技法による
自己マネジメント
保育者効力感、
理解度、保育の
充実度、遂行へ
の自信、及び
自己評価の向上
第４章第２節
7) Bandura, A. (1995): Self-efﬁcacy in changing societies. Cambridge University Press, Cambridge. (本明寛・野口京子/監
訳：『激動社会の中の自己効力』, 1-41頁, 金子書房, 1997年.)
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提示している。これらの行動目標は、子育て支援に関して各保育者が設定した独自の課題
でもある。
行動目標設定の際、子どもを通して保護者を観察してきた保育者は、保護者が示す保育
者への役割期待を理解するように努めていた。また、子育て支援に向かう保育者は、子育
て支援を円滑に進めようと、適切なタイミングで保護者に言葉を掛けると推察される。こ
の行動目標は、日々の支援の PDCA(Plan-Do-Check-Action)サイクルにおいて Plan(計画)に
該当する。具体的で取組易い行動目標を設定することで、支援という行動に繋がり易くな
る。
さらに、③子育て支援の展開を行う。この子育て支援の展開には、支援プログラムの「認
知行動論的技法による自己マネジメント」による働きかけに関係すると考えられる。例え
ば、保育者は、自己マネジメントを行うことで、今日の子育て支援を評価し、明日の支援
を考える機会になるであろう。実際、保育者は、ともに声をかけ合い、成功経験を伝え合
い、行動目標を設定して日々の子育て支援に挑んでいた。本支援プログラムによる子育て
支援の展開が、小さな成功経験の蓄積へと繋がり、保育者効力感等が向上する可能性が示
唆された。つまり、支援プログラムは、保護者対応の困難さを感じている保育者の効力感
を高める手立てとなり得ることが示唆された。
今後は、さらにデータを増やし、共分散構造分析等による支援プログラムに関わる諸要
因の因果関係を検証することが１つの課題である。本研究はその端緒として、支援プログ
ラムによる保育者効力感等向上のメカニズムを実践的試みから提示した点に意義を見出せ
たと言えよう。今回得られた支援プログラムによる保育者効力感等向上のメカニズムを道
標としつつも、これを量的・質的側面から吟味することによって、支援プログラムの一層
の改善が期待できる。
以上、支援プログラムによる保育者効力感向上のメカニズムを、保育者効力感と関連要
因を中心に解明してきた。A..Bandura(1995)は、効力感が人間の機能の中で中心的な自己
規制のメカニズムとして作用すると報告している 7)。保育者効力感を高めた保育者は、絶
えず努力して自己マネジメントし、子育て支援を実施したことになる。また、保育者の感
想から、支援プログラムが保育者の力量形成の契機になったと言えよう。
第４章第２節
8) King, I.M. (1981): A theory for nursing: systems, concepts, process. p.157, A whiley medical publication, New York.
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Ⅲ．支援プログラムを活用した子育て支援の促進
育児不安を抱える保護者への子育て支援が喫緊の課題となっている。保護者支援の一端
を業務として担う保育者は、子育て支援に関する力量を形成する必要があるが、子育て支
援を促進する保育者の専門性や力量形成に関する実証的な先行研究はほとんどない。この
ような状況下、第３章において、保育者効力感と役割期待の理解の向上を目指し、支援プ
ログラムを開発し試行した。この結果に基づいて、子育て支援の促進に働きかける支援プ
ログラムの具体的な改善点を挙げる。
１．目標達成理論を導入した支援プログラムの提案
今回の支援プログラムに参加した多くの保育者には、保育者効力感の向上がみられた。
研修では、促進者が行動目標の設定について、視覚効果の高いパワーポイントを使って説
明した。その内容は、認知行動論的技法に準じ、日々の保育の中で、保育者が実践し易く
できそうなことを目標にすることであった。しかし、第３章第１節・第３節で挙げたよう
に、効果があまりみられなかった熟練保育者がいた。これらの熟練保育者の共通点は、実
施前の保育者効力感が高く、子どもの成長のためにという思いが強く、それが反って保護
者との子育ての共有を得ることができず、努力すればするほど保護者との関係が悪くなり、
保育者効力感が向上しなかったと推察される。
この現状を改善するため、支援プログラムをさらに改善することを検討したい。I.M..King
(1981)の目標達成理論 8)から着想を得ものを、第４章第１節の図１「保育者の保護者理解
モデル」として既に提示した。これは、保育者が行動目標を設定し、それに向かって支援
を実践する時に有用な理論である。例えば、研修の目標設定時において、「役割期待と支援
が一致したならば、確かな保護者理解が生じること」「保護者からも子育ての共有を得られ
るであろう目標を設定すること」を、促進者が支援プログラム参加保育者に強調して説明
する。これにより、実施前の保育者効力感が高い熟練保育者も、保護者と支援を共有し、
保護者と問題を乗り越え、支援プログラムの効果が得られる可能性が高くなると考えられ
る。
第４章第２節
9) 名須川知子・高畑芳美・磯野久美子：『子育て家庭に寄り添う支援者マニュアル』,.8-9頁,兵庫県, 2016年.
10) 大野雄子・吉村真理子：「幼児教育志望者の性格タイプ傾向についての考察(Ⅰ)」,『千葉敬愛短期大学紀要』第
28号, 163-174頁, 2006年.
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２．保育者の類型を追加した支援プログラムの提案
保育者の類型を子育て支援に活用することである。第３章第３節では、保育者の特徴を
２つに類型化したが、その類型を支援プログラムへ活用するには至っていない。保育者の
類型を活用することによって、親子と関わる時の自分の特徴を意識することができる。例
えば、名須川知子・高畑芳美・磯野久美子(2016)は、保育者を含む支援者をタイプ別に４
つのタイプ(傍観者タイプ・遊び仲間タイプ・世話好き・ぞっこんタイプ)に分類し、支援
者の個性を生かした関わり方でよいことを、各タイプの長所と共に示している 9)。この
保育者の類型は、支援者が自分の特徴を意識しておくことの大切さや、自分と違う人に相
談することで、均衡の取れた子育て支援ができることを教示している。また、大野雄子・
吉村真理子(2006)は、類型論的立場から保育者志望学生を 16のタイプに分類し、保育者
志望学生には、他者の感情を考慮しながら調和を図っていく感情指向を示す者が多いこと
を報告している 10)。
このように、保育者が自己の類型を理解することは、客観的な視野で保護者を理解するこ
とになる。その結果、自分と違う類型の保護者にも柔軟に応答でき、力量形成に繋がると
考察される。そのためにも、保育者が自己の類型を確かめることのできる資料を、冊子に
追加することが考えられる。
Ⅳ．支援プログラムに残された課題
これまでの知見を踏まえて、支援プログラムに残された検討すべき課題を提起する。す
なわち、汎用性が高い支援プログラムに向けての改善と段階別支援プログラムの開発であ
る。実施前の保育者効力感が高い熟練保育者、及び保育経験１年目の新任保育者の中には、
支援プログラムの効果があまり現出されなかった保育者もいた。そこで残された課題への
方策として、子育て支援の促進に繋げるための計画的段階的な研修を提案する。具体的に
は、実施前の保育者効力感が高い熟練保育者には、意識的に目標達成理論を支援プログラ
ムに導入し、研修に加えることである。また、１年目の新任保育者の研修や保育者志望学
第４章第２節
11) 西山修：「免許状更新講習における保育者支援プログラムの簡易実施とその効果」,.日本応用教育心理学会誌『応
用教育心理学研究』第 30巻第 2号, 3-13頁, 2013年.
- 154 -
生の養成等には、子育て支援に関する研修プログラムの種類を増やすことである。なぜな
ら保育者の専門性が向上し、支援プログラムが保育者の力量形成の契機になるためには、
保育者を支え保育の質保証に繋がる支援過程の展開が必要と考えられるからである。西山
修(2013)が指摘しているように、支援プログラムは、多忙感のある保育者にとって取組易
いものでなければ、負担を課すだけになる 11)。子育て支援に関する研修プログラムの種
類を増やす際、実効性と取組易さを両立させることを検討することが必要である。このよ
うな検討を蓄積することで、支援プログラムによる保育者効力感向上のメカニズムの解明
が確かになるであろう。
以上、本研究を通して、支援プログラムを介した保育者の力量形成の過程、及び支援プ
ログラムによる保育者効力感向上のメカニズムを図示した。保育者は、子育て支援に積極
的に取組むため、研修に参加する等の自己研鑽を行い、保育者の専門性を高めていくこと
が必要である。また、支援プログラムが保育者の力量形成の契機になるためには、保育者
が役割期待の内容を理解し、保育者効力感を高めるための自己マネジメントができるよう
に保育者を支援することが重要であると考えられる。
第４章第２節
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第３節 今後の課題と展望
Ⅰ．今後の課題
本研究では、子育て支援を促す保育者の専門性を可視化し、力量形成の契機となる支援
プログラムを介した保育者効力感等の向上を目指した。既述のように、本研究では、支援
プログラムを開発し試行した。支援プログラムに参加することによって、現職保育者の効
力感等の向上という一定の成果を得た。その一方で、今後の研究を展望していく上での課
題が明らかとなった。ここではその課題を、データ収集上の課題、及び子育て支援過程の
展開モデルを提示することの課題に大別して論考する。
１．データ収集上の課題
第２章第３節では、海外に在住するとともに、子どもに障害がある、いわば二重の子育
て困難を抱えた保護者を対象とした実証的分析を通して、高い育児不安を抱えた保護者へ
の支援について考察した。今回は希有なデータの分析の機会を得たと言えるが、高い育児
不安を抱えながらも子どもの障害を認めたくない保護者もいる。また、保護者の高い育児
不安が、異国で暮らすことに起因するのか、子どもの障害に起因するのか、明らかになっ
ていない。データ数が多い場合、育児不安と諸因子との関係を共分散構造分析で扱う「因
果モデル」で検討することができる。
これに関連して、支援プログラムに参加した保育者から得たデータ数の少なさが挙げら
れる。本研究では、保育理念、運営方針等に偏りがなく、一般的な中規模認定園を選定し、
広く参加を呼びかけたが、園の行事や保育者の勤務の都合等で、35 名(７園)の保育者の
参加となった。そのため、保育者効力感と諸因子との関係を共分散構造分析で扱う「因果
モデル」には至らなかった。今後はさらに、保育者の参加数を増やし、モデル化を検討す
る余地が残されている。また、質的分析を含めた混合研究の継続により、高い育児不安を
抱える保護者と子育て支援を多角的に分析し、より精緻化して一般性のある結果を報告す
る必要がある。
第４章第３節
1) 大方美香：「子育て支援に求められる保育者の専門性」, (神長美津子・湯川秀樹・鈴木みゆき・山下文一/編著：
『専門職としての保育者』), 149-164 頁, 光生館, 2016 年.
2) 那須信樹：「保育における計画に意義」, (千葉武夫・那須信樹/編：『教育課程・保育課程論』), 2-12 頁, 中央法規,
2016 年.
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２．子育て支援過程の展開モデルの提示
本研究では、支援プログラムによる保育者効力感向上のメカニズムを提示することがで
きた。しかし、さらなる実証的な調査による補完が必要な子育て支援過程の展開モデルを
提示することは控えている。保育者が子育て支援過程の展開を常に意識することは、保育
者への役割期待の理解の再構成を繰り返すことになる。その結果、保育者が専門性を発揮
し、子育て支援を実施することになると考えられる。具体的に大方美香(2016)は、介護に
「ケアプラン」があるように、子育て支援の質的保証を補足するものとして、「保護者支援
計画」や「子育て支援計画」が必要であると報告している 1)。これらに当たる計画として
「子育て支援過程の展開モデル」を作成し、子育て支援の過程や結果を文章に記録として
残すことは、保育者の力量形成に繋がる可能性があると考えられる。
ただし、子育て支援において有用な計画となるには、業務を円滑に進める手法の１つで
ある PDCA(Plan-Do-Check-Action)サイクル 2)や介護のケアプラン等の流れをそのまま系統
的に記録するという単純な観点からでは説明はつかない。それらを参考にしながらも、保
育者への役割期待を捉える視点に立ち、子育て支援の実践を「情報」「分析」「課題」「目標
と支援」「評価」等、どのような観点から記録するかを考察しなければならない。この点、
本研究の分析による効果も含めて、今後さらなる検討が必要である。
３．未回答の保護者の課題
第２章第１節・第２節における質問紙調査の結果は、質問紙調査に回答した 772 名の保
護者から導き出された結果であり、「保護者が示す保育者への役割期待」及び「園への満足
度」には限界が考えられる。なぜなら、質問紙調査には、未回答の保護者 606 名が確かに
存在し、その中に保育者へ役割を期待していない保護者が多く存在する可能性が高いから
である。この未回答の保護者こそが育児不安を高め、本当に子育て支援を必要としている
のかもしれない。この限界を熟知した上で、未回答の保護者にも子育て支援が行き届くよ
うに注意深く論考していくことが必要であろう。
第４章第３節
3) 厚生労働省：『保育所保育指針〈平成 29 年告示〉』, 38-39 頁, フレーベル館, 2017 年.
4) 厚生労働省：「保育士等のキャリアアップ研修の実施について」, http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000
Koyoukintoujidoukateikyoku/tuuti.pdf, 2017 年..(2018 年 7 月 13 日閲覧)
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第４章第３節
以上、育児不安研究と子育て支援研究は、まだ成果が社会に充分還元されているとは言
えず、次なる時代区分を構成する実践や研究群の出現が待たれる。そのような状況下での
本研究の課題を明らかにした。次に、今後の課題を踏まえ、今後の展望を論じる。
Ⅱ．今後の展望
本研究は、支援プログラムの効果について検討し、子育て支援を促進する保育者の専門
性を可視化し、支援プログラムを介して力量形成を促進する機会を提供することを目的と
した。これまでの知見を踏まえて、ここでは今後の展望を、「支援プログラムを子育て支援
に関わる保育者研修へ提案すること」「子育て支援の力量形成を段階的に示した指標の開
発」「力量形成を促進する成功経験と行動目標の共有化」「支援プログラムの総合的な学習
項目の提示」「支援プログラムを拡大するための促進者養成」「支援プログラムを研修や講
習、さらに保育者養成に拡大すること」の６点に絞って提起する。
第１に、支援プログラムを子育て支援に関わる保育者研修へ提案することである。『保育
所保育指針』(厚生労働省,..2017)には、保育者が体系的な研究計画による研修を受けなけ
ればならないことが明記されている 3)。また、幼稚園教諭及び認定こども園保育教諭は、
新規採用教員研修、中堅教諭等資質向上研修等を受けなければならない。さらに、厚生労
働省(2017)は、専門分野について継続して深く学ぶことで多方面にわたり専門的知識と技
術を持って、子どもの保育、及び保護者に対する保育に関する指導を行う専門性の向上を
目的とした「保育士等キャリアアップ研修ガイドライン」を定めた 4)。この専門分野別研
修には、「保護者支援・子育て支援」が組み込まれている。これらの研修や講座等に、保育
者養成校の教員、園の保育者、子育て支援リーダー等が促進者になることができる子育て
支援の研修を提案したい。その際の留意点は、本研究で明らかになった子育て支援に関わ
る保育者の専門性や力量形成を促進する留意点や手立てを提示することである。それらを
提示することによって、保育者に求められる役割期待を確かな力量として形成することを
促す、実効性のある支援プログラムを提供できると考えられる。既に免許状更新講習にお
いて、領域「人間関係」に関わる支援プログラムの実施と検討が行われ、支援プログラム
5) 西山修：「免許状更新講習における保育者支援プログラムの簡易実施とその効果」,.日本応用教育心理学会誌『応
用教育心理学研究』第 30 巻第 2 号, 3-13 頁, 2013 年.
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が保育者効力感の向上に有効であることが明示されている(西山修,..2013)5)。しかし、研
修のような集団において、効果のある子育て支援に関わる支援プログラムの実施はほとん
ど見当たらない。
第２に、子育て支援の力量形成を段階的に示した指標の開発である。具体的には、保育
者が保育者への役割期待を学ぶ機会を持ち、専門性を向上させながら持てる力を発揮し、
働き続けることができることを支援する指標「子育て支援に関わる力量形成の道筋」の開
発である。支援プログラムに参加した保育者の力量は、保育経験年数によって明らかに差
異があった。例えば、実施後の質問紙において、新任保育者は「(保育者の力量形成のため
に)先ずは地域でどのような活動をしているかしっかり理解したい」「先輩保育者から子育
て支援について学びたい」等と述べている。他方、熟練保育者は「一人一人の保護者と積
極的に関わり、保護者の抱えている問題や悩みを聞くことのできるカウンセリング能力を
身に付けたい」等と述べている。このことは、保育者が有する子育て支援に関わる専門性
や力量が異なることを示唆している。そのため、保育者の保育経験年数別に求められる役
割と習得すべき知識や技術の専門性の体系化が必要である。保育者が時期を失することが
ないよう、早急に保育者の段階毎の研修を可能にする指標の開発を行い、研究を充実させ
ることも喫緊の課題であり、今後の展望でもある。
第３に、力量形成を促進する成功経験と行動目標の共有化である。具体的には、保育者
が他の保育者の成功経験を見習い、子育て支援に見通しや自信を持つための手段として、
成功経験と行動目標を事例に分類し、共有化し、保育者に提供することである。支援プロ
グラムに参加した保育者は、研修後の調査用紙において、「新しい取組で楽しかった。こ
んな話(成功経験)を保育者同士ですることもあまりないので、同僚の保育者の思いを聞け
てよかったです」「このように同僚の保育者の意見や事例、保育や教育支援について知る
機会が少ないので、すごく良い時間であると思いました」等と述べている。このことは、
園内での保育者同士の関係が希薄で、十分な連携ができていない現状を窺わせる。
この状況では、個々の保育者が得た貴重な成功経験が個人の段階に留まることになる可
能性が高い。保育者が子育て支援の困難さを乗り越え、専門性を高め、力量を形成するた
めには、保育者が他の保育者の成功経験を観察し見習い、行動目標を設定し、実行した子
育て支援をリフレクションすることを支える枠組みが必要であると考えられる。したがっ
- 159 -
第４章第３節
て、研修に参加した保育者から他の保育者へ、収集した成功経験と行動目標を共有するこ
とは、保育者の力量形成に寄与すると言える。
第４に、支援プログラムの総合的な学習項目の提示である。支援プログラムに参加した
保育者は、実施後の調査用紙において、「研修に参加し学び、自分のできる子育て支援を取
り入れていきたい」「制度や支援についてもっと学ぶ必要がある」「保育者の専門性や園の
特性を生かした支援の仕方を学ぶ必要がある」等、力量形成のための知識の習得や学習が
必要であると述べている。支援プログラムに参加した保育者は、支援プログラムへの参加
を契機として、知識の習得と学習の必要性を認識していた。しかし、どのような分野のど
の程度の範囲をその対象とするかについては、対象が相談援助の知識と技術、子育て支援
に活用できる制度や社会資源、子育てに関する地域の関係機関とその機能、地域の関係団
体との連携等と多岐にわたり、その全体像は現時点において明確ではない。今後、専門性
の向上を目指す保育者は、自己研鑽の方法を個々に手探りで探索していくことになるであ
ろう。このような現状から脱却するため、保育者に必要な知識の習得や学習の全体像を示
し、保育者が学習計画を自ら作成し、段階的に学習を進め力量形成できるような総合的か
つ簡潔な学習一覧表の構築と提示が求められている。
第５に、本支援プログラムを拡大するための促進者養成である。支援プログラムは、開
発に当たって誰もが促進者になることができるように工夫して開発された。例えば研修に
おいては、促進者が参加した保育者に、研修の流れや内容、要点等を均一に提示できるよ
うに冊子を作成した。また、促進者の言葉が参加者に効果的に伝わるように、パワーポイ
ントを用意した。このことによって、促進者による均一の高い質での研修が可能となる。
他方、支援プログラムの試行を通して、保育者効力感を高め、子育て支援を促進するため
には、促進者による保育者への内発的動機付けが要の１つであるとも推察された。その際
の要点として、支援プログラムの拡大を図るためには、促進者による「肯定的再枠付け」
が鍵のようにも考えられる。したがって支援プログラムの効果を理解し、保育経験を肯定
的に多面的な枠で柔軟に捉えることのできる促進者養成が急務であると言える。
第６に、本支援プログラムを保育者が所属する園の枠にとどまらず、研修や講習、さら
に保育者養成に拡大することである。ここで注意すべき点は、保育者志望学生が自律的に
取組むことができるような働きかけと、子育て支援の実践に即した授業の展開である。な
ぜなら保育者志望学生は、その他の学生よりも、他者の助力を得て短時間での問題解決を
求める傾向が高く、保育者養成において、問題解決に向けての自律的な取組の必要性があ
6) 太田仁・大森弘子・坂口哲司：「保育者志望学生とその他の学生の母親役割の認知の差異―自己愛パーソナリテ
ィ特性と援助要請態度が与える影響―」, 日本乳幼児教育学会誌『日本乳幼児教育学研究』第 22 号,.123-134 頁,.2013
年.
7) 大森弘子：「教職実践演習を活性化するシラバス作成に向けて―学生に対するアンケートを通して―」,『佛教大
学教職支援センター紀要』第 6 号, 23-31 頁, 2015 年.
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り(太田仁・大森弘子・坂口哲司,..2013)6)、保育者志望学生は、保護者への対応について
ロールプレイ(役割演技)を通して学ぶ重要性を考えていたからである(大森弘子,..2015)7)。
保育者養成においても、保育者志望学生が自律的に自ら力量形成の道筋を歩み始めること
ができるように支援する必要がある。この場合は、追試研究も含めて検討を加え、実証的
な知見を積み重ねていき、本研究を子育て支援に貢献できるように発展させることが重要
であると考えられる。
以上、本節では本研究の成果と課題、及び今後の展望を整理した。支援プログラムは、
保育者効力感を高めていく可能性が十分にあった。そこで、支援プログラムという意図的
な力量形成の機会を提供することによって、子育て支援が推進すると予測した。実証的な
結果としても、支援プログラムに参加した保育者は、保育者への役割期待を理解し、成功
経験をリフレクションし、行動目標を子育て支援の実践に移し、保護者理解をしていく中
で、保育者効力感等を向上させていくことを確認した。本支援プログラムによって、保育
者への役割期待の理解や保育者効力感が変動し、子育て支援実践に繋がる可能性が明示さ
れたことは、注目に値するものである。
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資料１：保護者への自記式調査用紙の質問項目(一部)
問１．育児状況についてお尋ねします。該当する項目の番号を○印で囲んで下さい。
・あなたの性別 （ １．男 ２．女 ）
・あなたの年齢 （ １．10 代 ２．20代 ３．30代 ４．40代 ５．50 代～）
・お子さまの人数（ １．１人 ２．２人 ３．３人 ４．４人 ５．５人～）
・あなたの雇用形態
（ １．正規雇用（フルタイム） ２．非正規雇用（パートタイム）
３．自営業 ４．無職（専業主婦等） ）
・１週間の間で、自分の趣味に使う時間はどの程度ありますか。
（ １．～１時間 ２．１～５時間 ３．５時間～ ）
問２．あなた自身についてお聞きします。
,ご自身のことで最もよくあてはまる数字
に１つだけ○をつけて下さい。
１. 子育てに失敗するのではないかと思うことがある 1 2 3 4 5
２. 親としての能力に自信がない 1 2 3 4 5
３. 何となく育児に自信がもてない 1 2 3 4 5
４. どうしつけたらよいか分からない 1 2 3 4 5
５. 育児についていろいろ心配なことがある 1 2 3 4 5
６. この先どう育てたらいいのか分からない 1 2 3 4 5
７. 子どもの発育・発達が気にかかる 1 2 3 4 5
８. よその子どもと比べて落ち込んだり自信をなくしたりする 1 2 3 4 5
問３．現在、あなたがお子さまを預けていらっしゃる幼稚園や保育所での保育にどの程度満足していますか。
あてはまる選択肢を１つ選んで○印で囲んで下さい。
不満足 1 2 3 4 5 6 7 満足
非常にそう思う少しそう思うどちらともいえないあまりそうは思わな全くそうは思わない
非
常
に
か
な
り
少しど
ち
ら
でもない少しか
な
り
非
常
に
資料２：①プログラムのねらい
プログラムのねらい
子育て支援は，それぞれの個別の事情に寄り添う支援が難しいと言われます。本プロ
グラムでは，子育て支援の嬉しい成功経験を語り合い，次の行動目標を考え，自信を獲得
し，心がかろやかになることができるようにしています。
では具体的には どういったことに取組めばよいのでしょうか。
①役割期待を理解するということが，変化への第一歩となります。本プログラムでは
まず，保護者が示す保育者への役割期待の内容を確認します。
②自他の成功経験を語り合います。子育て支援に関する専門性の高い保育を判断でき
るように援助します。
③具体的な行動目標を設定します。継続的に実行可能な目標を設定できるように援助
します。
④「自分にもできる」というやる気と自信を育てます。あと少しでできそうな目標を
設定し，少しずつ取組むことによって自信を深めます。また，日々の目標実行を「で
きた点」に注目しながら記録することによって自信を確かなものにします。
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資料２：②行動目標づくり
行動目標づくり
「子育て支援をよりよくしたい」，「何か続けてがんばりたい」と思っても，実際には
なかなかうまくいかなかったり，中断してしまうこともあります。そんなときしばしば「私
には能力がないからだ」とか，「意思が弱いからだ」とか思いがちです。しかし実際は，
その人の能力がなかったり意思が弱いのではなく，ほとんどは事前に立てた目標が適切なもの
でないことが原因なのです。したがって，上手な目標を立てることが何よりも重要になりま
す。
それでは，上手な「行動目標のづくり」について，その“ひけつ”をあげてみます。
①ひけつ１：身近で可能な行動目標を立てる
例）保護者とのコミュニケーションが不足している場合… 「毎日家庭訪問」 →×
.「挨拶とあと一言」 →○
※日々の実践・生活の中で，できることを行動目標にしましょう！
②ひけつ２：自分の行動目標にする
※人から言われたことや一般的にいいことではなく，自分の子育て支援のなかで
自分なりにできることを行動目標にしましょう！保護者の「子育て支援に関わる保
育者への役割期待」 13項目 を考えてみましょう！
③ひけつ３：効果的に活用する
例）毎日お迎えが最後の保護者に… 「毎日，もっと早くお迎えに来て…」 →×
,「１度，少し早めにお迎えに来て…」 →○
※考えただけで終わらせず，時間帯・子どもの状態・保護者の状態に気を付けな
がら，できるかどうか考えてみましょう！
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○自他の成功経験から どんなことが できそうですか？
・
・
○あなたは どのような 子育て支援が できますか？
・
・
○さあ！ あなたにぴったりな行動目標を設定しましょう！
行動目標のポイントは，①自分にとって達成したいこと，②毎日できること，③少しがんばれ
ばできること，④いつ どこで 何を どのように が明確なこと です。
わたしの行動目標は
・
・
・
・
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資料２：③１分間マネジメントって？
１分間マネジメントって？
１分間マネジメントは，ワークシートに自分の行動目標を書いて，毎日１分間，自分
の行動目標と子育て支援を振り返るために用います。この実行の記録をつけることで，行
動目標が自信を持ってできそうであった保育者さんはさらにやる気を高め，習慣化してい
くことに役立ちます。
一方，行動目標ができそうになかった保育者さんは，どうして難しかったか，その人
を取り巻く周囲の状況，目標のレベルはどうだったかなどの観点から記録をもとに検討し，
工夫点を出し合って，より適切な目標を設定していきます。
毎日きちんと，１分間マネジメントを行うことがとても大切です。記録をつけていく
ことによって，より目標行動が身に付きやすいということもわかっています。毎日記録す
るための工夫例をあげると…
★記録がつけやすいように，目に付く場所に置く（例えば，机上，ドレッサー，食台）。
★記録をつける時間帯を決めておき，アラームを鳴らすなどして思い出すようにする。
★職場で，声をかけてもらう。シートをつけていたら励ましてもらう。
●どこにおく？
●いつやる？
３
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資料２：④行動目標達成の要点
行動目標達成の要点
■要点１：できた点に注目すること
例）目標：「毎日30分歩く」→20分しかできない日が３日あった。
「20分しかできない日が３日もあった」 →×
「毎日歩くことができた」「20分でも散歩ができた」 →○
※できなかった点に注目することは，やる気や自信を低くしよい結果に結びつきません。
※できた点に注目することによって「自分にもできた」という達成感や満足感を味わうこと
ができ，目標を達成しようというやる気が高まります！
※うまくいかなかった場合は，行動目標を修正してみる。
■要点２：行動目標を達成できたら自分に ごほうびを！
例）うまくいったときには，力やその効果に対し，自分に ごほうびを与えます。
親子が徒歩で登園できたら，好きなイチゴショートケーキを食べる。
※自分で自分をほめてあげることによって，やる気を高めることができます。
※好きなこと，趣味などに関係したごほうびを自分にあげることによって，行動目標を
達成することが楽しみになります。
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■要点３：環境を調整する
例）減量が目的の場合に…「お菓子の買い置きをしない」
「体重計を目に付くところに置く」
※環境調整は，自分が行動目標とする行動がおこりやすく（逆に望ましくない行動が起
こり難く）なるように，自分の行動を思い浮かべながら考えていきます。
■要点４：サポーターを増やす
例）同僚や家族に，行動目標を達成できたらほめてくれるように頼んでおく。
一緒にやる仲間をつくる。
※身近なサポーターを増やすことで，達成感がより大きくなり，行動目標を達成しよう
という意欲が高まります。
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資料２：⑤環境づくり
環境づくり
★目標行動をやりやすくするために...
・
・
・
★目標行動をじゃましそうなものに…
・
→対処：
・
→対処：
・
→対処：
★サポーターの に言って欲しいことばは…
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資料２：⑥毎日１分間マネジメント・ワークシート
資料２：⑦毎週末３分間マネジメント・ワークシート
 
 
 
 
 
 
  
   
 
日 付 今日の「少しできたこと」  例）「…が少しできた」 
 
  １週目 
 
 
 
 
 
  ２週目 
 
 
 
 
 
  ３週目 
 
 
 
 
 
  ４週目 
 
 
 
 
 
 
毎週末 ３分間 マネジメント・ワークシート  
※頑張るゾウに書き切れないことをここに書いてください 
お名前： 
整理番号（          ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
整理番号（          ） 
2 週目の行動目標 
1 週目の行動目標 
3 週目の行動目標 
4 週目の行動目標 
2 週目のごほうび 
1 週目のごほうび 
3 週目のごほうび 
4 週目のごほうび 
お名前： 
頑張るゾウ 
毎日 １分間 マネジメント・ワークシート  
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資料２：⑧週末のごほうび
週末のごほうび
プログラムの折り返し地点にきました。このプログラムが重視するところは，結果や成
果ではありません。毎日のプロセスが大切なのです。その点で，このプログラムを今日ま
でどうにか続けようとされてきたことは，賞賛に値するものです！
保育の専門家とは，結果が出るまであきらめない人，やり続けられる人こそが，専門
家です。「継続は力なり」
最初に設定した目標が合っていない場合，取り組みがむずかしく感じるかもしれませ
ん。その場合は次の点に気をつけて，目標の再設定をします。
①行動目標のレベルを少し低くする。「できそうだ」と思える行動目標にしましょう。
②今までとは，違った行動目標にしてみる。やりやすい行動目標にしてみましょう。
③もっと具体的な目標にする。いつ，どこで，何を，どのようにするか明確にしてみま
しょう。
次の音楽は，ごほうびの一例です。ご参考までに。
高橋優『明日はきっといい日になる』♪ . 作詞/作曲: 高橋優
明日はきっといい日になる いい日になる いい日になるさ
どの出来事も君を彩る 絵の具になる 絵の具になるでしょう
ZARD『負けないで』夢は叶う♪ 作詞: 坂井泉水
作曲: 織田哲郎
負けないで もう少し 最後まで 走り抜けて どんなに 離れてても
心は そばにいるわ 追いかけて 遥かな夢を
ゆず『栄光の架け橋』♪ 作詞/作曲: 北川悠仁
いくつもの日々を越えて 辿り着いた今がある
だからもう迷わずに進めばいい 栄光の架橋へと…
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資料３：保育者支援プログラムの自記式調査用紙
問１．子育て支援に関わる 次の1～13について ご自身にもっともあてはまる数字に○印を付けて下さい
1. 保護者と協働しながら 子どもの発達を援助することができる . , 5 4 3 2 1
2. 地域の親子に安心して遊んでもらえる遊び場を提供することができる 5 4 3 2 1
3. 子育てについて社会へ発信できる 5 4 3 2 1
4. 子育て文化を継承する支援ができる 5 4 3 2 1
5. 利用できる社会制度やサービスを知っている 5 4 3 2 1
6. 積極的に関係機関との連携を持つことができる 5 4 3 2 1
7. 不適切な子育てを早期に発見し 保護者支援ができる 5 4 3 2 1
8. 園児を含む家族全員が健康な家庭生活を過ごす支援ができる 5 4 3 2 1
9. 生きる意欲を支える家庭形成に向けての助言ができる 5 4 3 2 1
10. 保護者の子育てに関して共感する力がある 5 4 3 2 1
11. 保護者の栄養指導や相談援助ができる 5 4 3 2 1
12. 関係機関との連絡を図り コーディネートする役割を果たすことができる 5 4 3 2 1
13. 困難な課題を抱える家庭の子育てを支援できる 5 4 3 2 1
問２．次の1～10について ご自身にもっともあてはまる数字に○印を付けて下さい
1. 私は 子どもにわかりやすく指導することができると思う . 5 4 3 2 1
2. 私は 子どもの能力に応じた課題を出すことができると思う 5 4 3 2 1
3. 保育プログラムが急に変更された場合でも 私はそれにうまく対処 5 4 3 2 1
できると思う
4. 私は どの年齢の担任になっても うまくやっていけると思う 5 4 3 2 1
5. 私のクラスにいじめがあったとしても うまく対処できると思う 5 4 3 2 1
6. 私は 保護者に信頼を得ることができると思う . 5 4 3 2 1
7. 私は 子どもの状態が不安定な時にも 適切な対応ができると思う 5 4 3 2 1
8. 私は クラス全体に目をむけ 集団への配慮も十分できると思う 5 4 3 2 1
9. 私は 1 人 1 人の子どもに適切な遊びの指導や援助を行えると思う 5 4 3 2 1
10. 私は 子どもの活動を考慮し 適切な保育環境（人的，物的）に整えることに 5 4 3 2 1
十分努力できると思う
ほとんどそうは思わないあまりそうは思わないどちらともいえないややそう思う非常にそう思う
ほとんどそうは思わないあまりそうは思わないどちらともいえないややそう思う非常にそう思う
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問３．それぞれ ０～100 までの得点でご記入下さい
1. あなたは 現在 保育の充実度はどれくらいですか？
2. あなたは 今 保護者の「子育て支援に関わる保育者への役割期待」をどれくらい理解していますか？
. ●理解度（ ） ※０～100で記入
3. あなたは 今 見通しを持って子育て支援の業務を行っていく自信はどれくらいですか？
.●遂行への自信（ ） ※０～100で記入
4. あなたは 子育て支援に関わる保育者としての力量を自己評価すると どれくらいですか？
,●自己評価（ ） ※０～100で記入
問４．次にいろいろな書きかけの文章が並んでいます。それをみて あなたの頭に浮かんできたことを それに
つづいて書きその文章を完成して下さい
例：私は 読書 をする時間を毎日つくっている。寝る前のこのひとときがとても大切です。最近は…
1. 私は 子育て支援
2. 子育て支援に保育者は
3. 保育者が 子育て支援に関わる力をつけるためには
問５．あなたは 子育て支援に関して これからどのような取り組みができると思いますか？
・
・
最後に 記入もれ の確認をお願い申し上げます。
ご協力有り難うございました。
●充実度（ ） ※０～ 100 で記入
謝 辞
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